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第 1 章 はじめに 

 

第 1 節 研究背景 

 

 生産者によって生産された財やサービスは、卸売業者や小売業者と呼ばれる流通業者を

媒介して、消費者の手元に届く。このように、生産物が生産者から消費者に至るまでのプロ

セス、換言すれば、生産物にかかわる主体間の継起的な取引連鎖を指して、流通と呼ばれる。

流通を分析するのに際して、マーケティング論ないし流通論という学科領域においては、マ

クロの視点（社会全体の視点）から取り組むアプローチと、ミクロの視点（個別企業の視点）から取

り組むアプローチがある（風呂, 1968）。前者の焦点は、社会システムとしての流通の機能・構

造・成果であり、ここでの流通を指して、流通チャネルないし流通システムと呼ばれる1。後

者の焦点は、流通にかかわる個々の企業の行動・戦略・成果であり、ここでの流通を指して、

マーケティング・チャネルと呼ばれる2。本論は、後者のアプローチを採用し、個別企業の視

点から見た流通を取り扱う。 

 個別企業に着目すると、彼らは、標的市場において自身の流通目標を達成するために、マ

ーケティング・チャネルに関する意思決定を連鎖的に行っている。それは、マーケティング・

チャネル戦略と呼ばれ、著名なマーケティング・ミックス（McCarthy, 1960）の 4P（Product、Price、

Promotion、Place）のうちの Place に該当する。マーケティング・チャネル戦略は、しばしば、

企業のマーケティング・ミックスの中でもとりわけ重要な地位を占めていると主張される

が（Rosenbloom, 2012）、その理由は、マーケティング・チャネル戦略が、独立した企業間の関

係性あるいは取引とかかわっており、その策定・実行には、企業間における活動の調整が必

要なためである（Coughlan, Anderson, Stern, and El-Ansary, 2006）。企業内における活動の調整

は、企業組織の権限を用いることによって、相対的に容易に行われうるものの、所有権的に

                                                   
1  「流通チャネル」と「流通システム」はいずれも、流通をマクロ的な視点から捉えた際に用いられる用語で

あるが、前者は、特定の商品の流通を指す場合に用いられ、後者は、財やサービス一般の社会的移転プ

ロセスとしての流通を指す場合に用いられる（矢作, 1996）。 
2  マーケティング・チャネルという用語と同様に、ミクロの視点から捉えた流通を指して、「配給経路」とい

う用語が用いられることもある。荒川（1965）によると、配給経路は、「特定の組織体特に製造企業に即し

て、その企業の生産物の流通する経路を客観的に認識したとき」（p. 74）に得られる概念であり、マーケテ

ィング・チャネルは、「組織体の意思決定者の行為の観点から政策対象として当該企業の生産物流通をめ

ぐる諸関連のひろがりを認識したとき」（p. 74）に得られる概念であるという。こうした概念的定義から汲

み取れるように、マーケティング・チャネルという用語は、配給経路という用語に比べて、個別企業のマ

ーケティング目的のための政策対象ないし操作対象としての流通という点を、より強調する際に用いら

れる（風呂, 1968）。 
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独立した企業間における活動の調整は、権限のような影響力を行使することができないた

め、相対的に困難である（Anderson and Coughlan, 2002）。したがって、マーケティング・チャ

ネル戦略には、独立した企業を巻き込んだ長期的な計画の策定と実行が不可欠であり、ひと

たび実行された戦略を変更するのには、大規模な投資を要する。一方で、マーケティング・

チャネル戦略は、こうした特徴を有するため、当該企業のチャネル構造や企業間関係を資源

と見なせば、それは、競合企業によって容易には模倣されることはなく、それゆえ、持続的

な競争優位の源泉となりうる（Wernerfelt, 1984; Barney, 1991; Peteraf, 1993）。したがって、マー

ケティング・チャネル戦略は、企業が生存するために必要不可欠な方策と見なされているの

である。 

 個別企業がマーケティング・チャネル戦略を策定・実行するのに際して、まずはじめに直

面する問題は、流通機能を自社自身で担うのか、あるいは、他社に委託するのかという垂直

統合の問題、換言すれば、短いチャネルを選択するのか、あるいは、長いチャネルを選択す

るのかというチャネル長短の問題である（Lilien, 1979; Anderson and Coughlan, 2002）。この問

題に対処するのに際して、企業は、基本的には 3 つの選択肢の中から、1 つのチャネル構造

を選択することになる。第 1 は、自社営業部隊や直営店を用いる、統合チャネル（直接チャネ

ル）、第 2 は、独立卸売業者や独立小売店を用いる、独立チャネル（間接チャネル）3、そして、

第 3 は、統合チャネルと独立チャネルの双方を用いる、デュアル・チャネルである。 

 第 3 の選択肢であるデュアル・チャネルは、現実世界において、多様な産業において観察

され、多様な形態を採っている（Mols, 2000）。例えば、生産財産業において、製造業者は、国

内流通に際しては、自社営業部隊と独立流通業者（商社や代理店）の双方を用いており（e.g., 

Dutta, Bergen, Heide, and John, 1995; Sa Vinhas and Anderson, 2005）、海外流通に際しては、現

地法人と現地代理店の双方を用いている（e.g, Klein, Frazier, and Roth, 1990; He, Brouthers, and 

Filatotchev, 2013）。消費財産業において、製造業者に着目すれば、彼らは、自社直営店と独立

小売店の双方を用いており（e.g., Moriarty and Moran, 1990）、小売業者に着目すれば、彼らは、

自社直営店とフランチャイズ店の双方を用いている（e.g., Rubin, 1978; Bradach and Eccles, 

1989）。 

                                                   
3  マーケティング・チャネル論においては、「統合チャネル（integrated channel）」と「直接チャネル（direct 

channel）」という用語、および、「独立チャネル（independent channel）」と「間接チャネル（indiret channel）」

という用語はそれぞれ、通常、相互互換的に用いられる。なぜなら、焦点の企業によって所有権的に統

合された主体を媒介して販売するということは、当該企業が顧客に直接販売するということを意味する

し、当該企業とは所有権的に独立した主体を媒介して販売するということは、彼らを通して顧客に間接

販売するということを意味するからである。ただし、狭義の意味において、直接チャネルという用語は、

当該企業によって所有権的に統合された子会社ではなく、当該企業と顧客の直取引を指すことがある。

このように、直接チャネルという用語は若干の多義性を有するため、本論は、統合チャネル、および、

それと対を成す独立チャネルという用語を用いる。 
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 このように、デュアル・チャネルは、現実世界において多様な形態を採りながら、多様な

産業において採用されているにもかかわらず、マーケティング・チャネル論において、明示

的に取り上げられることは稀である。確かに、デュアル・チャネルに関する記述的研究は古

くから散見されるものの（e.g., Warshaw, 1961; Preston and Schramm, 1965）、理論的・経験的研究

の数は、極めて少ないと言えるであろう。マーケティング・チャネル研究に残された今後の

課題を包括的に検討した Sa Vinhas, Chatterjee, Dutta, Fein, Lajos, Neslin, Scheer, Ross, 

and Wang（2010）は、こうした現状に鑑みて、次のように述べている。 

 

「デュアル・チャネルは、異なる顧客セグメントに対応するために、あるいは、同一顧客の異

なるニーズに対応するために売手がチャネルの数を増やすのに伴って、しばしば観察され

る典型的な現象となっている。しかしながら、製造業者はデュアル・チャネルシステムを如

何にして効果的に管理できるのか、それは生産者、流通チャネル、最終顧客、および、チャ

ネル・システムに対して如何なる影響を及ぼすのかについて、我々は、未だにほとんど何も

知らない。」 

Sa Vinhas, et al.（2010），p. 227, 邦訳は本論著者による。 

 

既存研究においてデュアル・チャネルが軽視されてきた理由として、2 つの要因が考えら

れるであろう。第 1 は、マーケティング・チャネル論において、長らくの間、統合チャネル

と独立チャネルの 2 種類のうちのいずれを選択するのかという問題が、本質的かつ基本的

な問題であると見なされてきたためである。例えば、チャネル選択問題に取り組んだ古典的

かつ代表的な研究である Lilien（1979）は、統合チャネルと独立チャネルの 2 種類のうちのい

ずれを選択するのかという問題について関心があると述べた上で、実証分析に際しては、デ

ュアル・チャネルを採用している企業が観察されたものの、そうした企業を排除している。

彼の後続研究（e.g., Rangan, Menezes, and Maier, 1992）も同様に、デュアル・チャネルを採用し

ている企業を、分析対象から除外しているのである。そもそも、チャネル構造の選択に関す

る問題を取り扱った研究は数少ないため（崔, 2010）、既存研究は、最も基本的な問題として、

統合チャネルと独立チャネルの 2 種類のうちのいずれを選択するのかという問題に焦点を

合わせており、統合チャネルと独立チャネルの混合形態であるデュアル・チャネルを排除し

てきたと考えられる。 

第 2 は、マーケティング・チャネルの選択問題に対する支配的な分析枠組である取引費用

理論（Coase, 1937; Williamson, 1975, 1985）が、分析単位として、個々の取引に焦点を合わせて
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いるためである。基本的には、取引費用理論は、ある取引を統御するのに際して、市場と企

業組織という代替的な統御形態（ガバナンス形態）のうちのいずれを選択するのかという問題

を取り扱う。マーケティング・チャネル論において、市場は独立チャネル、企業組織は統合

チャネルとして解釈されるため、取引費用理論に依拠した既存研究は、必然的に、独立チャ

ネルと統合チャネルのいずれを選択するのかという問題に焦点を合わせてきた（e.g., Ander-

son and Schmittlein, 1984; John and Weitz, 1988; Klein, et al., 1990）。他方において、取引費用理

論の観点から見れば、デュアル・チャネル採用企業は、ある取引においては企業組織（すなわ

ち、統合チャネル）を用いて、ある取引においては市場（すなわち、独立チャネル）を用いている企

業と見なされる。したがって、複数の取引ないし複数の統御形態を考慮してはじめて、デュ

アル・チャネルの分析が可能となると言える。しかしながら、取引費用理論は、個々の取引

に焦点を合わせているため、そうした複数の取引を考慮していない。換言すれば、取引費用

理論は、異なる複数の取引に焦点を合わせておらず、それゆえ、「異なる統御形態が如何に

して結び付けられうるのかについて無視している」（Rindfleisch and Heide, 1997, p. 50）のであ

る。 

以上に議論されたように、デュアル・チャネルは、現実世界においては、多様な産業にお

いて採用されているものの、マーケティング・チャネル論においては、明示的に取り扱われ

ることが少なく、それゆえ、デュアル・チャネルに関する数多くの研究課題が、未解決のま

ま残されている。したがって、近年、マーケティング・チャネル研究者たちは、デュアル・チ

ャネルを研究対象として取り扱う必要性を強く主張している（e.g., Sa Vinhas, et al., 2010; 

Krafft, Goetz, Mantrala, Sotgiu, and Tillmanns, 2015）。また、上述したように、デュアル・チャネ

ルは、取引費用理論によって、それほど取り扱われてこなかったチャネル構造である。それ

ゆえ、取引費用理論の課題を克服するという意味においても、今後のマーケティング・チャ

ネル研究には、デュアル・チャネルを取り扱うことが期待されているのである（e.g., Rind-

fleisch and Heide, 1997; Anderson and Coughlan, 2002; Rindfleisch, Antia, Bercovitz, Brown, Cannon, 

Carson, Ghosh, Helper, Robertson, and Wathne, 2010）。 

 

第 2 節 研究目的 

 

前節で議論されたように、これまで、数多くのマーケティング・チャネル研究者たちによ

って、デュアル・チャネルを研究対象として取り扱う重要性が説かれてきた。したがって、

デュアル・チャネルを研究対象に設定し、それに関連する研究課題に取り組むことは、マー

ケティング・チャネル論を前進させるための重要な試みである。このことは、今日のマーケ
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ティング・チャネル研究者たちの間で形成されている共通見解とも言いうるであろう。本研

究の大きな目的は、デュアル・チャネルを明示的に取り扱い、それに関連する研究課題を理

論的・経験的に検討することによって、マーケティング・チャネル研究の前進を図ることで

ある。 

この大きな研究目的の下で、本論は、2 つの研究課題に取り組む。それらは、デュアル・

チャネル研究における 2 つの研究領域、すなわち、デュアル・チャネルの選択と、デュアル・

チャネルの管理という研究領域に対応している。 

第 1 に、デュアル・チャネルの選択という研究領域において、既存研究は、垂直統合ない

しチャネル長短に関する古典的な問題、すなわち、「企業は、統合チャネルと独立チャネル

のいずれを選択するのか」ではなく、「企業は、シングル・チャネル（統合チャネルのみ、あるい

は、独立チャネルのみ）とデュアル・チャネルのいずれを選択するのか」という問題を検討して

きた（e.g., Dutta, et al., 1995; Sa Vinhas and Anderson, 2005; Kabadayi, 2011）。その結果、デュア

ル・チャネルに関する理解が深化してはいるものの、既存研究は、重要な課題を残している

と指摘しうる。それは、デュアル・チャネルが選択される動機として、費用最小化のみに着

目しているということである。具体的には、既存研究は、デュアル・チャネル選択の動機と

して、機会主義的行動に伴う取引費用節約や、チャネル間対立の緩和費用節約など、費用を

最小化したいということに着目している。しかしながら、デュアル・チャネルが選択される

動機としては、便益を最大化したいということも考えられるであろう。より具体的には、一

方で流通業者の資源を利用するために独立チャネルを用いて、他方で自社の資源を活用す

るために統合チャネルを用いるべく、デュアル・チャネルを選択したいという製造業者の動

機も考えられる。既存研究（Mols, 2000）によると、デュアル・チャネルの選択に関する研究を

進展させるためには、既存研究とは異なる観点から新たな選択要因を探究するということ

が必要不可欠であるという。それゆえ、デュアル・チャネルの選択をより良く理解するため

に、機会主義的行動や対立を抑制・緩和するという観点だけではなく、資源を最大限に活か

して便益を最大化するという観点から、デュアル・チャネルの選択問題を検討するというこ

とが重要であると指摘しうる。 

第 2 に、デュアル・チャネルの管理という研究領域において、既存研究は主として、複数

の取引関係の束に焦点を合わせた上で、統合チャネルと独立チャネル間の対立を如何に緩

和しうるのかという問題を検討してきた（e.g., Sa Vinhas and Anderson, 2005; Sa Vinhas and 

Heide, 2015）。しかしながら、こうした既存研究は、マーケティング・チャネル論、とりわけ、

協調関係論において重要視されてきた問題を軽視してしまっている。その問題とは、個々の
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取引関係の管理問題、とりわけ、製造業者と流通業者の企業間成果を如何にして高めるのか

という問題である。マーケティング・チャネル論は、伝統的に、個々の取引関係に焦点を合

わせて、独立流通業者との強固な関係性や種々の統御形態が企業間成果（製造業者と流通業者

が共同して生み出す成果）に対して、如何なる影響を及ぼすのかという問題を検討してきた。こ

うした既存研究の伝統を踏まえて、デュアル・チャネルの管理に関する研究を前進させるた

めには、デュアル・チャネルの選択が企業間成果に如何なる影響を及ぼすのかについて探究

することが、必要不可欠であろう。 

この課題を取り扱う重要性は、また、マーケティング・チャネル論全体の視点からも主張

することができる。マーケティング・チャネル論は、チャネル構造の選択と、取引関係の管

理という 2 つの研究領域から構成されているものの、両領域に跨るような問題は、これま

でほとんど取り扱われてこなかった（崔, 2010; 結城, 2014）。崔（2010）は、「構造の問題と管理

問題の両側面を同時に視野に入れた、統合的な分析フレームワークを構築することは、今後

のチャネル研究において挑戦的な課題の 1 つとなろう」（p. 96）と述べている。したがって、

デュアル・チャネルが、個々の取引関係ないし企業間成果に対して及ぼす影響を検討するこ

とは、マーケティング・チャネル論の前進にとって有用であると考えられる。 

かくして、本論の目的は、マーケティング・チャネル論において、これまで無視される傾

向にあったデュアル・チャネルを明示的に取り扱い、上述した 2 つの研究課題に取り組むこ

とである。2 つの研究課題とはすなわち、第 1 に、便益最大化という観点からデュアル・チ

ャネルの選択要因を探究すること、第 2 に、デュアル・チャネルが企業間成果に及ぼす影響

を探究することである。既存研究の問題点を克服しつつ、デュアル・チャネル研究における

2 大領域の研究課題に包括的に取り組むことによって、本論は、デュアル・チャネル研究、

ひいては、マーケティング・チャネル研究全体の前進に貢献しうるであろう。 

 さらに、本論は、次のような下位目的の達成をも企図している。すなわち、本論は、一貫

して資源ベース理論という分析枠組を用いて上述した研究課題に取り組み、それを通じて

資源ベース理論に依拠した既存研究の課題を克服するということを試みる。資源ベース理

論（e.g., Barney, 1991; Peteraf, 1993）は、マーケティング論およびマーケティング・チャネル論

において有用な分析枠組であると指摘されている（Kozlenkova, Samaha, and Palmatier, 2014; 

Watson, Worm, Palmatier, and Ganesan, 2015）。実際、近年、マーケティング・チャネル論にお

いては、資源ベース理論に依拠した実証研究が増加している傾向にある（e.g., Gillis, Combs, 

and Ketchen, 2013; He, et al., 2013; Wu, 2015）。しかしながら、資源ベース理論に依拠した既存

研究は、いくつかの課題を残していると指摘しうる。そこで、資源ベース理論を援用するの
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に際しては、既存の分析枠組を拡張することによって、資源ベース理論に依拠した既存研究

の課題を克服するということを試みる。したがって、本論は、資源ベース理論に依拠して研

究課題に取り組むことによって、マーケティング・チャネル論だけではなく、資源ベース理

論への貢献をも期待しうるであろう。 

 

第 3 節 研究対象 

 

 前述した研究目的を達成するのに際して、議論の錯綜を避けるために、本論の研究対象を

明確化しておくことは有用であろう。清水（1971）は、マーケティングを「財及びサービスの

商的・物的取引に参加する売手と買手の相互作用プロセス」（p. 42）と定義し、それは、売手と

買手を構成要素とするシステムとしての性格を帯びているということを指摘している。そ

して彼は、マーケティング・システムは、チャネル水準、集計水準、および、活動水準によ

って規定されうると主張している。また、高橋（2012, 2013）は、マーケティング・チャネル論

における研究課題を検討するのに際しては、取り扱われるチャネル文脈を明確化すること

が重要であると指摘している。以上の議論を踏まえて、4 つの各観点、すなわち、チャネル

水準、集計水準、活動水準、および、チャネル文脈の各観点から、本論の研究対象を明確化

したい。 

 チャネル水準について、本論は、マーケティング・システムの構成要素として、売手たる

製造業者と、買手たる流通業者および最終顧客が含まれるシステムを研究対象に設定する。

買手として流通業者と最終顧客の双方が含まれる理由について、本論の研究対象には、統合

チャネルを用いる製造業者も、独立チャネルを用いる製造業者も含まれており、前者の製造

業者は最終顧客と取引する一方、後者の製造業者は流通業者と取引するためである。以上よ

り、チャネル水準としては、製造業者、流通業者、および、最終顧客の 3 者が設定される。

なお、以上のように設定されたマーケティング・システムを対象とする研究は、売手視点（製

造業者視点）の研究と、買手視点（流通業者視点ないし最終顧客視点）の研究の 2 種類に分類されう

るであろう。この点について、本論は、売手視点、すなわち、製造業者の視点を採用し、マ

ーケティング・チャネル編成主体としての製造業者に焦点を合わせた上で、その取引相手（流

通業者ないし最終顧客）との相互作用に着目する。 

 集計水準について、一方の売手たる製造業者は、個別単位である。すなわち、個別の製造

業者を研究対象に設定する。他方の買手たる流通業者ないし最終顧客について、マーケティ

ング・チャネル論においては、その集計水準が個別単位であるか、あるいは、集団単位であ

るかを区別することが極めて重要である。というのも、前者の焦点は「個々の」取引関係であ
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り、後者の焦点は取引関係の「束」であるが、いずれを採用するかによって用いられる分析方

法が大きく異なるからである（cf. Watson, et al., 2015）。図表 1-1 に示されるように、個々の取

引関係とは、ある特定の買手（例えば、流通業者や最終顧客）とのダイアディックな取引関係を指

す一方、取引関係の束とは、そうした買手との個々の取引関係を集計した、複数の買手群と

の取引全体を指す。本論が取り扱うデュアル・チャネルは、ある取引においては統合チャネ

ルを、別の取引においては独立チャネルを用いるというように、複数の取引関係の束に着目

することによって取り扱うことが可能となる。したがって、本論は、第 1 の研究課題（デュ

アル・チャネル選択要因を探究するという課題）と第 2の研究課題（デュアル・チャネルが企業間成果に及

ぼす影響を探究するという課題）の両者に取り組むのに際して、主として、取引関係の束を研究

対象に設定する。加えて、第 2 の研究課題においては、取引関係の束のうちの、個々の取引

関係（製造業者－流通業者の取引関係）も分析対象に含まれる。それゆえ、第 2 の研究課題に取り

組むのに際しては、取引関係の束に加えて、個々の取引関係をも研究対象に設定する。ただ

し、注意するべきことに、本論は取引関係の束に着目しているものの、その焦点は、取引関

係の数ないし幅ではなく、取引関係の種類である4。換言すれば、本論は、取引関係の数を

所与とした上で、それら複数の取引関係がどのような種類で構成されているのか、具体的に

は、統合チャネルと独立チャネルをどの程度の割合で組み合わせているのかに焦点を合わ

せる。 

 

図表 1-1 個々の取引関係と取引関係の束 

 

 

 

 

 

 

 

 

 活動水準について、本論は如何なる流通機能を研究対象に設定しているのかを明確化し

たい。流通機能はしばしば、交換・所有権機能、物的供給機能、金融・危険負担機能、および、

情報機能などに類型化される（cf. 田村, 2001）。本論は、第 1 に、交換・所有権機能を研究対象

                                                   
4  他方、チャネル密度に関する研究は、取引関係の束に着目し、とりわけ、取引関係の数ないし幅に焦点

を合わせていると言いうる。 

 

売手 

買手 

売手 

買手 買手 買手 買手 

個々の取引関係に着目 
（集計水準：個別単位） 

取引関係の束に着目 
（集計水準：集団単位） 
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に設定する。さらに、本論は、前述された 2 つの研究課題に取り組む際に、主として、取引

関係を通して得られる知識や情報に着目する。それゆえ、本論は、第 2 に、情報機能を研究

対象に設定する。 

最後に、チャネル文脈について、本論は、生産財の流通を念頭に置く5。生産財とは、そ

の買手が個人ではなく企業や組織であり、他製品の生産目的ないし組織内での利用目的で

購入される製品（財・サービス）を指す6（髙嶋・南, 2006）。生産財の特徴として、消費財に比べる

と相対的に少数の買手が存在する、販売・購買に際しては売手と買手の双方に専門的な知識

が求められる、購買前の交渉過程から購買後の修理・保守・点検に至るまでの購買過程が複

雑である、あるいは、取引が継続的・反復的になりやすいといったことが挙げられる（Webster, 

1991; 崔・原・東, 2014）。また、生産財流通と消費財流通を比較すると、消費財流通においては、

製造業者が統合チャネルを選択して消費者に対して直接販売することは、あまり多くない

のに対して、生産財流通においては、製造業者が統合チャネルを選択することは、決して特

殊ではない（髙嶋・南, 2006）。それゆえ、生産財流通においては、統合チャネルと独立チャネ

ルのいずれを選択するのかという問題が重要であるのと同時に、その双方を組み合わせた

デュアル・チャネルを選択するか否かという問題も重要である。実際、米国の生産財流通で

は、過半数の企業が、デュアル・チャネルを選択していると報告されており（Sa Vinhas and An-

derson, 2005）、生産財を取り扱う製造業者は、チャネル構造の 1 つの選択肢として、デュア

ル・チャネルを考慮に入れているということが伺える。 

また、我が国における生産財流通を取り扱うことは、それ自体、マーケティング・チャネ

ル論において意義深いことであると指摘しうる。というのも、「通常、チャネルについて論

じられる際、特に念頭に置かれているのは消費財のチャネル」（高橋, 2012）であり、生産財流

通を取り扱った研究は数少ないと考えられるからである7。我が国において生産財流通を取

り扱った研究が相対的に少ないということは、生産財流通に比して、消費財流通の方が重要

であるということを意味しないだろう。例えば、我が国の卸売流通において、卸先が生産財

                                                   
5  高橋（2012）は、チャネル文脈を明確化する際に、取り扱われる製品の種類を特定化することが有用であ

ると指摘している。彼は、製品の種類として、（1）加工食品、日用品、雑貨、化粧品、衣料品、家電製品、

自動車などの消費財、（2）原材料、部品、資材、機械、器具、設備などの生産財、（3）農産物、食肉、魚

介などの生鮮食料品、（4）サービス、および、（5）その他、の 5 種類を挙げている。 
6  なお、生産財という用語は、当該製品が他の産業において使用されるという意味を強調して、産業財と

いう用語で代替されることもある。また、生産財企業は、その最終顧客が個人消費者（consumer）ではな

く、企業組織（business）であるという意味を強調して、BtoC（business to consumer）企業に対して、BtoB

（business to business）企業と呼ばれることもある。 
7  ただし、海外のマーケティング・チャネル研究者たちは、研究対象として、消費財流通に比して、生産財

流通を取り扱う傾向にあると指摘されることもある（Jindal, Reinartz, Krafft, and Hoyer, 2007, p. 18）。それ

ゆえ、ここでの議論は、あくまで、日本国内における研究に限定したものであるということに注意する

べきである。 
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使用者である生産財流通の方が、卸先が小売業者である消費財流通に比して、年間商品販売

額が約 1.6 倍上回っている（日本経済産業省「平成 26 年商業統計調査」）。それにもかかわらず、大

半のマーケティング・チャネル研究が、生産財流通を取り扱ってこなかった現状に鑑みて、

矢作（1996）は、次のように述べている。 

 

「産業財流通は消費財流通とくらべて複雑で、『暗黒大陸』としての流通の部分をいまなお

引きついでいる。」 

矢作（1996），p. 265． 

 

したがって、今なお「暗黒大陸」（Drucker, 1962）と見なされている生産財流通を、本論の研究

対象としてとして取り扱うことによって、マーケティング・チャネル論に貢献しようと試

みる点は、本論の特徴の一つであると言いうるであろう。 

 

第 4 節 本論の構成 

 

 本論は、図表 1-2 に示されるとおり、次章第 2 章の「マーケティング・チャネル概念の定

義」、第 3 章の「マーケティング・チャネル研究の現状と課題」、第 4 章の「マーケティング・

チャネル研究における資源ベース理論」、第 5 章の「実証研究Ⅰ：デュアル・チャネル選択要

因の探究」、第 6 章の「実証研究Ⅱ：デュアル・チャネルが企業間成果に及ぼす影響」、およ

び、第 7 章の「おわりに」によって構成される。 

本章に続く第 2 章においては、マーケティング・チャネル概念に関する既存研究を概観す

る。具体的には、第 1 節において、本章の目的を提示する。第 2 節において、マーケティン

グ・チャネルないし流通を分析するための基礎的な概念である、流通の役割、流通フロー、

および、流通機能に関する既存研究を概観する。そして第 3 節において、マーケティング・

チャネルの定義に関する既存研究を概観する。 

第 3 章においては、マーケティング・チャネル研究について現状を把握し、その課題を指

摘する。具体的には、第 1 節において、本章の目的を提示する。第 2 節において、マーケテ

ィング・チャネル論の 2 つの研究領域、すなわち、マーケティング・チャネルの選択とマー

ケティング・チャネルの管理という研究領域について概観する。第 3 節において、その 2 つ

の領域のうちの前者、すなわち、マーケティング・チャネルの選択という研究領域に焦点を

合わせて、その主要な既存研究を概観する。第 4 節において、もう 1 つの研究領域、すなわ
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ち、マーケティング・チャネルの管理という研究領域に焦点を合わせて、その主要な既存研

究を概観する。そして最後に、第 5 節において、マーケティング・チャネルの選択および管

理という両領域において、既存研究が残した課題を指摘する。 

 

図表 1-2 本論の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 4章においては、マーケティング・チャネル研究において有用であると見なされており、

本論の研究課題に取り組むための分析枠組として採用される資源ベース理論について、そ

の既存研究を概観し、残された課題を指摘する。具体的には、第 1 節において、本章の目的

を提示する。第 2 節において、企業成果に関する資源ベース理論について概観する。第 3 節

において、企業成果に関する資源ベース理論を拡張した、企業間成果に関する資源ベース理

論について概観し、残された課題を指摘する。第 4 節において、企業境界に関する資源ベー

ス理論について概観し、残された課題を指摘する。そして最後に、第 5 節において、本章の

議論を小括した上で、本論の研究課題と資源ベース理論の対応関係を提示する。 

 

第 4 章 マーケティング・チャネル研究における 

資源ベース理論 

既存研究の展望 

第 2 章 マーケティング・チャネル概念の定義 

第 3 章 マーケティング・チャネル研究の現状と課題 

 
第 5 章 実証研究Ⅰ： 

デュアル・チャネル選択要因の探究 

第 6 章 実証研究Ⅱ： 

デュアル・チャネルが企業間成果に及ぼす影響 

実証研究の展開 

第 7 章 おわりに 

第 1 章 はじめに 
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 第 5 章においては、実証研究Ⅰと題して、第 1 の研究課題に取り組むための実証研究を

展開する。具体的には、第 1 節において、問題意識として、デュアル・チャネルの選択とい

う研究領域において既存研究が残した課題を指摘する。第 2 節において、第 1 節で指摘さ

れた課題を克服するための概念モデルを構築し、新仮説を提唱する。第 3 節において、第 2

節で提唱された新仮説を経験的にテストするための、実証分析の方法について提示する。そ

して最後に、第 4 節において、実証分析の結果を示した上で、その考察を行う。 

 第 6 章においては、実証研究Ⅱと題して、第 2 の研究課題に取り組むための実証研究を

展開する。具体的には、第 1 節において、問題意識として、デュアル・チャネルの管理とい

う研究領域において既存研究が残した課題を指摘する。第 2 節において、第 1 節で指摘さ

れた課題を克服するための概念モデルを構築し、新仮説を提唱する。第 3 節において、第 2

節で提唱された新仮説を経験的にテストするための、実証分析の方法について提示する。そ

して最後に、第 4 節において、実証分析の結果を示した上で、その考察を行う。 

 第 7 章においては、本論の締めくくりとして、本論の実証分析の要約・貢献、限界・課題、

および、今後の研究課題を提示する。具体的には、第 1 節において、本論における 2 つの実

証研究それぞれを振り返り、その学術的・実務的貢献を提示する。第 2 節において、それら

の 2 つの実証研究の限界と課題を提示する。そして最後に、第 3 節において、2 つの実証研

究を踏まえた上で、今後のマーケティング・チャネル研究ないしデュアル・チャネル研究に

おける研究課題を提示する。 
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 第 2 章 マーケティング・チャネル概念の定義 

 

 

第 1 節 本章の目的 

 

 前章において先述されたように、本論の研究対象は、個別企業の視点から見た流通、すな

わち、マーケティング・チャネルである。隣接諸分野の概念を積極的に援用することが多い

マーケティング論という学科領域において、マーケティング・チャネルという概念は、この

学科領域から生まれた特有の概念であると評価されている。例えば、荒川（1965）や風呂（1968）

は、マーケティング・チャネルという概念について、次のように述べている。 

 

「マーケティング・チャネルまたはチャネルズ・オブ・ディストリビューションという概念は、

マーケティング研究が過去 50 年にわたるその研究の累積過程において、それ自らの内部か

ら生み出した固有の理論概念として殆ど唯一のものであ［る。］」 

荒川（1965），p. 74, 角括弧内加筆は本論著者による。 

 

「おそらく、チャネル概念が、マーケティング研究の生みだしたもっとも伝統ある嫡出子で

あるといっても、それほど過言ではあるまい。」 

風呂（1968），p. 15． 

 

 しかしながら、荒川（1965）や風呂（1968）は、チャネルやマーケティング・チャネルという概

念の定義や用法が多義性・多様性を有しており、研究者によって、それが異なる意味で用い

られているという問題を指摘している。そこで本章は、マーケティング・チャネル論におけ

る多様なトピックを取り扱った既存研究を概観するのに先立って、マーケティング・チャネ

ル概念の定義に関する既存研究を概観するということを目的に設定する。 

 この目的に照らして、本章は、次のように構成される。続く第 2 節において、マーケティ

ング・チャネル概念の定義を検討するために必要な基礎概念、すなわち、流通の役割、流通

フロー、および、流通機能という 3 つの概念に関する既存研究を概観する。そして、第 3 節

において、マーケティング・チャネル概念の定義に関する既存研究を概観する。具体的には、

マーケティング・チャネル論の教本として頻繁に用いられている Coughlan, et al.（2006）お
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よび Rosenbloom（2012）による定義を比較検討することを通じて、マーケティング・チャネ

ル概念の定義を整理する。 

 

第 2 節 流通の役割・流通フロー・流通機能 

 

 前節において議論されたように、マーケティング・チャネル概念の定義は多様であり、そ

れは研究者ごとに異なっている。こうした概念的定義の違いを検討するためには、流通を記

述・分析するための基礎的な概念である流通の役割、流通フロー、および、流通機能につい

て概観しておく必要があろう。 

まず、流通の役割について、かつて、自給自足の社会においては、生産と消費を同一者が

行っていた。すなわち、必要なものを自分自身で生産し、それを自分自身で消費していたの

である。しかしながら、生産効率と生産数量の増大を企図して社会的分業が生じると、必然

的に、生産と消費の分離が生じた（渡辺・原・遠藤・田村, 2008）。今日では、市場経済が著しく発

展しているため、生産と消費の分離も進展していると言えるであろう。こうして、生産する

者と消費する者が別々の主体になると、生産者の目的は、自身で消費することではなく、他

者、すなわち、消費者に購買してもらうことになる。流通の役割は、このように生産と消費

が分離している社会において、生産と消費の隔たりを架橋することにあり、それは、流通懸

隔と呼ばれる（矢作, 1996）。流通の具体的な役割として、例えば、田村（2001）は、（1）生産と

消費の場所が異なっているために生じる「空間」の隔たりを架橋すること、（2）生産と消費の

時点が異なっているために生じる「時間」の隔たりを架橋すること、（3）生産者と消費者が互

いに、製品の品質、価格、需要についての情報が不足しているために生じる「情報」の隔たり

を架橋すること、（4）製品の所有権を生産者が有しており消費者が有していないために生じ

る「所有」の隔たりを架橋すること、および、（5）生産者と消費者の間で製品とその提供方式

について合意が取れていないために生じる「価値」の隔たりを架橋することの 5 つを挙げて

いる。 

次に、流通フロー8について、流通が果たすべき生産と消費の隔たりを架橋するという役

割を達成するためには、生産者、流通業者、および、消費者から成る流通システムにおいて、

流通フローの発生が必要である（兼村, 1995）。流通フローとは、「生産部門から消費部門への

取引の要素の流れ」（田村, 2001, p. 9）のことである。古くから、流通フローがどのような要素

                                                   
8  「流通フロー（distribution flow）」という用語の代わりに、「マーケティング・フロー（marketing flow）」や、単

に「マーケティングにおけるフロー（flow in marketing）」という用語が用いられることもあるが、いずれも、

流通フローと同義の用語として用いられている。流通フローという概念やその歴史に関する詳しい議論

については、近藤（1989）や兼村（1995）を参照のこと。 
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から構成されるのかについて、異なる研究者たちが、多様な分類方法を用いて多様な類型を

提示してきた。その中でも、流通フローの類型に関する先駆的かつ代表的な研究は、Vaile, 

Grether, and Cox（1952）である9。彼らは、流通フローは 8 種類、すなわち、物的所有、所有

権、販売促進、交渉、金融、危険負担、注文、および、支払に分類されると主張した。そし

て、これらの 8 種類の流通フローは、図表 2-1 に示されるように、それぞれ流れる方向が

定められている。具体的には、物的所有、所有権、および、販売促進の 3 種類の流通フロー

は、生産から消費へと川下に向かって流れ、注文と支払の 2 種類の流通フローは、消費から

生産へと川上に向かって流れ、そして、交渉、金融、および、危険負担の 3 種類の流通フロ

ーは、生産と消費の間を双方向的に流れる。 

 

図表 2-1 Vaile, et al.（1952）の流通フロー類型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に、流通機能について、上述された流通フローを生じさせるためには、流通活動にか

かわる諸機関（例えば、製造業者、卸売業者、小売業者）が、そのために必要な機能、すなわち、流

通機能を担わなければならない（兼村, 1995）。初期のマーケティング研究者たち（e.g., Shaw, 

1912; Weld, 1917; Duncan, 1920）、あるいは、マーケティング・チャネル研究者たち（e.g., Alderson, 

1965; Bucklin, 1966）は、流通フローと同様に、多様な分類方法を用いて、多様な流通機能の

                                                   
9  Vaile, et al.（1952）に先立って、流通フローの類型を提唱したのは、Breyer（1934）である。彼は、流通フ

ローを、注文、支払、および、商品（製品）の 3 つに類型化している。また、Vaile, et al.（1952）の後に、流

通フローの類型を提示している研究としては、例えば、Bucklin（1966）、矢作（1996）、あるいは、田村（2001）

が挙げられる。Bucklin（1966）は、流通フローを、所有権と物的製品の 2 つに類型化しており、矢作（1996）

は、流通フローを、所有権と貨幣（商流）、財（物流）、および、情報（情報流）の 3 つに類型化しており、田

村（2001）は、流通フローを、所有権（商流）、商品（物流）、資金（資金流）、および、情報（情報流）の 4 つに類

型化している。 

原材料の 

生産者 

加工業者 

・ 
製造業者 

消費者 

（法人・個人） 

物的所有 

所有権 

販売促進 

交渉 

金融 

危険負担 

注文 

支払 

物的所有 

所有権 

販売促進 

交渉 

金融 

危険負担 

注文 

支払 

Vaile, et al.（1952），p.113 より本論著者作成。 
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類型を提示してきた10。例えば、マーケティング研究の先駆者である Shaw（1912）は、中間

商人の排除傾向について論じるために、中間商人がどのような機能を担っているのかにつ

いて検討している。彼は、中間商人が担う機能の類型を、（1）危険負担、（2）商品の輸送、（3）

金融、（4）販売、および、（5）収集・分類・再発送の 5 種類に分類している。Shaw（1912）が提

示した中間商人の機能の類型は、流通機能の類型として捉えることができるであろう（岡本, 

2003）。また、田村（2001）は、流通機能を、（1）所有権機能、（2）物流機能、（3）危険負担機能、

および、（4）情報機能の 4 種類に分類している。このように、Shaw（1912）以降、数多くの研

究者たちが、それぞれ独自の類型を提示してきた。これに関する主要な既存研究については、

図表 2-2 に示されるとおりである。なお、図表 2-2 において、既存研究が提示した流通機能

は、交換・所有権機能、物的供給機能、金融・危険負担機能、および、情報機能という 4 つの

類型（cf. 田村, 2001）に基づいて便宜的に分類されている。 

 

図表 2-2 流通機能の類型に関する主要な既存研究 

研究 交換・所有権機能 物的供給機能 金融・危険負担機能 情報機能 

Shaw（1912） ・販売 

（商品についてのアイデ

ィアの伝達） 

・商品の郵送 

・収集・分類・再発送 

・危険負担 

・金融 

 

Weld（1917） ・販売 ・収集 

・保管 

・再調整 

・輸送 

・危険負担 

・金融 

 

Cherington 

（1920） 

・本質的機能 

・補完的機能 

（販売機能） 

・補完的機能 

（商品機能） 

・補完的機能 

（補助機能） 

 

White（1927） ・分散機能 

（需要創造、マーチャン

ダイジング） 

・集中機能 

（収集、格付け） 

・助成機能 

（保管、輸送） 

・助成機能 

（金融） 

・助成機能 

（伝達） 

Clark（1922） ・交換機能 

（需要創造（販売）、収集

（購買）） 

・物的供給機能 

（輸送、保管） 

・補助的ないし促進

的機能 

（金融、危険負担、標準化、

市場情報） 

※補助的ないし 

促進的機能に 

含まれる。 

久保村・荒川 

（1974） 

・需給接合機能 

（商品調整、情報伝達、

取引） 

・物財移転機能 

（運送、保管） 

・助成的機能 

（流通金融、流通危険） 

※需給接合機能

に含まれる。 

田村（2001） ・所有権機能 ・物流機能 ・危険負担機能 ・情報伝達機能 

 

流通機能の類型に関する既存研究を概観した際に注目されるのは、図表 2-3 に示される

とおり、次の 2 点であろう。第 1 に、流通機能の類型を提示した研究の中には、種々の流通

                                                   
10 流通機能の類型に関する詳細な議論については、岡本（2003）や Rosenbloom（2013）を参照のこと。 
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機能を並列的に捉える研究と、それらを序列的に捉える研究が存在するということである

（岡本, 2003）。例えば、上述した田村（2001）は、彼が提示した 4 種類の類型について、それら

の間に序列関係を想定しておらず、4 種類の流通機能を並列的に捉えていると指摘しうるで

あろう。他方、Clark（1922）や久保村・荒川（1974）は、交換・所有権機能と物的供給機能の 2 つ

を主要な機能として据えた上で、それ以外の機能（例えば、金融・危険負担機能）を、上述した 2

つの機能を補完するための補助的ないし助成的機能として位置づけている。とりわけ、

Clark（1922）は、上述した 2 つの機能の中でも、需要創造や販売にかかわる交換・所有権機能

を重要視している。その理由は、Shaw によって 1912 年に公刊された論稿において、企業

が需要を創造するために取り組むべき活動として、販売（アイディアの伝達）の重要性が強調さ

れており、彼以降、数多くのマーケティング研究者たちが、マーケティング論における需要

創造や販売の重要性を説いてきたためであると考えられる。以上の議論をまとめると、既存

研究は、数ある流通機能の中でも、交換・所有権機能、および、物的供給機能の 2 つを重視

する傾向にあり、そうした中には、マーケティング論においてとりわけ重要視される需要創

造とかかわっているという理由で、交換・所有権機能をより重視する研究も存在すると言え

るであろう。 

 

図表 2-3 流通機能の類型に関する既存研究の留意点 

留意点 既存研究の現状 

機能間の序列関係 

・種々の流通機能を序列的に捉える研究と並列的に捉える研究が混在している。 

・序列的に捉える研究は、（1）交換・所有権機能のみ、あるいは、（2）交換・所有

権機能と物的供給機能を重要視する。 

情報機能の位置づけ 
・情報機能について言及しない研究、他の機能に含める研究、あるいは、独立し

た機能として取り上げる研究が混在している。 

 

第 2 に、情報機能の位置づけについては、既存研究の間で整合性がとれておらず、具体的

には、情報機能についてそもそも言及しない研究（e.g., Shaw, 1912; Weld, 1917）や、それを交

換・所有権機能に含める研究（e.g., 久保村・荒川, 1974）、補助的機能として一括りにする研究

（e.g., Clark, 1922）、および、独立した機能として取り上げる研究（e.g., White, 1927; 田村, 2001）

が存在する。このように研究者間で見解が異なるのは、情報機能が、他のあらゆる機能と、

少なくともある程度のかかわりを有するからであると考えられるであろう。既存研究は、そ

れが自明であるため、敢えて情報機能について一切言及しなかったり、他のあらゆる機能と

かかわりを有するからこそ独立した機能として取り扱ったり、あるいは、とりわけ深くかか

わると考えられる機能に含めたりしてきたのではないかと推察しうる。以上の議論をまと

めると、情報機能は、それを機能類型として如何に位置づけるのかという点については研究
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者間で見解が異なるものの、それが流通機能の一つとして重要であるという点については

研究者間で同意が得られているのではないかと考えられる。 

ここまで、流通を分析するための基礎的な概念として、流通の役割、流通フロー、および、

流通機能という 3 つの概念を取り上げ、それらに関する既存研究を概観してきた。しかし、

これらの 3 つの概念間の関係については、残念ながら、言及している研究者が数少なく、し

かも、その関係を明示ないし暗示している研究者たちの間で、共通した見解は得られていな

い（兼村, 1995）。具体的には、流通の役割と流通フローに着目してみると、それらが目的－手

段の関係として結びついているということは、研究者間で共通した見解であるものの、いず

れが目的で、いずれが手段かという点については、見解が一致していない。例えば、一方で

田村（2001）は、「生産と消費の隔たりの架橋には、生産部門と消費部門の間に流通フローが

必要である」（p. 9）と述べており、流通の役割を目的として捉え、流通フローを手段として捉

えている。他方で矢作（1996）は、「…流通懸隔が架橋されると、そこには所有権と貨幣（商流）、

財（物流）、情報（情報流）の 3 つの流れが生成する。その全体を流通フローという」（p. 11）と述

べており、流通の役割を手段として捉え、流通フローを目的として捉えている。また、流通

フローと流通機能の関係に着目してみると、例えば、一方で Coughlan, et al.（2006）は、流

通フローという概念を紹介する際に、「フローのプロセスが、しばしば異なるチャネル・メン

バーによって、異なる時点において行われ、チャネルを通して流れていくということを強調

するために、本著は、機能や活動ではなく、フローという用語を使用する」（p. 9）と述べてお

り、流通フローと流通機能の差異は、言葉の意味合いのみに留まるということを示唆してい

る。他方で田村（1980）は、流通フローと流通機能を同一視している Coughlan, et al.（2006）

とは異なり、流通フローを目的として捉え、流通機能を手段として捉えている。 

このように、3 つの概念間の関係について、研究者間で共通した見解が得られていないも

のの、本論は、田村（1980）に準拠して、図表 2-4 に示されるように、流通の役割、流通フロ

ー、流通機能の順に、それらを目的－手段の関係として捉えたい。すなわち、3 つの概念は、

次のような関係を以て結びついていると見なされる。まず、流通の役割とは、社会的分業に

よって生産と消費が分離した市場経済において、それらの間を架橋することである。次に、

目的たる流通の役割を達成する手段が、流通の諸要素、すなわち、流通フローを生じさせる

ことである。そして、目的たる流通フローを生じさせる手段が、各流通機関が流通機能を遂

行することである。逆に言えば、流通機能の遂行によって流通フローが生じ、流通フローの

発生によって流通の役割が達成されるのである。 

  



第 2 章 マーケティング・チャネル概念の定義 

19 

図表 2-4 流通の役割・流通フロー・流通機能の関係 

 

 

 

 

以上、マーケティング・チャネルないし流通を分析するための基礎概念である、流通の

役割、流通フロー、および、流通機能に関する既存研究を概観した。次項においては、こ

れらの諸概念、とりわけ、流通機能という概念を用いて、マーケティング・チャネル概念

の定義に関する既存研究を概観したい。 

 

第 3 節 マーケティング・チャネルの定義 

 

 風呂（1968）によると、マーケティング・チャネルを一義的に定義するのは難しいという11。

なぜなら、前項において概観された流通機能を如何に捉えるのかによって、マーケティン

グ・チャネルの定義も変わってきてしまうからである。それはすなわち、マーケティング・チ

ャネルの定義は、流通機能の類型に依存しているということを意味する。こうした見解を踏

まえつつ、マーケティング・チャネル論の代表的な教本である Coughlan, et al.（2006）、およ

び、Rosenbloom（2012）によるマーケティング・チャネルの定義を比較することは、興味深い

試みであろう。まず、Coughlan, et al.は、マーケティング・チャネルを次のように定義して

いる。 

 

「マーケティング・チャネルとは、製品やサービスを使用あるいは消費できるようにするプ

ロセスにかかわる相互依存的な組織である。」 

Coughlan, et al.（2006），p. 2, 邦訳は本論著者による。 

 

他方、Coughlan, et al.とは異なり、Rosenbloom（2012）は、マーケティング・チャネルを次の

ように定義している。 

                                                   
11 風呂（1968）は、マーケティング・チャネルには多様な定義が存在する、あるいは、それを多様に定義する

ことができると述べた上で、マーケティング・チャネルの明確な定義は提示していない。ただし、彼は、

マーケティング・チャネルを、「個別マーケティング主体の操作対象として意味づけられた流通の継起的

段階」（p. 25）であると述べている。これによって彼が強調しているのは、マーケティング・チャネルが、

単なる流通システムとは異なり、個別企業の操作対象として認識されているということである。脚注 2

を併せて参照のこと。 

流通の役割 流通フロー 流通機能 
目的  手段 目的  手段 
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「［マーケティング・チャネルとは、］流通目標を達成するために経営者によって管理された、

橋渡しを行う外部組織である。」 

Rosenbloom（2012），p. 13, 邦訳および角括弧内加筆は本論著者による。 

 

両者の定義を比較すると、まず、共通点としては、マーケティング・チャネルとは、一般

的な流通目標（製品やサービスを使用・消費できるようにすること）、あるいは、個別企業が設定し

た個々の流通目標にかかわる組織を指すということが挙げられる。他方、相違点としては、

Rosenbloom による定義においては、「経営者によって管理された」という文言から汲み取れ

るように、マーケティング・マネジメントの視点が Coughlan, et al.より色濃く表れている

ということが挙げられる。そして、最も重要な相違点は、両者がいずれの流通機能に着目し

ているのかが異なっているということである。一方の Coughlan, et al.は、定義内において

特定の流通機能を取り上げておらず、それゆえ、マーケティング・チャネルを、あらゆる流

通機能にかかわる組織として定義づけていると指摘しうるであろう。他方、Rosenbloom は、

「橋渡しを行う（contactual）」という用語を用いることによって、マーケティング・チャネルを、

購買、売却、および、製品やサービスの権利の移転のような交渉プロセスにかかわる組織に

限定している12。前項で概観された流通機能の類型に関する研究を踏まえて換言すると、

Rosenbloom は、流通機能の中でも、交換・所有権機能に焦点を合わせ、それにかかわって

いる組織のみに限定して、マーケティング・チャネルを定義づけていると指摘しうる。彼は、

実際、「輸送会社、公共倉庫、銀行、保険会社、広告代理店のように、交渉以外の機能を遂

行する、（促進的代理機関と呼ばれる）企業は、［マーケティング・チャネルの定義から］排除され

る」（pp. 11f.）と述べている。 

マーケティング・チャネル論の教本として世界中で頻繁に用いられる Coughlan, et al.お

よび Rosenbloom の間で着目している流通機能が異なるのは、前項で議論されたとおり、

流通機能の研究の中に、2 つの研究、すなわち、種々の流通機能を並列的に捉える研究と、

それらを序列的に捉える研究が存在しているということと関連している。すなわち、前者の

研究に倣って、流通機能の間に序列関係を想定していないのが、Coughlan, et al.によるマ

ーケティング・チャネルの定義であり、後者の研究に倣って、交換・所有権機能を最重要の機

能として位置づけているのが、Rosenbloom によるマーケティング・チャネルの定義である

と言えるだろう。Coughlan, et al.と Rosenbloom の間で見解が分かれているように、既存

のマーケティング・チャネル研究においては、Coughlan, et al.流の定義に従って、幅広い流

                                                   
12 橋渡し機能（contactual function）に関する詳細な議論については、McGarry（1951）を参照のこと。 
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通機能を対象として取り上げる研究と、Rosenbloom 流の定義に従って、流通機能を交換・

所有権機能に限定する研究が混在している。例えば、マーケティング・チャネルの選択問題

に関する既存研究の中でも、久保（2003b）は、販売機能（交換・所有権機能）、代金回収機能（金融・

危険負担機能）、および、在庫管理機能（物的供給機能）に着目している一方、Anderson（1985）や

John and Weitz（1988）は、販売機能（交換・所有権機能）のみに着目している。 

 Coughlan, et al.および Rosenbloom の定義を比較検討することによって得られる知見は、

いずれの流通機能に着目しているのかを明確化した上で、チャネル研究を進展させること

が重要であるということであろう。この点について、風呂（1968）は、次のように述べている。 

 

「チャネル概念の多義・多様性が、チャネル研究の『豊かさ』や多次元性を物語るものであ

るかぎり、それは単純に非難さるべきことではない。警戒すべきは、チャネル概念の多義・

多様性が、チャネル研究の多次元性についての明確な次元識別を前提することなしに持ち

込まれ、チャネル研究自体を『混乱』におとしいれることである。」 

風呂（1968），p. 34． 

 

彼に倣って、マーケティング・チャネルの定義に関する多様性を許容しつつ、いずれの流通

機能に着目しているのかを明確化することが重要であると指摘されるのである。 

この点について、本論は、第 1 章で議論されたように、主として交換・所有権機能に着目

した上で、それに伴う情報機能にも着目しており、物的供給機能や金融機能には着目してい

ない。このように、取り扱う流通機能を特定の機能に限定してしまうということは、他の機

能を取り扱わないということを意味するため、研究成果として得られる知見を過少化して

しまう危険性を孕んでいる。しかしながら、（1）マーケティング論において重要視されてき

た交換・所有権機能の役割を強調しつつ、かつ、（2）その位置づけは曖昧であるものの、流通

機能として同じく重要視されていると見なされる情報機能にも着目することによって、流

通研究において伝統的に力点が置かれてきた機能を、明示的に取り扱うことができるとい

う優位性を有しているであろう。 

以上のように、マーケティング・チャネルは、流通機能を如何に特定化するかによって、

多様な定義が生成されうる。一方、本節で比較検討されたる Coughlan, et al.（2006）、およ

び、Rosenbloom（2012）によるマーケティング・チャネルの定義において共通しているのは、

マーケティング・チャネルが、一般的ないし特定的な流通目標の達成にかかわる組織である

という点であった。とりわけ、個別企業の管理視点に立てば、マーケティング・チャネルは、
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個別企業の流通目標を達成するために管理されなければならない操作対象として捉えられ

るであろう。このように個別企業の管理視点、すなわち、マーケティング・マネジメントの

視点に立つと、個別企業ないしマーケターは、チャネルに関する種々の問題に直面する。次

章においては、こうした問題を取り扱ったマーケティング・チャネル研究の現状と課題につ

いて概観したい。 
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 第 3 章 マーケティング・チャネル研究の現状と課題 

 

 

第 1 節 本章の目的 

  

 前章においては、マーケティング・チャネル概念の定義に関する既存研究について概観し

た。マーケティング・チャネルを取り巻く多様な現象に着目した研究群は、マーケティング・

チャネル論と呼ばれており、そこには豊富な研究成果が蓄積されている。デュアル・チャネ

ルというチャネル構造を研究対象として取り扱う本論も、マーケティング・チャネル論とし

て位置づけられるであろう。そこで、本章においては、マーケティング・チャネル論におけ

る既存研究について概観し、その課題を指摘することを目的にする。 

 この目的に照らして、本章は、次のように構成される。まず第 2 節において、マーケティ

ング・チャネル論における 2 つの研究領域、すなわち、マーケティング・チャネルの選択お

よび管理という研究領域について、そこで取り扱われる種々の問題やその歴史的変遷を概

観する。次に第 3 節において、2 つの研究領域のうちの、マーケティング・チャネルの選択

という研究領域に焦点を合わせて、その主要な既存研究を概観する。続く第 4 節において、

もう一つの研究領域、すなわち、マーケティング・チャネルの管理という研究領域に焦点を

合わせて、その主要な既存研究を概観する。そして最後に第 5 節において、マーケティン

グ・チャネルの選択および管理という両領域において、既存研究が残した課題を指摘する。 

 

第 2 節 マーケティング・チャネル論における 2 つの研究領域 

 

個別企業ないしマーケターは、自社の流通目標を達成するために、マーケティング・チャ

ネルを管理しなければならない。その際に、彼らは、2 つの問題に直面すると言われている

（Rosenbloom, 2012）。第 1 は、企業が自社製品を流通させるために、如何なるチャネル構造を

選択するのかという問題である13。第 2 は、チャネル構造を選択した後に直面する問題であ

                                                   
13 Rosenbloom（2012）は、チャネル構造の「設計（design）」を、「以前は存在していなかった新しいマーケティ

ング・チャネルの構築、あるいは、既存のチャネルの修正にかかわる意思決定」（p. 180）と定義した上で、

チャネルの「選択（selection）」は、具体的なチャネル・メンバーの選定というチャネルの設計に含まれる一

局面であると述べており、「設計」と「選択」という言葉を明確に使い分けている。彼の見解に同意する研

究者も存在する（e.g., 高橋, 1995）ものの、実際には、両者は混同して用いられることが多い。本論は、相

対的に数多くの研究者が用いている（e.g., 崔, 2010; 髙田, 2013; Krafft, et al., 2015; Watson, et al., 2015）と考
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り、所有権的に独立した組織群との取引関係を如何に管理するのかという問題である。これ

らの 2つの問題に対応して、マーケティング・チャネル論で取り扱われる多様なトピックは、

2 つの研究領域に大別される。すなわち、第 1 は、マーケティング・チャネルの選択（チャネ

ル構造14の選択）という研究領域、第 2 は、マーケティング・チャネルの管理（取引関係の管理）と

いう研究領域である（Coughlan, et al., 2006; 崔, 2010）。 

 第 1 のマーケティング・チャネルの選択という研究領域においては、主として 3 つの問題

が取り扱われている。すなわち、（1）チャネルの段階数（level of channels）に関する問題、（2）

チャネルの密度（intensity of channels）に関する問題、および、（3）チャネルの種類（type of chan-

nels）に関する問題である（Rosenbloom, 2012）。 

まず、チャネルの段階数に関する問題15とは、財やサービスが生産されてから消費される

に至る流通過程において、流通活動を担う機関の数をいくつにするのかという意思決定に

かかわる問題である。製造業者が、流通業者を媒介せずに消費者に直接販売を行っている時、

その段階数は 2 段階（製造業者－消費者）であり、これが採りうる最小の段階数である。一方、

例えば、製造業者が、1 社の卸売業者と 1 社の小売業者を通して消費者に販売を行っている

時、その段階数は 4 段階（製造業者－卸売業者－小売業者－消費者）である。 

次に、チャネルの密度（流通密度）に関する問題とは、ある流通段階を所与とした上で、そ

の段階において、流通業者をいくつにするのかという意思決定にかかわる問題である。例え

ば、卸売段階において、焦点の製造業者の製品を取り扱う卸売業者の数を多くすれば、その

チャネル密度は大きく、それに対して、卸売業者の数を少なくすれば、そのチャネル密度は

小さいと言える。 

最後に、チャネルの種類に関する問題とは、各段階において、どの種類のチャネルを用い

るのかという意思決定にかかわる問題である。例えば、オンライン・チャネル（すなわち、イン

ターネット）とオフライン・チャネル（例えば、実店舗やカタログ）という 2 種類のチャネルに着目

すれば、製造業者は、オンライン・チャネルのみを用いるのか、オフライン・チャネルのみを

                                                   
えられるため、選択という用語を用いるが、これには、新規チャネルの設立や既存チャネルの修正、お

よび、チャネル・メンバーの選定という意味が含まれていることに注意するべきである。 
14 マーケティング・チャネル論において、チャネル構造という用語は、2 つの意味で用いられる（Kabadayi, 

Eyuboglu, and Thomasm, 2007）。第 1 に、物理的構造という意味で用いられ、それは当該製品が生産され

てから消費に至るまでの流通経路全体を指す。第 2 に、意思決定構造という意味で用いられ、それは集

権性・公式性・分権性などの観点から把握される、取引主体間での意思決定の仕組みを指す。前者に関す

る問題は、チャネル選択の領域において取り扱われる一方、後者に関する問題は、チャネル管理の領域

において取り扱われる。したがって、ここでのチャネル構造という用語は、物理的構造を意味している。 
15 チャネルの段階数が少ないということはすなわち、そのチャネルの長さは短いと考えられ、チャネルの

段階数が多いということはすなわち、そのチャネルの長さは長いと考えられるため、チャネル段階数の

問題は、チャネル長短の問題とも捉えられうる（e.g., 風呂, 1968）。 
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用いるのか、あるいは、双方を用いるのかという意思決定に直面する。チャネルの種類に関

する問題は、複数種類のチャネル、すなわち、マルチ・チャネルを用いる企業が増加してき

たということを背景にして、盛んに取り扱われるようになってきたトピックである。 

さらに、近年、チャネルの種類だけではなく、他の意思決定、すなわち、チャネルの段階

数やチャネルの密度をも考慮に入れた研究も登場してきている。例えば、デュアル・チャネ

ルに関する研究は、統合チャネルと独立チャネルという 2 種類のチャネルを組み合わせて

用いるという意味において、チャネルの種類に関する研究として位置づけられるだけでな

く、段階数の異なるチャネルを組み合わせて用いるという意味において、チャネルの段階数

に関する研究としても位置付けられるため、両者を考慮に入れた研究であると言いうるで

あろう。 

以上のような問題に取り組んだマーケティング・チャネルの選択に関する既存研究の歴

史的変遷を振り返ると、それらは、シングル・チャネル（単一種類のチャネル）を想定した研究と

マルチ・チャネル（複数種類のチャネル）を想定した研究の 2 つに大別されるであろう。2000 年

代以前は、シングル・チャネル、すなわち、単一種類のチャネルを想定した上で、チャネル

の段階数、および、チャネルの密度に関する問題を取り扱った研究が主流であった。しかし

ながら、現実世界における企業のマルチ・チャネル化を背景として、マルチ・チャネル、すな

わち、複数種類のチャネルを想定した上で、チャネルの種類に関する問題や、それに加えて

段階数ないし密度をも考慮に入れた研究が隆盛してきたと言いうるであろう16。 

以上を踏まえて、次の本章第 3 節においては、マーケティング・チャネルの選択に関する

研究と題して、まず、シングル・チャネルを想定した上で、チャネルの段階数、および、チ

ャネルの密度に関する問題に取り組んだ既存研究について概観する。そして次に、マルチ・

チャネルを想定した上で、チャネルの種類に関する問題に取り組んだ研究（マルチ・チャネルの

選択に関する研究、および、デュアル・チャネルの選択に関する研究）について概観する。本章第 3 節

において、マーケティング・チャネルの選択に関する既存研究の各トピックが概観される該

当箇所については、図表 3-1 に示されるとおりである。 

 第 2 のマーケティング・チャネルの管理という研究領域においては、チャネル構造を所与

とし、個々の取引関係に焦点が合わせられた上で、如何にして、他のチャネル・メンバーと

の対立・衝突を抑制しつつ、彼らから同調を引き出すのかという問題が取り扱われている。

                                                   
16 髙嶋（1994）は、こうした研究に先立って、マルチ・チャネルに関する問題に取り組んだ希少な研究である。

彼は、消費財流通における大規模小売業者と系列店という異なる 2 種類のチャネルの同時使用を指して、

複合チャネルと呼称し、製造業者は、系列店の管理様式に合わせて、大規模小売業者との取引関係を調

整するということを、理論的・経験的に見出している。 
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マーケティング・チャネルの選択という研究領域と比較すると、マーケティング・チャネル

の管理という研究領域においては、相対的に数多くの研究成果が蓄積されている（崔, 2010）。 

 

図表 3-1 マーケティング・チャネル論における研究トピック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その歴史的変遷を概観すると17、まず、マーケティング・チャネルの管理に関する研究が

盛んに行われる契機となったのは、Stern（1969）である。彼の注目するべき功績は、それま

でのマーケティング・チャネル研究が経済学的なアプローチを用いていたのに対して、行動

科学的アプローチを採用した上で、その有用性を示したということである。それ以降、マー

ケティング・チャネルの管理という研究領域において、とりわけ注目されてきたのは、パワ

ーという概念である。1970 年代以降、パワーという観点からチャネル管理問題に取り組む

研究が増加した（e.g., Hunt and Nevin, 1974）。こうした研究群は、我が国においてはパワー論

ないしパワー・コンフリクト論と称されている。しかしながら、現実世界においては、1980

年代以降、製造業者から流通業者へのパワーシフトが生じたため、チャネル・リーダーたる

製造業者が、パワーを以てチャネル・メンバーを一方的に統制するのではなく、売手－買手

                                                   
17 マーケティング・チャネルの管理に関する研究の系譜については、渡辺（1997）、尾崎（1998）、結城（2014）

を併せて参照のこと。 

シングル・チャネル 

マルチ・チャネル 

マーケティング・チャネルの選択に関する研究（第 3 節） 

シングル・チャネル 

マルチ・チャネル 

マーケティング・チャネルの管理に関する研究（第 4 節） 
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チャネル密度 チャネル段階数 
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パワー論 協調関係論 

第 4-2 項 
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間において、製販同盟やパートナーシップのような協調関係を生成する動きが見られ始め

た。こうした現状に鑑みて、マーケティング・チャネルの管理に関する研究は、パワー論な

いしパワー・コンフリクト論から、協調関係論18へとパラダイムシフトしていくことになる

19（cf. 渡辺, 1997; 結城, 2007）。Dwyer, Schurr, and Oh（1987）を嚆矢として、売手－買手間の

協調的な関係に着目した研究が盛んに行われ、そこでは、例えば、売手と買手の協調関係が

如何にして生成されるのか、あるいは、そうした協調関係が如何にして成果に影響を及ぼす

のか、といった問題が取り扱われている（e.g., Anderson and Weitz, 1989; Heide and John, 1990; 

Heide, 1994; Corsten and Kumar, 2005; Ono and Kubo, 2009）。そして、現在では、過去 30 年間の

マーケティング・チャネル研究を振り返ってみると、協調的な関係の管理問題を取り扱った

研究が最も盛んに行われるに至っている（Watson, et al., 2015）。それゆえ、マーケティング・

チャネルの管理という研究領域において、協調関係論は、一つの到達地点として位置づける

ことができるだろう（結城, 2014）。 

協調関係論においては、協調関係の生成ないしその帰結たる成果について、単一のアプロ

ーチを用いるのではなく、多様なアプローチを用いて検討してきた。協調関係論における多

様なアプローチを包括的に比較検討した既存研究（Palmatier, Dant, and Grewal, 2007; 結城, 

2012a, 2014）に基づくと、それらは、信頼・コミットメントアプローチ、パワー・依存アプロ

ーチ、取引費用アプローチ、関係的規範アプローチ、および、資源ベースアプローチの 5 つ

に分類されうる。これらのアプローチは、それぞれ互いに異なる概念を用いて取引関係を描

写することによって、豊富な知見を産出することに成功している。 

他方、協調関係論の限界として指摘されうるのは、それが、単一種類のチャネルを用いて

いる企業を暗黙裡に想定し、ダイアディックな取引関係のみに焦点を合わせてきたという

ことである。先述されたように、現実世界においては企業のマルチ・チャネル化が進展して

おり、彼らは、複数種類のチャネルを用いているため、複数の取引関係の管理問題に直面し

ている。そこで、近年、シングル・チャネルを想定し、ダイアディックな取引関係に着目す

るのではなく、マルチ・チャネルを想定し、より広い取引関係の束に着目してチャネル管理

の問題を検討する研究、すなわち、マルチ・チャネルやデュアル・チャネルの管理に関する研

究が行われている。 

                                                   
18 売手ないし買手のパワーではなく、売手－買手間の協調関係に着目する研究群を指して、「垂直的協働関

係論」（渡辺, 1997）や「長期的協調的関係論」（崔, 2010）という用語が用いられることもある。本論は、結城

（2014）に倣って、「協調関係論」という用語を用いるが、それは、「継続性と対等な相互同調に特徴付けら

れた取引関係の生成・維持メカニズムの解明を目指す研究群」（結城, 2014, p. 4）と定義される。 
19 ただし、現実世界においては、協調的な取引関係だけではなく、依然としてパワーによる主従的な取引

関係が観察されることもある（結城, 2007）。 
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以上を踏まえて、本章第 4 節においては、マーケティング・チャネルの管理に関する研究

と題して、まず、協調関係論における主要な 5 つのアプローチについて概観する。続いて、

ダイアディックな取引関係ではなく、より広い取引関係の束に焦点を合わせた研究として、

マルチ・チャネルの管理に関する研究、および、デュアル・チャネルの管理に関する研究を概

観する。本章第 4 節において、マーケティング・チャネルの管理に関する既存研究の各トピ

ックが概観される該当箇所については、図表 3-1 に示されるとおりである。 

 

第 3 節 マーケティング・チャネルの選択に関する研究 

 

3-1. チャネル段階数に関する研究 

 前節で議論されたように、マーケティング・チャネルの選択という研究領域においては、

チャネルの段階数、密度、および、種類に関する問題が取り扱われているが、それらの中で

も、チャネル段階数に関する問題は、最も基本的かつ古典的な問題と見なされている。それ

ゆえ、研究者の中には、マーケティング・チャネルの選択に関する問題とはすなわち、チャ

ネル段階数に関する問題であると捉える者もいる（e.g., Anderson and Coughlan, 2002; Watson, 

et al., 2015）。実際、例えば、チャネル密度に関する研究に比して、相対的に研究蓄積が多い

のが、チャネル段階数に関する研究である。 

 チャネル段階数に関する先駆的かつ代表的な研究は、Aspinwall（1962）である。彼は、5 つ

の製品特性に着目し、それによって、企業が統合チャネルと独立チャネルのいずれを選択す

るのかが決定されると主張している。具体的には、取替率が低く、利益率が高く、カスタマ

イゼーションが必要で、消費までに時間がかかり、探索時間がかかるという特徴をもつ製品

を取り扱う場合には、統合チャネルが選択され、その逆の特徴をもつ製品を取り扱う場合に

は、独立チャネルが選択されると述べている。 

Miracle（1965）は、Aspinwall（1962）の研究成果を踏まえて、製品特性だけでなく、顧客特

性をも考慮に入れながら、チャネル段階数の問題を取り扱っている。具体的には、彼は、顧

客にとっての当該製品の購買重要性や顧客の購買努力の必要性を、新たな要因として取り

上げながら、顧客にとって当該製品が重要である場合、あるいは、購買に際して顧客の努力

が必要である場合には、統合チャネルが選択され、そうでない場合には、独立チャネルが選

択されると述べている。 

 Aspinwall（1962）や Miracle（1965）が記述的な研究であったのに対して、Bucklin（1966）は、
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延期－投機の理論に依拠して、チャネル段階数の問題に取り組んだ理論的研究である20。彼

は、統合チャネルを延期的チャネル、独立チャネルを投機的チャネルと見なした上で、延期

が非経済的である際には、投機的チャネル、すなわち、独立チャネルが選択されると述べて

いる。具体的には、買手が求める配達時間が短い場合、延期的チャネルを用いて在庫費用を

節約するのは、非経済的であると見なされる。それゆえ、買い手が求める配達時間が短いほ

ど、独立チャネルが選択されると主張している。 

Lilien（1979）は、それまでの研究が記述的ないし理論的な研究であったのに対して、定量

的なデータを用いてチャネル段階数の問題に取り組んだ経験的な研究として位置づけられ

る。彼が使用したデータは、ADVISOR 2 と呼ばれるプロジェクトにおいて収集された、生

産財企業を対象とした大規模な調査データである21。彼は、それまで、チャネル段階数に関

する記述的な研究で取り扱われてきた要因のうち、企業規模、注文量、技術的複雑性、製品

ライフサイクル、製品標準性、および、購買頻度を取り上げて、それらの要因がチャネル段

階数に及ぼす影響を経験的に分析している。分析の結果、企業規模が大きいほど、注文量が

多いほど、技術的に複雑な購買であるほど、製品ライフサイクルが後期にあるほど、製品が

標準化されていないほど、購買頻度が低いほど、生産財企業は、統合チャネルを選択する（あ

るいは、選択するべきである22）ということが見出された。 

 これらの古典的な研究は、他の研究に先立って、統合チャネルと独立チャネルの選択問題

に焦点を合わせ、いずれのチャネルが選択されるのかについて、企業要因、製品要因、ある

いは、顧客要因のように多様な規定要因を特定化することに成功しているという点で評価

に値するであろう。しかしながら、こうした研究は、Bucklin（1966）を除いては、なぜ、そ

のチャネルが選択されるのかという問いに対して理論的な説明を与えておらず、Lilien

（1979）を除いては、反証可能な仮説が経験的にテストされていないという点において限界を

抱えていると指摘しうるであろう。こうした状況の中で、経済学や心理学などの隣接諸分野

                                                   
20 Bucklin（1966）による延期－投機の理論は、チャネル構造の選択だけではなく、需給調整を説明する目的

でも用いられる。詳細については、久保（2001）を参照のこと。 
21 ADVISOR プロジェクトは、それまで消費財を対象にした定量調査は行われていた（e.g., PIMS）ものの、

生産財を対象にした定量調査が不足しているという状況を背景に、生産財企業 12 社、全米広告主協会

（ANA: Association of National Advertisers）、および、MIT が協力して、生産財企業を対象にした大規模な

調査を行うことを目的にして発足した（Lilien, 1979）。1973 年には ADVISOR 1 と称して、66 社のデー

タを、1975 年には ADVISOR 2 と称して、131 社のデータを収集することに成功した。 
22 Lilien（1979）は、分析の結果として得られた知見は、ダーウィンの観点を採用することによって、規範的

知見として見なされうると述べている。具体的には、ダーウィンの観点を採用すると、現存している企

業は一般的に、競争的環境の中で生き残ってきた優れた企業であるため、そうした企業の施策は、最適

な行動であると考えられる（脚注 32 を併せて参照のこと）。 
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の知見を取り込んで、チャネル段階数の問題を理論的・経験的に検討する研究が登場してき

た。 

 1980 年代以降、とりわけ盛んに行われているのは、取引費用理論（Coase, 1937; Williamson, 

1975）に依拠した実証研究である23（e.g., Anderson and Schmittlein, 1984; John and Weitz, 1988; 

Klein, et al., 1990）。取引費用理論は、Coase（1937）にはじまり、Williamson（1975）によって、

操作化・精緻化された理論である。取引費用とは、取引相手を探索する費用、取引相手と取

引条件を交渉する費用、および、取引相手の活動を監視する費用のことを指す（Williamson, 

1975）。Williamson（1975, 1985）によると、ある取引を遂行する際には、市場と企業組織とい

う 2 つの代替的な制度のうち、取引費用を最小化する方の制度が選択されるという。取引

費用理論においては、取引主体に 2 つの行動仮定が置かれている（cf. Rindfleich and Heide, 

1997）。1 つは、機会主義であり、取引主体は私利私欲を陰険に追及すると仮定される（Wil-

liamson, 1975）。もう 1 つは、限定合理性であり、取引主体は合理的であろうとするがその程

度は限られていると仮定される（Simon, 1997）。これらの仮定が置かれた取引主体は、（1）取

引の資産特殊性が高い状況において、あるいは、（2）取引を取り巻く不確実性が高い状況に

おいて、市場という制度を用いると取引費用が禁止的に高くついてしまう。（1）について、

資産特殊性とは、他の取引に用いられるとその価値が失われてしまうような投資が行われ

ている程度のことを指す（Williamson, 1985）。取引の資産特殊性が高い場合、機会主義を仮定

された取引主体は、相手の足元を見て自身に都合の良いように取引条件を交渉する（すなわ

ち、ホールドアップする）可能性がある。この時、市場を用いて取引を遂行すると取引費用が禁

止的に高くついてしまうため、取引主体は、取引の遂行に際して、市場ではなく企業組織を

用いることによって取引費用を節約するのである。（2）について、不確実性とは、将来生じ

うる出来事を把握することが困難な程度のことを指す（Dutta, et al., 1995）。取引を取り巻く

不確実性が高いと、取引相手との情報の非対称性が高まるため、限定合理性を仮定された取

引主体は、取引を締結した後も環境が変化する度に取引条件を交渉しなければならない、あ

るいは、取引相手の機会主義的行動にさらされてしまう（Klein, et al., 1990）。この時、市場を

用いて取引を遂行すると取引費用が禁止的に高くついてしまうため、取引主体は、取引の遂

行に際して、市場ではなく企業組織を用いることによって取引費用を節約するのである。 

 取引費用理論における、市場と企業組織という制度は、マーケティング・チャネル論にお

いては、それぞれ、独立チャネルと統合チャネルに対応すると解釈される。それゆえ、「製

造業者は、流通活動を遂行する際に、市場という制度と企業組織という制度のいずれを選択

                                                   
23 チャネルの段階数に関する問題を、取引費用理論の観点から検討した実証研究の詳細なレビューについ

ては、髙田（2007, 2008, 2009, 2013）を参照のこと。 
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するのか」という問題は、「製造業者は、独立チャネルと統合チャネルのいずれを選択するの

か」というチャネル段階数の問題として捉えられる。ただし、注意するべきことに、取引費

用理論は、市場と企業組織の中間的な特徴を有する制度として、中間組織が存在するという

ことを認めている。これに対応して、マーケティング・チャネル論においては、独立チャネ

ルは、製造業者によって統制される程度が大きいか小さいかによって 2 種類に分類される

（髙田, 2009）。両者とも、所有権的には独立したチャネルであるものの、前者は、系列化され

た流通業者やフランチャイズ店のように、製造業者によって意思決定が幾分か統制される

チャネルである一方、後者は、独立流通業者や独立小売業者のように、製造業者によって意

思決定が統制されないチャネルである。以上のような、マーケティング・チャネルと取引費

用理論の対応関係は、図表 3-2 に示されるとおりである。 

 

図表 3-2 マーケティング・チャネルと取引費用理論の対応関係 

マーケティング・チャネル 取引費用理論 

流通チャネル チャネル統制度 具体例 制度 統御メカニズム 

統合チャネル － 
自社販売部隊 

直営店 
企業組織 権限メカニズム 

独立チャネル 

高い 
系列流通業者 

フランチャイズ店 
中間組織 

権限メカニズム 

＋価格メカニズム 

低い 
独立流通業者 

独立小売業者 
市場 価格メカニズム 

髙田（2009）を参考に本論著者作成。 

 

以上のような対応関係に基づいて、既存研究は、取引費用理論を、チャネル段階数の問題

に取り組むための有用なアプローチとして用いてきた。そして、そうした理論的・経験的研

究によって、資産特殊性が高いほど、行動の不確実性が高いほど、あるいは、環境の不確実

性が高いほど、製造業者は、統合チャネルを選択するという知見が得られている24（e.g., An-

derson and Schmittlein, 1984; John and Weitz, 1988; Klein, et al., 1990; Rindfleisch and Heide, 1997）。

取引費用理論に依拠した代表的な実証研究として、例えば、John and Weitz（1988）が挙げら

れる。 

John and Weitz（1988）は、製造業者が自社製品を販売するために、自社販売員（統合チャネ

ル）を選択するのか、独立販売員（独立チャネル）を選択するのかという問題を検討している。

彼らは、取引費用理論に依拠した上で、取引費用にかかわる要因として、資産特殊性、行動

                                                   
24 もともとの取引費用理論においては、中核的な概念として、資産特殊性と不確実性の 2 つが取り扱われ

ていたが、マーケティング研究者たちは、後者の不確実性について詳細に検討し、それを環境の予測が

困難である程度を指す「環境の不確実性」と、成果の評価が困難である程度を指す「成果の不確実性」とい

う、2 つの不確実性に分類している（髙田, 2009）。 
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の不確実性、および、環境の不確実性を取り上げ、それらが、統合チャネルの使用度に正の

影響を及ぼすのではないかと仮説化した他、生産費用にかかわる要因として、規模の経済性

を取り上げ、それが統合チャネルの使用度に正の影響を及ぼすのではないかと仮説化した。 

実証分析に際しては、多様な産業に属する米国の製造業者 87 社から、チャネル戦略に関

するデータが収集された。分析の結果、図表 3-3 に示されるように、取引費用仮説について

はすべて支持され、当該製品に関する特別な知識を理解するのに販売員が要する時間が長

い（資産特殊性が高い）ほど、注文の獲得までに時間が掛かる（行動の不確実性が高い）ほど、ある

いは、市場シェアや需要が不安定な（環境の不確実性が高い）ほど、製造業者は、自社販売員を

選択するということが示唆された。他方、生産費用仮説については部分的に支持され、販売

員が移動に掛ける時間の割合が大きいほど、自社販売員を選択するということが示唆され

た。 

 

図表 3-3 John and Weitz（1988）の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Rangan, et al.（1992）は、チャネル段階数に関する古典的な研究（Aspinwall, 1962; Miracle, 

1965）、Bucklin（1966）、および、取引費用理論に依拠した既存研究（e.g., Anderson and 

Schmittlein, 1984; John and Weitz, 1988; Klein, et al., 1990）の知見を踏まえた上で、新規チャネ

ルを設立する際に、統合チャネルと独立チャネルのいずれが選択されるのかを規定する重

要な要因を特定化している。彼らは、チャネル選択の規定要因は、顧客がどのような流通機

能を求めているのかによって、図表 3-4 に示されるように、8 つに分類しうると述べてい

る。例えば、それらのうちの製品情報に着目すると、顧客が製品に関する情報を多く求める

ような場合、より具体的には、探索時間のかかる製品、技術的に複雑な製品、あるいは、技

術的に変化の激しい製品を取り扱う場合には、統合チャネルが選択されるという。 

（＋） 

生産費用要因 

取引費用要因 

行動の不確実性 

環境の不確実性 

販売員の移動時間 

統合チャネルの使用度 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

（＋） 

（＋） 

年間売上高 （＋） 

資産特殊性 （＋） 
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Rangan, et al.（1992）は、取り上げられた 8 つの要因を考慮することによってチャネル選

択を行う有効性をテストするために、ある大規模な生産財製造業者が新発売した製品を対

象に、インタビュー調査を行った。まず、当該製品の発売から 1 年後に、リードユーザーた

る 10 名の顧客と、当該企業に所属する 11 名の専門家に対して、当該製品を念頭に置いた

上で、上述した 8 つの要因の水準について評価してもらった。次に、彼らから得られた評価

値を集計した報告書を、当該製品のチャネル意思決定にかかわるマーケティングないし販

売担当者に提供した。その後、担当者たちは、その報告書に基づいて、実際に 6 つの販売経

路を 4 つに絞り込んだ。すると 2 年後には、彼らは、販売目標を 25％上回り、利益率を 34％

向上させることに成功した。この結果から、Rangan, et al.は、取り上げられた 8 つの要因

が、適切なチャネル構造を選択するための重要な要因であると結論付けている。 

 

図表 3-4 Rangan, et al.（1992）による 8 つの要因 

チャネル選択の規定要因 

（顧客が求める流通機能） 
具体的な製品要因・市場要因 選択されるチャネル 

製品情報 探索時間、技術的複雑性、技術的変化の割合 
高い時に統合チャネル 

（低い時に独立チャネル） 

製品カスタマイゼーション 
調整、カスタマイゼーション、顧客にとって

の重要性 

高い時に統合チャネル 

（低い時に独立チャネル） 

品質保障 製品重要性、購買の重要性 
重要な時に統合チャネル 

（重要でない時に独立チャネル） 

ロットサイズ 購買努力、購買単価、使用度、注文量 
大きい時に統合チャネル 

（小さい時に独立チャネル） 

品揃え 品揃え、ワンストップ・ショッピング 
重要な時に統合チャネル 

（重要でない時に独立チャネル） 

適用性 使用頻度、消費時間、再購買率 
重要でない時に統合チャネル 

（重要な時に独立チャネル） 

販売後サービス 待ち時間、サービスの必要性 
重要でない時に統合チャネル 

（重要な時に独立チャネル） 

物流 特別な装置の必要性、運送の利便性 
複雑な時に統合チャネル 

（単純な時に独立チャネル） 

Rangan, et al.（1992），p. 73 より本論著者作成。 

  

 取引費用理論（Coase, 1937; Williamson, 1975）と同様に、経済学的な観点を採用した研究とし

て位置づけられるのが資源ベース理論（Barney, 1991; Peteraf, 1993）、とりわけ、ケイパビリテ

ィ理論（Langlois and Robertson, 1995）に依拠した研究である。こうした研究は、取引費用理論

が企業間の能力の差異を考慮していないと批判した上で、企業の知識・技術・ルーティンが、

チャネル構造を選択するための重要な要因であると主張する。ケイパビリティ理論に依拠

した実証研究として、久保（2003b）や髙田（2013）が挙げられる。 
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久保（2003b）は、チャネル構造を所有権統合度と調整統合度の二次元で捉えた上で、それ

らを規定する要因として、相対的有能性と暗黙知度というケイパビリティ要因を取り上げ

た先駆的な研究である。具体的には、まず、卸売業者が相対的に有能であれば、彼らに流通

活動を委託するものの、製造業者自身が相対的に有能であれば、自社で流通活動を遂行する

ため、（卸売業者の）相対的有能性は、所有権統合度に負の影響を及ぼすのではないかと仮説

化した。次に、卸売活動遂行のためのケイパビリティの暗黙知度が高ければ、集権的な調整

を行うことが困難であるため、（卸売ケイパビリティの）暗黙知度は、調整統合度に負の影響を

及ぼすのではないかと仮説化した。さらに、市場不確実性が高いと不測の事態が発生しやす

く、卸売業者は、専門化することによってそれに対処しようとするため、市場不確実性は、

相対的有能性と暗黙知度に正の影響を及ぼすのではないかと仮説化した。また、彼は、取引

費用理論の中核的仮説である資産特殊性仮説をもモデルに組み込んだ。 

実証分析に際しては、多様な業種に属する日本の製造業者 138 事業部から、販売機能、

代金回収機能、および、在庫管理機能の統合度に関するデータが収集された。分析の結果、

図表 3-5 に示されるように、市場不確実性が暗黙知度に及ぼす影響に関する仮説を除いて、

すべて支持された。したがって、チャネル構造に関する意思決定に際して、取引費用要因の

みならず、ケイパビリティ要因が重要であるということが示唆されたと結論付けられた。 

 

図表 3-5 久保（2003b）の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 髙田（2013）は、取引費用理論とケイパビリティ理論の双方を丹念に比較検討した上で、双

方を用いた統合的な分析枠組の構築を試みた研究である。彼は、取引費用仮説として、人的

流通資産、物的流通資産、および、流通成果の測定困難性は、チャネル統合度に正の影響を

及ぼすのではないかと仮説化した。他方、ケイパビリティ仮説として、製品知識の技術的複

相対的有能性 

市場不確実性 資産特殊性 
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ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 
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雑性、および、生産・流通活動間の相互依存性は、チャネル統合度に正の影響を及ぼし、流

通市場の厚みは、チャネル統合度に負の影響を及ぼすのではないかと仮説化した。 

 実証分析に際しては、消費財・生産財を取り扱う多様な業種に属する日本の製造業者 273

事業部から、卸売活動の統合度に関するデータが収集された。分析の結果、図表 3-6 に示さ

れるように、測定困難性がチャネル統合度に及ぼす影響に関する仮説を除いて、すべて支持

された。また、取引費用要因とケイパビリティ要因を比較した結果、ケイパビリティ要因の

方が、モデルの説明力を高めることに大きく寄与しているということも示された。したがっ

て、チャネル統合度を説明する要因として、取引費用要因とケイパビリティ要因はいずれも

重要であるが、とりわけ、ケイパビリティ要因がより重要であるということが示唆されたと

結論付けられた。 

 

図表 3-6 髙田（2013）の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上に概観された延期－投機の理論、取引費用理論、および、資源ベース理論のような経

済学的な分析枠組に依拠した研究とは異なり、心理学的な観点から、チャネル段階数の問題

に取り組んだ研究として、Weiss, Anderson, and MacInnis（1999）が挙げられる。彼らは、

チャネル段階数の規定要因として、レピュテーションおよび信念という要因に着目してい

る。彼らは、主要な仮説として、「製造業者の相対的なレピュテーションが高く」、かつ、「『高

いレピュテーションを有する企業は統合チャネルを用いている』という信念が高い」と、製

造業者は統合チャネルを選択するのではないかと述べている。その論理は、次のように説明

される。まず、製造業者と流通業者のレピュテーションを比較した際に、製造業者のレピュ

テーションの方が高ければ、当該の製造業者には、既存のチャネルを変更したいという動機

が生じる。次に、当該の製造業者が、「レピュテーションの高い企業は、統合チャネルを用
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いている」という信念を有していれば、流通業者との取引をやめて、自社で販売活動を行い

たいという動機が生じるため、統合チャネルを選択するのである。 

実証分析に際しては、電子部品産業に属する米国の生産財企業 258 社から、チャネル戦

略に関するデータが収集された。分析の結果、図表 3-7 に示されるように、主要な仮説は支

持された。したがって、製造業者の相対的なレピュテーションが高く、かつ、上述したよう

な信念を有する企業は、統合チャネルを選択する意図が高いということが示唆された。 

 

図表 3-7 Weiss, et al.（1999）の主な分析結果 

 

 

 

 

 

以上、チャネル段階数に関する主要な既存研究を概観した。既存研究は、古くは、記述的・

概念的研究にはじまり、その後、経済学や心理学のような隣接諸分野の知見をいち早く取り

入れることによって、チャネル段階数の問題を、理論的・経験的に検討することに成功して

きた。他方、マーケティング・チャネルの選択という研究領域において、チャネル段階数の

問題と並んで重要な地位を占めているのが、チャネル密度に関する問題である。次項におい

ては、このチャネル密度に関する研究を概観したい。 

 

3-2. チャネル密度に関する研究 

チャネル密度に関する問題を取り扱った既存研究は、あるチャネル段階（例えば、卸売段階

や小売段階）に焦点を合わせて、各段階におけるチャネル数（例えば、販売代理店数や小売店舗数）

を規定する要因を探究してきた。 

チャネル密度に関する研究は、古くは、その規定要因として、財の種類および顧客の購買

行動に着目してきた。チャネル密度に関する先駆的な研究は、Copeland（1923）である。まず、

彼は、消費者の購買習慣によって、消費財を、最寄品（convenience goods）、買回品（shopping 

goods）、および、専門品（specialty goods）の 3 種類に分類した。彼によると、最寄品とは、計

画的には購買されず、かつ、購買頻度の高い食料品や日用雑貨品などを指し、買回品とは、

購買前に品質や価格が比較される家具・家電製品や衣料品などを指し、専門品とは、購買前

に時間を掛けて製品選択が行われる自動車や住宅などを指すという。彼は、最寄品には密度
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の高いチャネルが用いられ、買回品には密度が中程度のチャネル（選択的チャネル）が用いられ、

専門品には密度の低いチャネル（選択的チャネルあるいは排他的チャネル）が用いられると主張し

ている。 

それ以降、マーケティング・チャネル論においては、Copeland モデルの拡張モデルが構

築されてきた（e.g., Aspinwall, 1962; Miracle, 1965; Murphy and Enis, 1986）。しかしながら、拡張

モデルを構築してきた既存研究は、（1）記述的・概念的研究であるため、チャネル密度とその

規定要因の関係について明確な理論的根拠を提示できていないという点、および、（2）製品

とチャネル密度の類型を提示するのに留まっているため、同じ製品の中でもチャネル密度

が異なるのはなぜかという問題に対応することができないという点において、限界を抱え

ている。こうした限界を克服した理論的・経験的な研究としては、Frazier and Lassar（1996）

および Fein and Anderson（1997）が挙げられる25。 

Frazier and Lassar（1996）は、製造業者のブランド戦略および流通施策（channel practice）

が、チャネル密度に及ぼす影響を探究している。まず、彼らは、製造業者のブランド戦略と

して品質のポジショニングと標的の限定を取り上げ、製造業者は、品質のポジショニングを

高めるほど、標的を限定するほど、チャネル密度を低めるのではないかと仮説化した。次に、

彼らは、製造業者の流通施策として調整努力と支援計画（support program）を取り上げ、製造

業者は、調整努力を行うほどチャネル密度を低め、支援計画を行うほどチャネル密度を高め

るのではないかと仮説化した。最後に、彼らは、小売業者の信頼に足るコミットメントとし

て契約的制限と小売業者の関係特定投資を取り上げ、それらが大きい時には、ブランド戦略

や流通施策がチャネル密度に及ぼす負の影響は緩和され、正の影響は促進されるのではな

いかと仮説化した。 

実証分析に際しては、ステレオスピーカーを取り扱う米国の消費財製造業者 85 社から、

小売段階におけるチャネル密度に関するデータが収集された。分析の結果、図表 3-8 に示さ

れるように、すべての仮説は支持された。したがって、消費財製造業者は、（1）小売段階に

おけるチャネル密度を、ブランド戦略と流通施策に基づいて決定しているということ、およ

び、（2）小売業者から信頼に足るコミットメントを獲得することができていれば、チャネル

密度を大きくして、相対的に数多くの小売業者と取引関係を構築しうるということが示唆

された。 

                                                   
25 チャネル密度に関する仮説の構築ないしテストにおいて、Frazier and Lassar（1996）と Fein and Ander-

son（1997）は、互いに異なるチャネル段階を念頭に置いている。具体的には、前者は、消費財（ステレオス

ピーカー）を取り扱う製造業者の小売段階を念頭に置いており、後者は、生産財を取り扱う製造業者の卸

売段階を念頭に置いている。 
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図表 3-8 Frazier and Lassar（1996）の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fein and Anderson（1997）は、チャネル密度をテリトリー選別性（territory selectivity）とし

て捉えて、チャネル密度を低めることはすなわち、テリトリー選別性を高めて、ある地域内

において、当該製品を取り扱う流通業者の数を制限することであると述べている26。彼らは、

一方で、製造業者がテリトリー選別性を高めるということは、自身の活動に制限を掛けるこ

とによって、取引相手たる流通業者に対して信頼に足るコミットメントを担保する（pledging）

ことであると捉えている。他方で、流通業者がブランド選別性を高めるということは、取引

する製造業者の数を自ら制限することによって、取引相手たる製造業者に対して信頼に足

るコミットメントを担保することであると捉えている。彼らの中核的な仮説は、テリトリー

選別性とブランド選別性が、互いに正の影響を及ぼすのではないかということである。また、

彼らは、テリトリー選別性およびブランド選別性の規定要因として、脆弱性の均衡化（関係特

定的投資）、関係の不安定性源（直接販売の価値、顧客に対する影響力27）、および、機会費用（当該製

品カテゴリーの競争の激しさ、当該製品カテゴリーないし当該市場の重要性）を取り上げている。 

                                                   
26 Fein and Anderson（1997）は、それまでの研究が排他性（exclusivity）という用語を用いていたのに対して、

選別性という用語を用いており、選別性が高いような流通を指して排他的流通（exclusive distribution）、

選別性が低いような流通を指して集約的流通（intensive distribution）と呼んでいる。 
27 Fein and Anderson（1997）は、顧客に対する製造業者の影響力が大きい時、自らの立場を低めて流通業

者の脆弱的な立場に合わせるために製造業者がテリトリー選別性を高めて、そして、テリトリー選別性

が高められると、流通業者は、それに呼応してブランド選別性を高めると述べている。しかし、注意す

るべきことに、この見解は、パワー論とは非整合的である。パワー論の観点から見ると、例えば、顧客

に対する製造業者の影響力が大きい時、流通業者は、その製造業者に対する依存度を減少させるために、

ブランド選別性を低めて、競合他社の製品も取り扱おうと試みる。したがって、Fein and Anderson（1997）

は、パワー論的な観点ではなく、協調関係論的な観点から、製造業者と流通業者の取引関係を捉えてい

ると言えるであろう。 

小売業者の信頼に足るコミットメント 

流通施策 ブランド戦略 

品質のポジショニング 

標的の限定 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

（－） 

（＋） 
チャネル密度 

調整努力 

支援計画 

契約的制限 関係特定的投資 

（－） 

（＋） 

（＋） （＋） 

（－） 

（＋） 



第 3 章 マーケティング・チャネル研究の現状と課題 

39 

実証分析に際しては、多様な産業に属する米国の製造業者に加えて、彼らと取引関係を有

する卸売業者を対象に、それぞれの選別性（製造業者：テリトリー選別性、卸売業者：ブランド選別

性）に関する 329 組のダイアドデータが収集された。分析の結果、図表 3-9 に示されるよう

に、すべての仮説は支持された。したがって、一方で製造業者がテリトリー選別性を高める

のは、他方で流通業者がブランド選別性を高める原因であり結果でもあるということ、つま

り、製造業者が当該製品を取り扱う流通業者の数を制限すれば、それに呼応して、選別され

た流通業者も、取り扱う競合メーカーの製品数に制限を掛けて当該製品の販売に注力する

し、逆に、流通業者がブランド選別性を高めれば、製造業者もテリトリー選別性を高めると

いうことが示唆されたと結論付けられた。 

 

図表 3-9 Fein and Anderson（1997）の主な分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Frazier and Lassar（1996）および Fein and Anderson（1997）は、チャネル密度に関する知

見の蓄積に貢献したものの、単一種類のチャネルのみを取り扱っているという点において

限界を抱えている。しかしながら、企業のマルチ・チャネル化の進展を背景にして、マルチ・

チャネルに関する研究が盛んに行われるようになり、単一種類のチャネルにおけるチャネ

ル密度ではなく、複数種類のチャネルにおけるチャネル密度を考慮に入れた研究が登場し

ている（e.g. Käuferle and Reinartz, 2015）。こうした既存研究については、次項において概観し

たい。 

 

3-3. マルチ・チャネルの選択に関する研究 

マーケティング・チャネルの選択という研究領域において取り扱われる問題には、チャネ
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題があるが、この問題は、2000 年代以前には、あまり取り扱われてこなかった。すなわち、

それまでの研究は、単一種類のチャネルを想定した上で、チャネル段階数に関する問題やチ

ャネル密度に関する問題を取り扱ってきたのである。しかし、2000 年代以降、現実世界に

おいて、マルチ・チャネルを用いる企業が急増してきたことを受けて、学術界においても、

チャネルの種類に焦点を合わせた研究、すなわち、マルチ・チャネルに関する研究が盛んに

行われるようになってきた。実際、マーケティング論における学術誌、例えば、Journal of 

Retailing（2015 年 6 月号）、Journal of Industrial Marketing（2011 年 1 月号）、あるいは、

Journal of Interactive Marketing（2005 年 3 月号）においては、マルチ・チャネルに関する特

集号が組まれている。 

 現実世界において、数多くの企業が、複数種類のチャネル、すなわち、マルチ・チャネル

を用いるようになってきた背景として、2つの変化が指摘されている（Van Bruggen, Antia, Jap, 

Reinartz, and Pallas, 2010）。第 1 は、売手側、すなわち、供給側の変化である。1990 年代以

降、技術革新によってインターネットが登場し、それは人々の間に広く普及した。インター

ネットの普及は、個別企業のマーケティング戦略に多様な変化をもたらしたが、マーケティ

ング・チャネル戦略について、インターネットがもたらした大きな変化の一つは、直接販売

を行う企業の増加である。取引費用の観点から見ると、インターネットを通じたオンライン

取引は、オフライン取引とは異なり、地理的な制約を受けないため、取引相手の探索費用を

削減できる傾向にある。それゆえ、消費財ないし生産財を取り扱う多くの製造業者は、自社

の販売サイトを立ち上げて、流通業者を介さずに顧客との直取引を開始したのである

（Rangaswamy and Van Bruggen, 2005）。例えば、我が国において、それまで化粧品専門店、百

貨店、あるいは、ドラッグストアのような流通業者を介して自社製品を販売していた資生堂

が、2012 年に自社 EC サイトを立ち上げて直販を開始したことは、企業のマルチ・チャネル

化を象徴する出来事として位置づけられるであろう。 

第 2 は、買手側、すなわち、需要側の変化である。消費財であれ生産財であれ、買手は、

情報探索、購買、購買後サービスのように、いくつかの購買段階を経て意思決定を行ってい

る（髙橋, 2008）。こうした購買過程における各段階において、買手は、異なるサービス水準の

チャネルを選択する傾向がある（Verhoef, Neslin, and Vroomen, 2007）。例えば、情報探索時に

は、実店舗において実物を確認しつつ、購買時には、オンライン店舗において製品を購入す

るような「ショールーミング」や、それとは逆に、情報探索時には、オンライン店舗において

製品仕様や e クチコミを参照しつつ、購買時には、実店舗において購入するような「ウェブ

ルーミング」を行う買手が登場してきている（Verhoef, Kannan, and Inman, 2015）。こうした買
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手のチャネルに対する多様な需要に対応するために、企業は、「強み」が互いに異なる多様な

チャネルを設置する必要に迫られてきた。換言すれば、買手の多様なニーズを満たすために

多様なチャネルを設置するべく、企業は、マルチ・チャネルを用いるようになってきたので

ある。 

マルチ・チャネルに関する研究の必要性は、マーケティング・チャネル論において、これま

で幾度となく主張されており（e.g., Frazier, 1999; Rosenbloom, 2007）、そうした要請を受けて、

数多くの研究者たちが、マルチ・チャネルに関する研究に取り組んできた。しかしながら、

既存研究の大半は、記述的・概念的な研究、あるいは、探索的な研究に留まっていると言え

るであろう（e.g., Sharma and Mehrotra, 2007; Wilson and Daniel, 2007）。他方、マルチ・チャネル

の選択に焦点を合わせた代表的な理論的・経験的研究としては、Jindal, Reinartz, Krafft, 

and Hoyer（2007）、Coelho and Easingwood（2008）、および、Käuferle and Reinartz（2015）

が挙げられる28。 

 Jindal, et al.（2007）は、チャネル多様性、すなわち、チャネルの種類の多さを説明対象に

設定し、その規定要因を探究している。彼らは、大きな概念枠組として、企業の顧客志向、

および、顧客の探索行動に着目している。具体的には、企業の顧客志向としては、差別化戦

略、低コスト戦略、顧客中心信念、および、顧客フィードバックの収集を取り上げて、差別

化された製品を提供しているほど、顧客が中心であるという信念が強いほど、企業は多様な

チャネルを用いず、低価格の製品を提供しているほど、顧客からのフィードバックを得よう

としているほど、企業は多様なチャネルを用いるのではないかと仮説化した。他方、顧客の

探索行動としては、顧客の専門性と価格感度を取り上げて、顧客の専門性が高いほど、企業

はマルチ・チャネルを用いず、顧客の価格感度が高いほど、企業は多様なチャネルを用いる

のではないかと仮説化した。 

実証分析に際しては、金融サービス、テクノロジー製品、ホスピタリティ製品、あるいは、

電気製品を取り扱う、独国、瑞国（スイス）、墺国（オーストリア）の 3 ヶ国における消費財製造

業者 210 社から、マルチ・チャネル戦略に関するデータが収集された。分析の結果、図表 3-

10 に示されるように、差別化戦略の影響は仮説に反して正で有意であり、顧客の価格感度

の影響は非有意であったため、それらに関する仮説は支持されなかったが、他の仮説は支持

                                                   
28 他方、マルチ・チャネルを取り扱った探索的な実証研究としては、Kabadayi, et al.（2007）が挙げられる。

彼らは、環境、チャネル構造、および、事業戦略の 3 種類の変数の組み合わせによって、企業には 2 つ

の理念型が存在するということを、クラスター分析を用いて経験的に見出している。理念型の概要を述

べると、第 1 の理念型は、動態的かつ資源豊富な環境において、多様なチャネルを用いて、差別化戦略

を採る企業であり、第 2 の理念型は、安定的な環境において、多様なチャネルを用いずに、コスト・リー

ダーシップ戦略を採る企業である。 
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された29。したがって、企業の顧客志向ないし顧客価値を生み出す戦略や、顧客の情報探索

行動によって、企業がどの程度、多様なチャネルを用いるのかが決定されるということが示

唆された。 

 

図表 3-10 Jindal, et al.（2007）の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Coelho and Easingwood（2008）は、マルチ・チャネル使用度の規定要因を探究している。

彼らは、大きな概念枠組として、チャネルサービス産出、市場資源、および、資源ベース要

因を取り上げている。具体的には、まず、チャネルサービス産出として、製品洗練性、標的

市場洗練性、および、チャネル対立を取り上げて、技術的に複雑で長期的なコミットメント

が必要であるような洗練された製品を提供している程度と、マルチ・チャネル間の対立が発

生している程度は、マルチ・チャネルの使用度に逆 U 字の影響を及ぼし、高収入・高学歴の

ような洗練された顧客を標的にしている程度は、マルチ・チャネルの使用度に正の影響を及

ぼすのではないかと仮説化した。次に、市場資源として、市場成熟度を取り上げ、市場が成

熟している程度は、マルチ・チャネルの使用度に正の影響を及ぼすのではないかと仮説化し

た。最後に、資源ベース要因として、競争的強み、範囲の経済性、および、企業規模を取り

上げ、市場での競争力の高さ、取り扱う製品の幅広さ、および、企業規模の大きさは、マル

チ・チャネルの使用度に正の影響を及ぼすのではないかと仮説化した。 

                                                   
29 分析に際して、被説明変数であるチャネル多様性は、13 種類のチャネルのうち、当該企業が使用してい

る数として測定されている。なお、13 種類のチャネルとは、（1）自社営業部隊、（2）販売代理店（1 社専属）、

（3）販売代理店（複数社の製品を取り扱う）、（4）直営店（支店）、（5）小売業者、（6）卸売業者、（7）フランチャ

イズ店、（8）自社のオンライン店舗・サイト・市場、（9）外部のオンライン店舗・サイト・市場、（10）電話（コ

ールセンター）、（11）自社のダイレクト・マーケティング（郵送、カタログなど）、（12）外部のダイレクト・マ

ーケティング（郵送、カタログなど）、および、（13）ブローカー、である。 

顧客の探索行動 

企業の顧客志向 

差別化戦略 

低コスト戦略 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

（＋） 

チャネル多様性 

顧客の専門性 

顧客の価格感度 顧客中心信念 

（－） 

（＋） 

（＋） 

顧客フィードバック

の収集 

（－） 

（＋） 
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実証分析に際しては、金融サービス産業に属する英国の金融企業 62 社から、マルチ・チ

ャネル戦略に関するデータが収集された。分析の結果、図表 3-11 に示されるように、企業

規模に関する仮説を除いて、すべての仮説が支持された30。したがって、製品、顧客、およ

び、企業に関する要因が、マルチ・チャネルの使用に影響を及ぼすということが示唆された

と結論付けられた。 

 

図表 3-11 Coelho and Easingwood（2008）の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Jindal, et al.（2007）や Coelho and Easingwood（2008）がチャネルの多様性のみに着目して

いたのに対して、Käuferle and Reinartz（2015）は、チャネルの多様性に加えてチャネル密

度をも同時に考慮している31。彼らは、チャネル多様性とチャネル密度の規定要因として、

4 つの事業戦略、すなわち、顧客重視、サービス多様化、製品多様化、および、製品複雑化

に着目している。彼らは、顧客重視とサービス多様化は、チャネル多様性とチャネル密度に

正の影響を及ぼし、製品多様化は、チャネル多様性に正の影響及ぼし、製品複雑化は、チャ

ネル密度に正の影響を及ぼすのではないかと仮説化した。さらに、チャネル多様性は、チャ

ネル密度に正の影響を及ぼすのではないかと仮説化した。なぜなら、多様なチャネルを設置

                                                   
30 分析に際して、被説明変数であるマルチ・チャネルの使用度は、次のように測定・操作化されている。ま

ず、回答協力者には、3 種類のチャネル、すなわち、（1）販売支店や営業部隊のような伝統的な統合チャ

ネル、（2）ダイレクトメール、電話、インターネットのような比較的新しい統合チャネル、および、（3）

独立チャネルのそれぞれについて、売上比率を回答するよう求めた。次に、得られた回答に基づいて、

それぞれの比率を掛け合わせて自然対数をとった値を、マルチ・チャネルの使用度として設定している。

例えば、3 種類のチャネルの売上比率がそれぞれ、40%、35%、および、25%であれば、当該企業のマル

チ・チャネルの使用度は、log (40×35×25 / 1000) = 3.55 である。 
31 厳密には、Käuferle and Reinartz（2015）は、それまでのチャネル密度は、特定の段階における特定種類

のチャネルの「使用度」という局面のみから捉えられていたに過ぎないと批判した上で、チャネル密度は、

チャネルの「多様性」と各チャネルの「使用度」の 2 局面から捉えられるべきであると主張している。 

市場資源 

チャネルサービス産出 

製品洗練性 

標的市場洗練性 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

（∩） 

マルチ・チャネル

の使用度 

チャネル対立 

（＋） 
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（＋） 

市場成熟度 

（∩） 

資源ベース要因 

競争的強み 

範囲の経済性 

企業規模 

（＋） 

（＋） 
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する背景には、流通範囲を最大化したいという個別企業の流通目標が存在し、その目標を達

成するためには、まず多様なチャネルを用いて、そして次に、それぞれのチャネルにおける

密度を高めることが効果的だと考えられるからである。 

実証分析に際しては、機械・装置、鉄鋼、化学、あるいは、建築材産業に属する独国の卸

売業者 150 社から、チャネル構造に関するデータが収集された。Käuferle and Reinartz

（2015）によると、卸売業者はしばしば、営業部隊、電話、ファックス、倉庫、展示会、ある

いは、インターネットのように多様なチャネルを用いているため、マルチ・チャネルに関す

る調査の対象として適切であるという。分析の結果、図表 3-12 に示されるように、顧客重

視やサービス多様化がチャネル多様性に及ぼす影響に関する仮説、および、サービス多様化

がチャネル密度に及ぼす影響に関する仮説は支持されなかったが、他の仮説は支持された。

したがって、（1）チャネルの多様性およびチャネル密度は、当該企業内で顧客を如何に位置

づけるか、および、如何なる製品を提供するかという企業戦略によって決定されるというこ

と、（2）企業は、チャネルの多様性を高めれば、それに合わせてチャネル密度をも高める傾

向があるということが示唆された32。 

 

図表 3-12 Käuferle and Reinartz（2015）の主な分析結果 

 

 

 

 

 

  

さらに、こうしたマルチ・チャネルに関する研究の隆盛を機に、近年、デュアル・チャネル

に関する研究が注目を浴びている。デュアル・チャネルという用語は、その名のとおり、2 つ

のチャネルを意味するが、その 2 つとは一般的に、統合チャネルと独立チャネルのことを

指す。それゆえ、デュアル・チャネルとは、同一製品を流通させるために、統合チャネルと

                                                   
32 さらに、Käuferle and Reinartz（2015）は、チャネル多様性とチャネル密度が財務的成果に及ぼす影響を

検討している。彼らは、チャネル多様性とチャネル密度を規定するモデルに基づいて、その予測値と実

現値の差が、財務的成果に負の影響を及ぼすのではないかと仮説化し、分析の結果、当該仮説は支持さ

れた。こうした仮説が導出される根拠として、彼らはダーウィンの経済性に着目している。これに基づ

けば、すべての企業は、競争的な環境に置かれており、誤った施策を用いている企業は淘汰されてしま

うため、現存する企業は、生存のために有効な施策を用いていると判断される。したがって、現存企業

から収集されたデータを基に導き出されたモデルは、こうした企業の主要な施策を示しており、そこか

ら外れるということは、成果を低下させると考えられる（脚注 22 を併せて参照のこと）。 
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サービス多様化 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 
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独立チャネルが用いられるチャネル構造と定義される（Dutta, et al., 1995; Sa Vinhas and Heide, 

2015）。統合チャネルと独立チャネルは、それらを用いるのに必要な費用・資源、その管理・

統制方法、柔軟性が大きく異なっているため、異なる種類のチャネルであると見なされる

（Coelho and Easingwood, 2008）。したがって、複数種類（すなわち、統合チャネルと独立チャネルの

2 種類）のチャネルが用いられるという意味において、デュアル・チャネルは、マルチ・チャネ

ルの一形態であると捉えられうる。それゆえ、マルチ・チャネルに関する研究が注目される

のに伴って、デュアル・チャネルに関する研究も、脚光を浴びるようになってきたのである。

次項においては、こうしたデュアル・チャネルに関する既存研究を概観したい。 

ここで、次項に移る前に、マルチ・チャネル企業とデュアル・チャネル企業の区別、すなわ

ち、これらには如何なる企業が含まれて如何なる企業が含まれないのかの線引きを明確化

しておくことは、有用であろう。これまで用いられてきたマルチ・チャネルやデュアル・チャ

ネルという用語の定義は、研究者間で異なっており、実際にはどのようなチャネル構造を指

すのかについて共通した見解は存在しない。そうした見解の違いは、研究者間で、想定して

いる（1）定義の範囲、（2）分析単位、（3）流通機能、および、（4）チャネル類型が異なることに

よって生じている。図表 3-13 および図表 3-14 に示される例を用いて、これらについて検

討したい。 

第 1 に、定義の範囲について検討したい。図表 3-13 には、A～D 社の 4 つの企業のチャ

ネル構造が示されている。灰色の矢印は、人的販売ないし通信販売という「形態」によるチャ

ネルの類型を示しており、黒色の矢印は、統合チャネル（売手－買手の直取引）ないし独立チャ

ネル（流通業者を媒介した取引）という「段階数」によるチャネルの類型を示している。まず、マ

ルチ・チャネルの定義について着目してみると、マルチ・チャネルを広義に捉えれば、「形態」

ないし「段階数」が異なるチャネルを用いていれば、マルチ・チャネル企業と見なされる。そ

れゆえ、広義のマルチ・チャネル企業には、B～D 社は含まれるが、A 社は含まれない。他

方、マルチ・チャネルを狭義に捉えれば、「段階数」ではなく、「形態」が異なるチャネルを用

いてはじめて、マルチ・チャネル企業と見なされる。それゆえ、狭義のマルチ・チャネル企業

には、B 社および C 社は含まれるが、A 社および D 社は含まれない。次に、デュアル・チャ

ネルの定義に着目してみると、デュアル・チャネルを広義に捉えれば、チャネルの「形態」は

問わず、「段階数」が異なるチャネルを用いてさえいればデュアル・チャネル企業と見なされ

る。それゆえ、広義のデュアル・チャネル企業には、B 社および D 社は含まれるが、A 社お

よび C 社は含まれない。他方、デュアル・チャネルを狭義に捉えれば、「形態」が同じチャネ

ル内で、「段階数」が異なるチャネルを用いてはじめて、デュアル・チャネル企業と見なされ 
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図表 3-13 マルチ・チャネル企業の例（1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 A 社 B 社 C 社 D 社 

マルチ・チャネル企業 
広義 × ○ ○ ○ 

狭義 × ○ ○ × 

デュアル・チャネル企業 
広義 × ○ × ○ 

狭義 × × × ○ 

 

 

図表 3-14 マルチ・チャネル企業の例（2） 
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ただし、「○」…定義に含まれる、「×」…定義に含まれないということを表す。 
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る。それゆえ、狭義のデュアル・チャネル企業に含まれるのは D 社のみであり、A～C 社は

含まれない。以上より、如何なる定義の範囲を用いるかによって、企業が如何なるチャネル

構造を用いていると捉えられるのかが異なると結論付けられるのである。 

第 2 に、分析単位について検討したい。マルチ・チャネルを取り扱う際の分析単位として

は、「製品」あるいは「企業（ないし事業）」の 2 つが挙げられる。ここで、製品 X と製品 Y を生

産している仮想的な企業を考えたい。この企業は、製品 X については流通業者を介した人

的販売を行っており、製品 Y については流通業者を介さない通信販売を行っている。した

がって、当該企業は、「製品 X」に着目すれば、図表 3-13 の A 社のように、単一種類のチャ 

ネルを有する企業と見なされる一方、「企業（ないし事業）」に着目すれば、同図表の B 社のよ

うに、複数種類のチャネルを用いる企業と見なされる。それゆえ、前者の場合、すなわち、

「製品」を分析単位として用いた場合には、当該企業は、マルチ・チャネル企業に含まれるも

のの、後者の場合、すなわち、「企業（ないし事業）」を分析単位として用いた場合には、当該企 

業は、マルチ・チャネル企業に含まれない。以上より、如何なる分析単位を用いるかによっ

て、企業が如何なるチャネル構造を用いていると捉えられるのかが異なると結論付けられ

るのである。 

第 3 に、流通機能について検討したい。図表 3-14 内の矢印について、実線は所有権フロ

ーを示しており、点線は情報フローを示している。つまり、同図表の E 社は、インターネ

ットおよびカタログを通して販売を行っている一方、F 社は、インターネットのみで販売を

行っており、カタログでは情報提供のみを行っている。一方で、「所有権機能」と「情報機能」

の両者に着目すれば、E社およびF社はいずれもマルチ・チャネル企業に含まれる。他方で、

「所有権機能」のみに着目すれば、E 社は、所有権機能をインターネットとカタログの双方で

担っているため、マルチ・チャネル企業に含まれるものの、F 社は、所有権機能をインター

ネットのみで担っているため、マルチ・チャネル企業には含まれない。以上より、如何なる

流通機能に着目するかによって、企業が如何なるチャネル構造を用いていると捉えられる

のかが異なると結論付けられるのである。 

第 4 に、チャネル類型について検討したい。図表 3-13 においては、「人的販売か通信販

売か」によるチャネルの類型が用いられている一方、図表 3-14 においては、通信販売をさ

らに分類して、「インターネットかカタログか」によるチャネルの類型が用いられている。そ

れゆえ、後者の類型を用いれば、図表 3-14 の E 社および F 社はいずれも、マルチ・チャネ

ル企業に含まれる一方、前者の類型を用いれば、E 社および F 社はいずれも、通信販売し

か用いていない企業であると見なされるため、マルチ・チャネル企業には含まれないのであ
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る。以上より、如何なるチャネル類型を用いるかによって、企業が如何なるチャネル構造を

用いていると捉えられるのかが異なると結論付けられるのである。 

マルチ・チャネルやデュアル・チャネルは、以上のように区別されるが、重要なことは、各

研究者が取り扱っているマルチ・チャネルないしデュアル・チャネルはいずれの定義・範囲

を念頭に置いているのかを明確に意識することである。この点について、次項において概観

されるデュアル・チャネルに関する研究の大半は、「形態」ではなく、「段階数」が異なる 2 種

類のチャネルが用いられているチャネル構造を明示的に取り扱うために、（1）デュアル・チ

ャネルに関する狭義の定義を採用し、（2）「製品」を分析単位に据え、（3）「所有権機能」に限

定し、（4）「人的販売」というチャネル形態に着目しているため、図表 3-13 の D 社のような

企業を想定しているということには注意するべきであろう。 

 

3-4. デュアル・チャネルの選択に関する研究 

 マーケティング・チャネル論において、デュアル・チャネルが脚光を浴びるようになった

のは近年であるが、その用語自体は、古くから存在していた。デュアル・チャネルをはじめ

て研究対象として取り扱ったのは、著者の知りうる限り Warshaw（1961）である。彼は、デ

ュアル・チャネルを採用した製造業者は、統制可能性や費用構造などの特性が互いに異なる

統合チャネルと独立チャネルを、状況に応じて使い分けることができるため、デュアル・チ

ャネルの採用は、利益が見込めるチャネル戦略であると述べている。彼によると、製造業者

は、第 1に小売業者の種類・規模に応じて、第 2に市場における販売促進の必要性に応じて、

第 3 に需要に応じて、適切なチャネルを用いることによって、長期的な利益が見込めると

いう。彼の研究は、統合チャネルと独立チャネルの特性の違いに着目して、デュアル・チャ

ネルの有用性に関して言及した先駆的な研究であるという点において評価に値するであろ

う。 

Warshaw（1961）による研究の後、デュアル・チャネルに関する研究が脚光を浴びるように

なったのには、2 つの背景があると考えられる。1 つは、先述したように、企業のマルチ・チ

ャネル化が進展し、マーケティング・チャネル論においてもマルチ・チャネルに注目が集ま

る中で、広義の意味においてマルチ・チャネルに含まれるデュアル・チャネルにも注目が集

まるようになったということである。もう 1 つは、マーケティング・チャネルの選択問題に

対する主要な分析枠組である取引費用理論の限界を克服するために、デュアル・チャネルが

取り扱われるようになったということである。その契機となった研究は、Bradach and Ec-

cles（1989）である。彼らは、取引費用理論の限界点として、複数の統御メカニズムが用いら
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れる状況を考慮できていないということを指摘した。彼らは、「同一の企業によって、同一

の機能のために、異なる統制メカニズムが同時に用いられる方法」（Bradach and Eccles, 1989, 

p. 112）を、「複合形態（plural forms）」と呼んでいる33。彼らによると、企業が複合形態を用いて

いる場合、「…一方のメカニズムによって統制された取引は、［他の取引において］代替的な

統制メカニズムが同時使用されることによって、大きく影響を受ける」（p. 112, 角括弧内加筆は

本論著者による）ため、単一の取引関係に着目するのではなく、複数の取引関係に着目する必

要があるという。彼らは、そうした複合形態が用いられる代表的な文脈として、部品調達の

際に、部品を自社で内製しつつ他社から購買する状況、小売チェーンが直営店とフランチャ

イズ店の双方を用いる状況、そして、本論の焦点である、製造業者が統合チャネルと独立チ

ャネルの双方を用いる状況を挙げている。 

その後、デュアル・チャネルの選択に関する問題を明示的に取り扱った研究としては、取

引費用理論に依拠した Dutta, et al.（1995）、Mols（2000）、Kabadayi（2008, 2011）と、コンフリ

クト論に依拠した Sa Vinhas and Anderson（2005）が挙げられる。Dutta, et al.（1995）は、明

示的にデュアル・チャネルの選択に焦点を合わせた先駆的な研究であり、取引費用理論に依

拠してその規定要因を探究した34。具体的には、生産財における販売員を対象にして、製造

業者がデュアル・チャネルを選択する要因を探究し、2 つの取引費用要因、すなわち、関係

特定的投資および行動の不確実性が大きいほど、独立販売員に加えて自社の販売員を併用

する（デュアル・チャネルを選択する）のではないかと仮説化した。その論理的根拠は、次のよう

に説明される。 

第 1 の取引費用要因である関係特定的投資とは、他の取引に使用されると価値が低下し

てしまうような投資のことである。製造業者が関係特定的投資を他社の販売員に対して行

うと、その販売員を他の販売員に代替することが困難になってしまう。このような状況にお

                                                   
33 Heide（2003）や Mols, Hansen, and Villadsen（2012）は、複合形態では、1 つではなく 2 つの統御メカニ

ズムが同時に用いられているという点を強調して、「複合統御（plural governance）」という用語を用いてい

る。また、その他の既存研究は、複合形態が用いられる文脈によって、複合形態に対して異なる用語を

用いている。例えば、製造業者が部品調達を内製と外注、どちらも行うという文脈においては、「同時調

達（concurrent sourcing）」（Parmigiani, 2007; Parmigiani and Will, 2009）、製造業者が流通活動を統合チャネ

ルと独立チャネル、どちらも用いるという文脈においては、「デュアル・チャネル」（Dutta, et al., 1995; Sa 

Vinhas and Heide, 2015）ないし「並列チャネル（concurrent channels）」（Sa Vinhas and Anderson, 2005）という

用語が用いられている。本論は、Dutta, et al.（1995）や Sa Vinhas and Heide（2015）に倣って、「デュア

ル・チャネル」という用語を用いている。 
34 Bradach and Eccles（1989）は、「市場と企業組織の枠組を卑屈な態度で結び付けることによって、取引費

用理論は、なぜ、企業はしばしば内製（make）と外注（buy）を両方行うのかという、明白かつ魅惑的な問題

を無視してきた」（p. 100）と述べており、取引費用理論では、複合形態を説明することができないと主張

した。これに対抗して、Dutta, et al.（1995）は、関係特定的投資と行動の不確実性に関する問題に対して、

複合形態が、内部化の代替的な解決策になりうると考えられるため、取引費用理論によって、複合形態

を説明することができると批判した。 
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いては、他社の販売員は機会主義的に行動する可能性があるため、製造業者が他社の販売員

を用いる費用は高くついてしまう35。この問題の古典的な解決策は、他社の販売員をすべて

自社の販売員に置き換えることである（Williamson, 1985）。しかし、Dutta, et al.は、これと

は異なり、すべてではなく、部分的に自社の販売員に置き換えることが、代替的な解決策に

なりうると述べている。製造業者は、他社の販売員に加えて自社の販売員を併用することに

よって、もし必要ならば他社の販売員をすべて自社の販売員に置き換えることができると

いうシグナルを、他社の販売員に発信することができる。したがって、Dutta, et al.は、関

係特定的投資が大きいほど、製造業者はデュアル・チャネルを選択するのではないかと仮説

化したのである。以上のストーリーは、図表 3-15 に示されるとおりである。 

 

図表 3-15 関係特定的投資によるデュアル・チャネル選択の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 の取引費用要因である行動の不確実性とは、他社が事前の取引に基づいて適切に活

動を遂行しているか否かや成果を挙げているか否かを測定することが困難である程度のこ

とである。行動の不確実性が大きい時、他社の販売員は、製造業者との情報の非対称性を利

用し、機会主義的に行動する可能性があるため、製造業者が他社の販売員を用いる費用は、

                                                   
35 この点について、Dutta, et al.は、製造業者の視点に立って、他社の販売員が機会主義的に行動する可能

性があると説明している。しかし、取引費用理論においては、製造業者あるいは流通業者が関係特定的

投資を行うと、両者とも取引相手を代替することが困難になり、両者とも機会主義的に行動する可能性

があるため、他社の販売員の視点に立って議論を進めることもできる（cf. 浅沼, 1983）。ただし、いずれの

視点に立って議論を進めても、その帰結は同じである。 

デュアル・チャネルの選択 
統合チャネルの選択 

（古典的な取引費用理論による帰結） 

部分的に統合チャネルを用いることで、

「いざとなれば、すべて統合チャネルに置

き換える」というシグナルを発することが

でき、機会主義的行動が抑制されうる。 

流通業者との取引を

中断することが困難

になる（ロックインされ

る）。 

製造業者が、関係特

定的投資を行う（資産

特殊性を高める）。 

流通業者は、この状

況を利用して、自身

に有利なように取引

条件を交渉する。 

こうした流通業者の

機会主義的行動のた

め、取引費用が高く

つく。 

統合チャネルを選択し、企業組織内で取

引を行えば、こうした機会主義的行動は

抑制されうる。 

資産特殊性が高いほど、（独立チャネルではな

く）統合チャネルを選択する。 

関係特定的投資が大きいほど、（独立チャネル

ではなく）デュアル・チャネルを選択する。 
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高くついてしまう。この問題の古典的な解決策も、すべて自社の販売員に置き換えることで

ある（Williamson, 1975）。しかし、Dutta, et al.は、部分的に自社の販売員に置き換えること

が代替的な解決策になりうると主張している。製造業者は、他社の販売員に加えて自社の販

売員を併用することによって、他社の販売員が機会主義的な行動をとらないよう監視する

ことができるのと同時に、他社の販売員の成果を評価する適切な知識を得ることもできる。

したがって、Dutta, et al.は、行動の不確実性が大きいほど、製造業者はデュアル・チャネル

を選択するのではないかと仮説化したのである。 

実証分析に際しては、電気技術ないし機械産業に属する米国の販売代理店 199 社から、

売手たる製造業者との取引関係に関するデータが収集された。分析の結果、主要な仮説はす

べて支持された。したがって、関係特定的投資を高めるほど、また、行動の不確実性が大き

いほど、製造業者はデュアル・チャネルを選択するということが示唆された36。 

 

図表 3-16 Mols（2000）による 11 の命題 

命題 デュアル・チャネルが選択される要因 取引費用要因 

命題 1 
製品情報および製品カスタマイゼーションに対して最終顧客の需要が異質で

ある程度 

資産特殊性 
命題 2 製造業者が最終顧客の情報にアクセスする重要性 

命題 3 2 つの地域において、資質のある適切な個人や流通業者の数が異なる程度 

命題 4 新製品、新しい手続き、あるいは、非販売活動の開発やテストの必要性 

命題 5 独立チャネルのみを用いた場合にセーフガードの信頼性が傷つく可能性 

命題 6 流通業者と協調するための手続きに関する不確実性 

行動の不確実性 
命題 7 

内部運営から得られる情報が、外部運営のためのベンチマークとして有効で

ある程度 

命題 8 需要の不安定性 
取引頻度 

命題 9 異なる地域における顧客密度や市場シェアの異質性 

命題 10 2 つの地域において制度的な環境が異なる程度 制度的環境 

命題 11 独立チャネルと統合チャネルを用いた場合に発生しうる建設的な対立の程度 雰囲気 

 

Dutta, et al.と同様に、取引費用理論に依拠して、デュアル・チャネルの選択要因を探究

した研究が、Mols（2000）である。彼は、製造業者がデュアル・チャネルを選択する 11 の命題

を提示している。これらの命題においては、取引費用要因と関連した具体的な要因が取り扱

われている37。例えば、命題 1 においては、製品情報や製品カスタマイゼーションに対する

                                                   
36 また、Dutta, et al.（1995）は、2 つの取引費用要因の他に、製造業者がデュアル・チャネルを用いる規定

要因として 5 つ、すなわち、価格プレミアム、範囲の経済性、既存の自社販売員、製品単価、および顧

客規模を取り上げている。実証分析の結果、これらのうち、範囲の経済性、既存の自社販売員、および、

製品単価がデュアル・チャネルの選択に影響を及ぼすということが見出された。 
37 ただし、髙田（2015）は、Mols（2000）が取引費用理論に依拠して取り上げた 11 の命題について注意深く再

検討を行った結果、それらは、（1）取引費用理論と深く関係するグループ、（2）ケイパビリティ理論と深

く関係するグループ、（3）取引費用理論・ケイパビリティ理論と深く関係するグループ、および、（4）環境

要因と深く関係するグループの 4 つに分類されると述べている。 
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最終顧客ニーズ異質性が取り上げられている。取引費用理論に依拠した既存研究によると、

高水準の製品情報や高度なカスタマイゼーションを提供する場合には、関係特定的投資が

必要であるため、統合チャネルが選択される一方、そうでない場合には、関係特定的投資は

不要であるため、独立チャネルが選択されるという。それゆえ、命題 1 は、情報やカスタマ

イゼーションに対する最終顧客のニーズが顧客間で異なるのであれば、多様なニーズに対

応するために、デュアル・チャネルが選択されると主張している。他の命題を含めた 11 の

命題は、図表 3-16 に示されるとおりである。 

Kabadayi（2008, 2011）も、Dutta, et al.（1995）と同様に取引費用理論に依拠して、製造業者

がデュアル・チャネルを選択する要因を探究している。彼は、Dutta, et al.が取り上げた取

引費用要因である関係特定的投資と行動の不確実性に加えて、環境の不確実性をも取り上

げている。環境の不確実性とは、環境の変化が予測できない程度のことである。取引費用理

論によると、環境の不確実性が大きい時には、製造業者は、環境の変化に対応するために、

外部の流通業者との契約を更新しなければならない。そして、このような契約の更新には再

交渉の費用が掛かるという（Williamson, 1975）。Kabadayi は、製造業者はデュアル・チャネル

を選択することによって、こうした再交渉の費用を節約できると指摘している。したがって、

彼は、環境の不確実性が大きいほど、製造業者はデュアル・チャネルを選択するのではない

かと仮説化した。 

実証分析に際して、一方の Kabadayi（2008）は、電子部品ないしコンピューター機器産業

に属する米国の製造業者 189 社、および、同産業に属する台湾の OEM 企業 98 社からデー

タを収集し、他方の Kabadayi（2011）は、電気・電子機器、ゴム、金属産業に属する米国の製

造業者 229 社からデータを収集した。いずれの研究においても、分析の結果、取引費用理

論に依拠した 3 つの仮説はすべて支持された。したがって、関係特定的投資、行動の不確実

性、および、環境の不確実性が、デュアル・チャネル選択を規定する重要な要因であるとい

うことが示唆された。 

 Sa Vinhas and Anderson（2005）は、取引費用理論ではなく、コンフリクト論に依拠し、統

合チャネルと独立チャネルの対立に着目して、デュアル・チャネルの選択要因を探究してい

る。彼らは、企業にとっての環境要因である顧客や市場に着目して、それらを原因として統

合チャネルと独立チャネル間において対立が発生する見込みが小さいほど、製造業者はデ

ュアル・チャネルを選択すると述べている。具体的には、彼らは、チャネル間対立が発生す

る見込みを規定する環境要因として、（1）最終顧客のニーズが多様である程度を示す需要異

質性、（2）過去 1 年間の市場全体の成長度を示す市場成長率、（3）統合チャネルと独立チャ
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ネルごとに最終顧客が行動を変化させる程度を示す行動多様性、（4）最終顧客が集団となっ

て購買（グループ・パーチェス）する程度を示す集団購買性、および、（5）最終顧客がブランドを

同一であると見なす程度を示す知覚標準性という 5 つの要因を取り上げている。そして、

彼らは、需要異質性、市場成長率、および、知覚標準性が大きく、行動多様性ないし集団購

買性が小さいほど、チャネル間対立が発生する見込みが小さいため、製造業者はデュアル・

チャネルを選択するのではないかと仮説化した。 

実証分析に際しては、多様な産業に属する米国の大規模な生産財製造業者 115 社から、

デュアル・チャネル戦略と環境要因に関するデータが収集された。分析の結果、需要異質性

仮説を除いて、すべての仮説が支持された。したがって、市場成長率ないし知覚標準性が大

きく、行動多様性ないし集団購買性が小さいほど、製造業者はデュアル・チャネルを選択す

るということが示唆された。 

 

図表 3-17 デュアル・チャネルの選択に関する実証研究 

研究 被説明変数 説明変数［分析結果］ 調査対象（産業） 

Dutta, et al.（1995） 

デュアル・チャネル 

vs. 独立チャネル 

取引費用要因 

・資産特殊性［＋］ 

・行動の不確実性［＋］ 

その他の要因 

・価格プレミアム［n.s.］ 

・販売の範囲の経済性 ［－］ 

・既存の自社販売員［＋］ 

・製品単価［－］ 

・顧客規模［n.s.］ 

米国の販売代理店 199 社 

（電気技術、機械） 

 

Kabadayi（2008） 

間接－直接の 

マルチ・チャネル 

（デュアル・チャネル） 

取引費用要因 

・資産特殊性［＋］ 

・行動の不確実性［＋］ 

・環境の不確実性［＋］ 

米国の製造業者 189 社、および、

台湾の OEM 企業 98 社 

（電子部品、コンピューター機器） 

Kabadayi（2011） 

デュアル・チャネル 

vs. マルチ独立チャネル 

取引費用要因 

・資産特殊性［＋］ 

・行動の不確実性［＋］ 

・環境の不確実性［＋］ 

米国の製造業者 229 社 

（電気・電子機器、ゴム、化学） 

Sa Vinhas and 

Anderson（2005） 

デュアル・チャネル 

vs. シングル・チャネル 

対立要因 

・需要異質性［n.s.］ 

・市場成長率［＋］ 

・行動多様性［－］ 

・集団購買性［－］ 

・標準性知覚［＋］ 

米国の製造業者 115 社 

（多様な生産財産業） 

ただし、［＋］…正の影響、［－］…負の影響、［n.s］…非有意を表す。 

 

以上、デュアル・チャネルの選択に関する既存研究を概観した。これらの実証研究の成果

は、図表 3-17 に示されるとおりである。既存研究は、取引費用理論やコンフリクト論に依



第 3 章 マーケティング・チャネル研究の現状と課題 

54 

拠して、統合チャネルあるいは独立チャネルのいずれかではなく、双方を選択するのはなぜ

かという問題に取り組んできた。しかしながら、こうした既存研究は、デュアル・チャネル

が選択される動機として、機会主義的行動に伴う取引費用節約や、チャネル間対立の緩和費

用節約など、費用最小化にのみ着目してしまっている。こうした課題については、第 5 節に

おいて詳細に論じたい。 

 

3-5. 小括 

 本節においては、マーケティング・チャネルの選択に関する既存研究を概観した。まず、

チャネル段階数に関する研究においては、経済学や心理学などの隣接諸分野の知見を援用

した研究が蓄積されてきた。また、チャネル密度に関する研究においては、古典的なチャネ

ル類型に依存する研究から脱して、チャネル密度の規定要因を理論的・経験的に検討する試

みが行われてきた。しかし、これらの研究はいずれも、製造業者が単一種類のチャネル、す

なわち、シングル・チャネルを用いるということを暗黙的ないし明示的に想定していた。他

方、現実世界に目を向けると、近年、インターネットの登場によって統合チャネルを設置し

やすくなったという供給側の変化や、チャネルに対する顧客ニーズが多様化しているとい

う需要側の変化によって、企業は、複数種類のチャネル、すなわち、マルチ・チャネルを用

いる必要に迫られており、実際にそうした企業が増加している。こうした現状に鑑みて、学

術界において、マルチ・チャネルの選択に関する研究が隆盛してきた。その中でも、デュア

ル・チャネルの選択に関する研究は、取引費用理論の限界を克服しうる研究とも見なされる

ため、とりわけ、脚光を浴びている。しかしながら、デュアル・チャネルの選択に関する研

究は、チャネル選択の動機として、費用を最小化したいという動機にのみ着目してきたとい

う課題を抱えている。こうした課題については、第 5 節において詳細に論じたい。 

 

第 4 節 マーケティング・チャネルの管理に関する研究 

 

4-1. 協調関係論 

前節においては、マーケティング・チャネルの選択に関する研究と題して、企業が自社製

品を流通させるために、如何なるチャネル構造を選択するのかという問題を取り扱った既

存研究を概観した。本節においては、チャネル構造を選択した後に企業が直面する問題、す

なわち、チャネル構造を所与とした上で、所有権的に独立した流通業者との取引関係を如何

にして管理するのかという問題を取り扱った研究を概観する。 
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こうしたマーケティング・チャネルの管理に関する研究、とりわけ、協調関係論は、垂直

的な価値連鎖における企業間の協調関係生成や、企業間成果の向上について検討してきた。

結城（2014）によると、具体的には、一方で企業間の協調関係は、協調（あるいは、共同行動、対

応柔軟性、関係的行動）、および、取引の長期継続性という 2 つの概念によって捉えられるとい

う。他方で、協調関係の帰結たる成果としては、行動的成果（例えば、対立、対立の機能性、満足

度など）、および、財務成果（例えば、売上、利益率、市場シェア）という 2 つの概念によって捉え

られるという。これらの成果は、取引関係の締結によって生み出された成果、あるいは、取

引主体間が共同で生み出した成果であるため、取引関係の成果ないし企業間成果とも言い

うるであろう。既存研究は、図表 3-18 に示されるように、協調関係の生成とその帰結たる

成果に関心を寄せているという点においては一致しているものの、それらの規定要因を検

討するのに際しては、多様なアプローチに依拠して、互いに異なる要因を取り上げてきた。

Palmatier, et al.（2007）は、各アプローチを丹念に比較検討しており、主要なアプローチと

して、信頼・コミットメントアプローチ、パワー・依存アプローチ、取引費用アプローチ、関

係的規範アプローチ、および、資源ベースアプローチの 5 つの存在を指摘している。本項お

よび次項においては、規定要因を探究する観点として用いられる、これらの 5 つのアプロ

ーチについて概観する。 

 

図表 3-18 協調関係論における概念間の関係 

 

 

 

 

 

 

信頼・コミットメントアプローチ 

信頼・コミットメントアプローチは、社会的交換理論に依拠して、取引相手に対する信頼

およびコミットメントが、協調関係生成の決定要因であると主張するアプローチである。信

頼とは、「取引相手に信頼性がある、および、取引相手が誠実であるという確信」（Morgan and 

Hunt, 1994, p. 22）、コミットメントとは、「現在の取引関係が極めて重要であるため、その関

係を維持するために最大限の努力を取引相手が請け負うであろうという信用」（Morgan and 

Hunt, 1994, p. 22）と定義される。取引主体は、信頼あるいはコミットメントを有する相手に

取引関係の成果 

（企業間成果） 
協調関係の生成 規定要因 

・信頼・コミットメントアプローチ 

・パワー・依存アプローチ 

・取引費用アプローチ 

・関係的規範アプローチ 

・資源ベースアプローチ 

協調 

長期継続性 財務成果 

行動的成果 

結城（2014），p. 66 を参考に本論著者作成。 
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対して、同調ないし肯定的態度をとるため、信頼やコミットメントが醸成されている取引関

係においては、協調関係が生成され、その帰結として好ましい成果が創造されるのである。 

信頼・コミットメントアプローチを用いた代表的な実証研究として、Morgan and Hunt

（1994）が挙げられる。彼らは、KMV（key mediating variable）モデルと呼ばれる枠組に基づい

て、価値の共有やコミュニケーションなどの 5 つの先行条件が、焦点の概念である信頼お

よびコミットメントを媒介して、協調関係を表す黙従、関係離脱性向、協調、機能的対立、

および、意思決定の不確実性（の減少）という 5 つの概念の生成に影響を及ぼすのではないか

と仮説化した。 

実証分析に際しては、自動車用タイヤ産業に属する米国の小売業者 204 社から、彼らの

売手たる製造業者との取引関係に関するデータが収集された。分析の結果、主要な仮説であ

る、信頼およびコミットメントが協調関係に正の影響を及ぼすという仮説は支持された。し

たがって、信頼およびコミットメントの両概念が協調関係を生成する重要な鍵概念である

ということが示唆された。 

 

パワー・依存アプローチ 

 パワー・依存アプローチは、信頼・コミットメントアプローチと同様に社会的交換理論に

依拠して、パワーや依存が協調関係生成の決定要因であると主張するアプローチである。こ

のアプローチは、企業間の依存の偏りに着目している。具体的には、企業間で依存の偏りが

大きい場合、すなわち、依存の非対称性が存在する場合には、一方の企業が強制的なパワー

を使用するか、あるいは、取引相手の要求に対して妥協する意志を低下させてしまうため、

協調関係が生じにくいと主張される。他方、企業間で依存の偏りが小さい場合、すなわち、

依存の対称性が存在する場合には、パワーを用いるのではなく、互いに協調的な関係を維持

したいという欲求が生まれるため、協調関係が生成され、その帰結として好ましい成果が創

造されると主張される。 

パワー・依存アプローチを用いた代表的な実証研究として、Heide（1994）が挙げられる。彼

は、企業間の依存の対称性と水準に着目している。彼によると、企業間で、依存の程度が対

照的かつ高水準であれば、両者は、取引関係を維持するために、偶発的な環境の変化に対し

て柔軟に対応するという。他方、依存の程度が非対照的であれば、事後的にそのような柔軟

な対応を行うということはせず、その代わり、両者は、取引を開始する際に決めた事前の取

り決めに従って行動するという。これを踏まえて、彼は、対照的かつ高水準の依存は柔軟性

に正の影響を及ぼし、非対照的な依存は柔軟性に負の影響を及ぼすのではないかと仮説化

した。 
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実証分析に際しては、電気・電子機器、輸送機器、あるいは、精密機器などの産業に属す

る米国の部品製造業者に加えて、彼らの顧客たる OEM 企業から、両者の取引関係に関する

60 組のダイアドデータが収集された。分析の結果、すべての仮説は支持された。したがっ

て、企業間の依存の程度が対照的であれば、協調関係が生成され、企業は不測の事態に対し

て柔軟に対応するものの、依存が非対照的であれば、そうした柔軟な行動は見られないとい

うことが示唆された。 

 

取引費用アプローチ 

取引費用アプローチは、Coase（1937）が提唱し、Williamson（1975, 1985）が操作化・精緻化

した取引費用理論に依拠して、関係特定的投資（ないし資産特殊性）が協調関係生成の決定要因

であると主張するアプローチである。このアプローチにおいて、取引相手から自身への関係

特定的投資は、取引相手が機会主義的な行動、あるいは、ホールドアップ問題を引き起こさ

ないという意志を示す行動であると捉えられる。したがって、関係特定的投資が行われると、

取引主体は、取引相手による機会主義的行動への懸念を低めるため、監視コストを節約する

ことができ、取引相手とより効率的に取引することができる。それゆえ、関係特定的投資は、

協調関係を生成し、その帰結として好ましい成果を創造すると主張される38。 

取引費用アプローチを用いた代表的な実証研究として、Heide and John（1990）が挙げら

れる。彼らは、協調的な関係を有する売手と買手は共同して、製品設計、価値分析、原価計

画、あるいは、品質や配送システムの管理などに取り組むと述べており、そうした関係の規

定要因として、関係特定的投資に着目している。彼らの主要な仮説は、買手の特定的投資は、

共同行動に対して直接的な正の影響を及ぼす一方で、取引継続性と検証努力を媒介して間

接的な正の影響を及ぼし、また、売手の特定的投資は、取引継続性を媒介して間接的な正の

影響を及ぼすのではないかということである。 

実証分析に際しては、機械設備、電子・電気機器、あるいは、輸送機器産業に属する米国

の OEM 企業 155 社から、彼らの売手たる製造業者との取引関係に関するデータが収集さ

れた。分析の結果、主要な仮説である、関係特定的投資仮説は支持された。したがって、（1）

取引相手との関係に特別な投資を買手自身が行えば、それ自体が協調関係の生成につなが

                                                   
38 取引費用アプローチに加えてゲーム理論の観点から、資産特殊性が企業間の協調関係に及ぼす影響を探

究した研究として、Ono and Kubo（2009）がある。彼らは、既存研究の課題として、（1）古典的な取引費

用モデルにおいては、資産特殊性を高めても、協調関係が生成されるということは説明できないという

こと、および、（2）そうした限界を克服するために、信頼や規範のような概念を導入した研究は、取引費

用理論における利己的行動の仮定を無視しているということを指摘している。そして、これらの課題を

克服するために、繰り返しゲーム理論を援用した上で、長期志向という概念を導入し、資産特殊性が企

業間の協調関係（関係拡張意図）を生成するメカニズムを、理論的・経験的に検討することに成功している。 
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るだけではなく、取引継続性や検証能力を媒介して間接的に協調関係を生成しうるという

こと、および、（2）取引相手たる売手による関係特定的投資は、取引継続性を媒介して協調

関係を生成しうるということが示唆された。 

 

関係的規範アプローチ 

 関係的規範アプローチは、関係的交換理論（Kaufmann and Dant, 1992）に依拠して、関係的

規範が協調関係生成の決定要因であると主張するアプローチである。このアプローチにお

いて、関係的規範は、結束性、相互関係、および、柔軟性という 3 つの概念から構成される

と考えられている。結束性とは、取引主体たちが当該関係を重要であると認識していること、

相互関係とは、取引主体間においては便益やコストを共有するべきであると認識している

こと、柔軟性とは、新たな状況に対して取引主体たちが適用しようとすることである。そし

て、企業間関係における結束性、相互関係、あるいは、柔軟性といった規範が大きければ、

協調関係が生成され、その帰結として好ましい成果が創造されると主張される。 

関係的規範アプローチを用いた代表的な実証研究として、Lusch and Brown（1996）が挙げ

られる。彼らは、関係的規範の規定要因と、その帰結たる成果に着目している。彼らの主要

な仮説は、（1）企業間の対照的な依存が、関係的規範に正の影響を及ぼし、（2）関係的規範

は、関係的行動（柔軟性、情報交換、および、結束性）、および、財務成果に正の影響を及ぼすの

ではないかということである。 

実証分析に際しては、多様な産業に属する卸売業者 415 社から、川上の製造業者との取

引関係に関するデータが収集された。分析の結果、主要な仮説は支持された。したがって、

（1）企業は、取引相手と対照的な依存関係にあるほど関係的規範を高め、（2）関係的規範を

高めるほど、互いに取引相手の関係的行動を引き出すことに成功し、さらには、財務成果を

高めることもできるということが示唆された。 

 

4-2. 資源ベースアプローチ 

Palmatier, et al.（2007）は、前述した 4 つのアプローチを統合する枠組として、資源ベー

スアプローチを提示している。具体的には、彼らは、多様な産業を対象にした長期的なパネ

ルデータを収集し、4 つのアプローチを経験的に比較した後に、資源ベースアプローチに依

拠した事後的なモデルを構築し、そのモデルが高い説明力を有するということを示した。こ

のような分析結果に鑑みて、彼らは、次のように述べている。 

 



第 3 章 マーケティング・チャネル研究の現状と課題 

59 

「…RBV 理論の分析単位を、より一般的な“企業”から、マーケティング論では間違いなく最

も基本的な分析単位である“交換”へと拡張することによって、しばしば取り扱われる組織間

概念を統合することができる…概して、RBV が交換［という分析単位］に適用されると、戦

略論において用いられているのと同様に、異なる観点における多様な研究を統合する統一

的なパラダイムが得られるということが、説得的な証拠によって示されている。」 

Palmatier, et al.（2007），p. 189, 邦訳および角括弧内加筆は本論著者による。 

 

Palmatier, et al.（2007）が述べているように、資源ベースアプローチは、その理論的な背

景として、個別企業単体に焦点を合わせる古典的な資源ベース理論を、企業間関係の分析に

拡張した枠組を基礎にしている。そうした分析枠組は、関係論（relational view）と呼ばれてい

る。関係論を提唱した Dyer and Singh（1998）は、取引関係の成果、すなわち、企業間成果

を創造するためには、関係特殊資産、知識共有ルーティン、補完的資源、および、効果的統

御という 4 つの決定要因が重要であると主張している。 

資源ベースアプローチを用いた代表的な実証研究として、Jap（1999）、Corsten and Ku-

mar（2005）、および、Skarmeas, Zeriti, and Baitas（2016）が挙げられる39・40。Jap（1999）は、

企業間成果を高める要因として、垂直的な関係にある買手－売手間の調整努力と関係特定

的投資を取り上げている。彼女によると、調整努力とは、「類似的あるいは補完的な行動お

よび活動の定期的なパターン」（p. 464）と定義され、これによって、情報、機会、および、プ

ロセスを共有することができるため、企業間成果が創造されるという。他方、関係特定的投

資を行うことによって、企業間調整が効率的かつ安定的になるため、企業間成果が創造され

るという。さらに、彼女は、調整努力および関係特定的投資を促す要因として、環境要因（環

境動態性と製品需要）、企業間資源（目標の一致と補完的能力）、および、個人間資源（個人間の信頼）

を取り上げている。 

                                                   
39 資源ベースアプローチを用いて、我が国の製造業者－小売業者関係の具体的な事例を分析してた研究と

して、例えば、戸田（2011）が挙げられる。彼女は、スナック菓子製造業者であるカルビー株式会社が、小

売業者と、プランニング・ミーティングと呼ばれる戦略会議を定期的に設けているという事例を取り扱

っている。彼女によると、この戦略会議における、自社製品の鮮度管理に関する学習（関係特殊資産への投

資）、新商品に関する情報や販売時における課題の定期的な共有（知識共有ルーティンの形成）、製造業者の

技術力と小売業者の顧客情報を活かしたプライベート・ブランドの開発（補完的資源の活用）、および、信頼

による取引関係の遂行（効果的統御の実行）が、企業間成果を生み出すことにつながっているという。 
40 その他の実証研究として、例えば、Prior（2012）が挙げられる。彼は、AAR（actor bonds, activity links, and 

resource ties）と呼ばれる枠組に基づいて、企業間の緊密性（actor bonds）として信頼およびコミットメント

を、活動の結びつき（activity links）として知識共有を、経営資源の紐帯（resource ties）として関係特定的投

資を取り上げており、これらが競争優位に正の影響を及ぼすのではないかと仮説化した。実証分析に際

しては、鉄鋼、繊維、輸送機器、あるいは、機械・設備に属する製造業者 216 社からデータが収集され

た。分析の結果、関係特定的投資仮説を除いて、すべての仮説が支持された。 
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実証分析に際しては、コンピューター、カメラ部品、化学、あるいは、ビール醸造産業に

属する米国の製造業者に加えて、彼らの売手たる供給業者から、両者の取引関係に関する

220 組のダイアドデータが収集された。さらに、被説明変数たる利益的成果と競争優位に関

するデータは、説明変数群に関するデータが収集された 1 年後に収集された。分析の結果、

図表 3-19 に示されるように、目標の一致および個人間の信頼が関係特定的投資に及ぼす影

響に関する仮説を除いて、すべての仮説は支持された。したがって、企業は、取引相手との

緊密な調整や、相手先に特異な投資を行うことによって、企業間成果を創造しうるというこ

とが示唆されたと結論付けられた。 

 

図表 3-19 Jap（1999）の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Corsten and Kumar（2005）は、製造業者と大規模小売業者が協調関係を生成する要因と、

そのような協調関係が製造業者の成果に及ぼす影響を探究している。彼らは、製造業者と小

売業者が協調関係を築くための一つの戦略として、効率的消費者対応（ECR: Efficient Con-

sumer Response）と呼ばれる戦略に着目している。ECR とは、「小売業者と製造業者が、より

よく、素早く、低コストで顧客満足を満たすという究極的な目標の下に提携して、協力的な

ビジネスを共に行う協調的な価値創造戦略」（p. 81）のことである41。彼らは、ECR が採用さ

れる要因として、関係特定的投資、部門横断的チーム、および、インセンティブシステムを

取り上げ、それら 3 つの要因が ECR の採用に正の影響を及ぼし、その ECR の採用がさら

                                                   
41 Corsten and Kumar（2005）によると、ECR が始まった背景として、製造業者と小売業者のパワー・バラ

ンスの変化があるという。すなわち、小売業者が大規模化を進めてますます力をつけてきたため、製造

業者は、そのような大規模小売業者と協調せずして自社のマーケティング戦略を展開することは困難で

あると判断し、大規模小売業者と ECR 戦略を採用し始めたという。 

環境要因 

目標の一致 

関係特定的投資 

調整努力 利益的成果 

競争優位 

補完的能力 

個人間の信頼 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。また、仮説の符号はすべて正である。 
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に製造業者の成果（財務成果、能力の発達、および、知覚衡平性）に正の影響を及ぼすのではないか

と仮説化した42。 

実証分析に際しては、世界におけるスーパーマーケット上位 40 社のうちの特定の小売業

者 1 社による協力の下、彼らと取引関係を有する川上の製造業者を対象にデータが収集さ

れた。具体的には、製造業者からは ECR 採用要因に関するデータを、小売業者からは製造

業者の成果に関するデータが収集されており、最終的には 266 組のダイアドデータが収集

された。分析の結果、図表 3-20 に示されるように、ECR の採用が知覚衡平性に及ぼす影響

に関する仮説を除いて、すべての仮説は支持された。したがって、ECR を採用することに

よって、製造業者は、取引相手たる小売業者に対する不衡平感は抱くものの、自社の財務成

果や能力を向上させうるということが示唆されたと結論付けられた。 

 

図表 3-20 Corsten and Kumar（2005）の主な分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Skarmeas, et al.（2016）は、国内ではなく海外取引における協調関係、すなわち、輸出者

（売手）と輸入者（買手）の協調関係を対象に、その規定要因を探究している。彼らは、関係論の

基本モデルを忠実に援用して、関係特定的投資、知識共有、補完的能力、および、関係的規

範（効果的統御）の 4 つの要因が協調関係を生成するのではないかと仮説化した。ただし、協

調関係を表す概念としては、取引関係の便益から費用を差し引いた部分を示す関係性の価

値、競合企業が良質・低価格の製品を提供してきても取引関係を辞めない無反応性、および、

将来的に取引量を拡大したいという購買拡張意図を設定した。 

                                                   
42 モデルの構築に際しては、産業組織論の SCP パラダイムが用いられている。SCP パラダイムにおいて

は、産業の構造（structure）が企業の行動（conduct）を規定し、企業の行動が企業の成果（performance）を規

定すると考えられている。彼らのモデルにおいては、ECR を採用する先行条件が「構造」、ECR の採用

が「行動」と見なされている。 

製造業者の成果 

関係特定的投資 

部門横断チーム ECR の採用 能力の発達 

インセンティブ 

システム 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

知覚衡平性 

財務成果 
（＋） 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

（－） 
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実証分析に際しては、繊維、化学、機械、あるいは、装置産業に属する英国の輸入業者 271

社から、輸入先たる他国の製造業者との取引関係に関するデータが収集された。分析の結果、

図表 3-21 に示されるように、すべての仮説は支持された。したがって、関係論において提

示された 4 つの決定要因が企業間成果を高めるための重要な源泉であるということ、それ

は、互いに異なる国に拠点をもつ企業間関係においても当てはまりうるということが示唆

されたと結論付けられた。 

 

図表 3-21 Skarmeas, et al.（2016）の主な分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-3. マルチ・チャネルの管理に関する研究 

 ここまでに概観された協調関係論は、ダイアディックな個々の取引関係に着目して、特定

企業間の協調関係生成と企業間成果向上の規定要因を探究してきた。しかしながら、現実世

界において企業のマルチ・チャネル化が進展するのに伴って、マルチ・チャネルの管理に関

する研究が盛んに行われるようになってきた。こうした研究の特徴は、それまでの研究が

個々の取引関係に着目してきたのに対して、より広い取引関係の束に着目して、複数種類の

チャネルにおける取引関係に焦点を合わせているということである（Gassenheimer, Hunter, 

and Siguaw, 2007）。 

マルチ・チャネルの管理に関する既存研究は主として、異なるチャネル間の対立を検討し

ている43。企業が複数種類のチャネルを設置するということは、チャネル間で同一の顧客を

                                                   
43 マルチ・チャネルの管理に関する研究は、「独立した外部主体間の（対立）関係」に着目しているため、「当

該主体と外部主体の取引関係」に焦点を合わせるマーケティング・チャネルの管理に関する研究には含ま

れないと指摘しうるかもしれない。しかしながら、「独立した外部主体間の関係」に着目していたとして

も、それを管理するために当該主体が採りうる施策は、当該主体と外部主体の直接的な取引関係を管理

する他ない。したがって、「独立した外部主体間の関係」に着目したマルチ・チャネルの管理に関する研究

も、マーケティング・チャネルの管理に関する研究に含まれると見なされる。 

関係特定的投資 

知識共有 

関係性の価値 

購買拡張意図 補完的能力 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

競合の提供物に 

対する無反応性 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

関係的規範 

（効果的統御） 

（＋） 
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奪い合ってしまう（カニバリゼーションを引き起こしてしまう）可能性を高めるため、チャネル間

対立が生じやすくなってしまう（Coughlan, et al., 2006）。したがって、マルチ・チャネルの管理

に際しては、チャネル間の対立を如何に軽減しうるのかということが重要な課題となる。し

たがって、既存研究は、チャネル間対立の規定要因や、チャネル間対立がその帰結たる成果

に如何なる影響を及ぼすのかについて探究してきた。 

マルチ・チャネルの管理に関する実証研究としては、Webb and Hogan（2002）や Wallace, 

Johnson, and Umesh（2009）が挙げられる44。Webb and Hogan（2002）は、複数種類のチャネ

ルを用いている企業は、企業内部で、各チャネルを担当する部門やグループが異なるという

ことに着目し、そうした部門やグループをチャネル連合（channel collision）と呼称した上で、チ

ャネル連合間対立の規定要因と、対立が成果に及ぼす影響を探究している。彼らは、対立の

規定要因として、連合間で活動の領域が類似してしまっていること、および、目標が一致し

ていないことを取り上げて、それらが対立の頻度・強度に正の影響を及ぼすのではないかと

仮説化した。また、対立が生じると、チャネル・システム全体としての成果や、連合間の満

足度は低下するのではないかと仮説化した。 

 

図表 3-22 Webb and Hogan（2002）の主な分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

実証分析に際しては、ページングサービス、コンピューター機器、電子装置、および、靴

下をそれぞれ取り扱う企業 4 社から、企業内部のチャネル連合に関する 62 のデータが収集

された。分析の結果、図表 3-22 に示されるように、領域類似性と目標不一致が対立の頻度

                                                   
44 他方、定性的なインタビューに基づく探索的な研究として、Webb and Lambe（2007）が挙げられる。彼

らは、Webb and Hogan（2002）の実証分析に際して対象となった企業 4 社からインタビューデータを収

集し、探索的にモデル構築を試みた。その結果、彼らは、チャネル連合間の対立を解消する施策として、

チャネル連合間で領域を区分するような組織内コーディネーション、すべてのチャネル連合が統一した

目標に向かうよう動機づける上位目標の設定、および、対立の原因を発見し解決案を模索するためのチ

ャネル・コミュニケーションという 3 つの施策を特定化している。また、組織内においてチャネル連合間

の対立が生じると、組織内マルチ・チャネルの成果が減少し、さらに、組織外におけるチャネル間対立が

生じると主張している。 

領域類似性 

目標不一致 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

対立の強度 
（＋） 

対立の頻度 
チャネル連合の 

満足度 

チャネル・システム

の成果 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

（－） 

（－） 

（－） 

（－） 
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に及ぼす影響に関する仮説、および、対立の強度がチャネル・システムの成果に及ぼす影響

に関する仮説は支持されなかったが、他の仮説は支持された。したがって、チャネル連合間

で活動領域が類似しているほど、目標が一致していないほど、チャネル連合間において強い

対立が発生しやすいということ、また、対立の結果として、チャネル・システム全体の成果

と、チャネル連合に対する企業の満足度が低下するということが示唆された。 

Wallace, et al.（2009）は、複数種類のチャネルを用いている企業が直面する問題として、

（1）他のチャネルが提供しているサービスにタダ乗りできてしまうため、各チャネルがサー

ビスの提供を怠ってしまうということ、および、（2）多様なチャネルが存在しているため、

製造業者が各チャネルの情報を把握することが困難であるということを指摘している。そ

して、これらの 2 つの問題を解決する企業能力として、報酬整備能力と追跡能力に着目し

ている。具体的には、彼らは、当該製品が川下の流通業者にとって利益を生み出す源泉とな

るよう保障する報酬整備能力、および、川下の流通業者の行動や成果を監視する追跡能力が、

サービス提供成果と財務成果に対して、正の影響を及ぼすのではないかと仮説化した。また、

取り上げた 2 つの能力構築の規定要因として、環境の不確実性と IT 使用能力を取り上げ、

前者は能力構築を妨げる一方、後者は能力構築を促すのではないかと仮説化した。 

実証分析に際しては、アウトドアスポーツ産業に属する消費財製造業者 183 社から、マ

ルチ・チャネル戦略の管理に関するデータが収集された。Wallace, et al.（2009）によると、こ

の産業における製造業者は一般的に、販売経路として、小売実店舗、通信販売、および、イ

ンターネットの 3 種類を用いているため、マルチ・チャネルに関する調査の対象として適切

であるという。分析の結果、図表 3-23 に示されるように、追跡能力が財務成果に及ぼす影

響に関する仮説を除いて、すべての仮説は支持された。したがって、マルチ・チャネル採用

企業は、タダ乗りによるサービス水準の低下を防ぐために報酬整備能力を高め、情報の非対

称性を低減するために追跡能力を高めることによって、財務成果やサービス水準を高める

ことができるということが示唆されたと結論付けられた。 

 

図表 3-23 Wallace, et al.（2009）の主な分析結果 

 

 

 

 

 

環境の不確実性 

IT 使用能力 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

報酬調整能力 
（＋） 

追跡能力 サービス提供成果 

財務成果 

（＋） 

（－） 

（－） 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

（－） 

（＋） 
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以上、マルチ・チャネルの管理に関する既存研究を概観した。先述したように、こうした

マルチ・チャネルに関する研究への関心の高まりに加えて、取引費用理論の限界を指摘する

研究（e.g., Bradach and Eccles, 1989; Rindfleish and Heide, 1997）が登場したということも相まっ

て、近年、注目を浴びているのが、デュアル・チャネルに関する研究である。次項において

は、こうしたデュアル・チャネルの管理に関する既存研究を概観したい。 

 

4-4. デュアル・チャネルの管理に関する研究 

 デュアル・チャネルの管理に関する研究は主として、マルチ・チャネルの管理に関する研

究と同様に、チャネル間の対立、すなわち、統合チャネルと独立チャネルの対立（ないし競争）

に着目している45（e.g., Brown and Fern, 1992）。具体的には、既存研究は、両チャネル間の対

立が生じる規定要因というよりは、対立の緩和施策と、その帰結たる成果について検討して

きた。古くから、Moriarty and Moran（1990）や Cespedes and Corey（1990）が、デュアル・チ

ャネル企業が管理するべき統合チャネルと独立チャネルの対立について言及しているもの

の、これらは、記述的な研究に留まっている。他方、デュアル・チャネルの管理に関する理

論的・経験的な研究として取り上げられるのは、Sa Vinhas and Anderson（2005）、および、

Sa Vinhas and Heide（2015）である。 

Sa Vinhas and Anderson（2005）は、統合チャネルと独立チャネル間の対立を緩和する施

策として、次のような 3 つの施策を特定化している。第 1 は、製品差別化である。製造業者

は、製品のブランドネームや顧客との取引条件などを統合チャネルと独立チャネル間で差

別化することによって、両チャネルに、それぞれが得意とする顧客を獲得させられるため、

対立の水準を低めることができる。第 2 は、顧客獲得ルール設定である。製造業者は、統合

チャネルと独立チャネルに対して、見込顧客が生じた際にどのような条件でどちらのチャ

ネルが当該顧客を獲得できるのかについて、事前にルールを明確化しておくことによって、

対立の水準を低めることができる。第 3 は、二重報酬整備である。製造業者は、一方のチャ

ネルが他方のチャネルによって利益を脅かされた時や、他のチャネルの売上に貢献した時

には、企業によってその損失や功績が認められ報酬が与えられるような、二重報酬を整備す

                                                   
45 一般的に、デュアル・チャネルが用いられている時、独立した流通業者は、製造業者が所有する統合チャ

ネルの存在によって、自身の利益が脅かされるのではないかと知覚しているため、チャネル間での対立

が生じやすいと言われている。これについて、例えば、Brown and Fern（1992）は、「Druck World Mar-

keting Channels Game」と呼ばれるシミュレーション・ゲームを用いて、シングル・チャネルが採用され

ていた状況から、デュアル・チャネルが採用される状況に変化すると、それまでに蓄積されていた各プレ

イヤー（製造業者、卸売業者、および、小売業者）間での対立水準がより大きくなるということを見出してい

る。 
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ることによって、対立の水準を低めることができる。以上を踏まえて、Sa Vinhas and An-

derson（2005）は、これらの 3 つの施策が、チャネル間の対立を緩和するのではないかと仮説

化した。 

 

図表 3-24 Sa Vinhas and Anderson（2005）の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証分析に際しては、多様な産業に属する米国の大規模な生産財企業 56 社から、デュア

ル・チャネルの管理に関するデータが収集された。分析の結果、図表 3-24 に示されるよう

に、これらの 3 つの施策が統合チャネルと独立チャネルの対立を緩和するという仮説は支

持された。したがって、製造業者は、製品差別化、顧客獲得ルール設定、および、二重報酬

整備を通して、各チャネルの利益を気にかけているというシグナルを発することができる

ため、チャネル間の対立を緩和しうるということが示唆された。 

 Sa Vinhas and Heide（2015）は、統合チャネルと独立チャネル間の対立が生じる源泉とな

る 3 種類の競争の形態を特定化し、そうした異なる競争の形態が、帰結たる成果に如何な

る影響を及ぼすのかを探究している。具体的には、彼らによると、統合チャネルと独立チャ

ネル間の競争は、（1）同一の顧客を取り合うことによって、（2）両者が利用可能な製造業者

の資源（例えば、技術的補助や製品の更新作業）をめぐって、（3）製造業者が最終顧客にかかわる機

能に関与することによって、生じるという。彼らの主要な仮説は、（1）同一顧客をめぐる競

争は、機会主義に対して正の影響を及ぼし、顧客満足に対して逆 U 字の影響を及ぼす、（2）

共通資源をめぐる競争は、機会主義と顧客満足に正の影響を及ぼす、（3）製造業者が最終顧

客にかかわる機能に関与することで生じる競争は、機会主義に対して正の影響を及ぼし、顧

客満足に対して逆 U 字の影響を及ぼすのではないか、ということである。 

実証分析に際しては、ベアリング、産業オートメーション、工作機械、IT 設備・サービス、

電子機器、あるいは、動力装置などの産業に属する米国の卸売業者 118 社から、自身のテリ

製品差別化 

顧客獲得ルール設定 チャネル間対立 

二重報酬整備 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 

（－） 

（－） 

（－） 
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トリーにおいて、デュアル・チャネルを採用している製造業者との取引関係に関するデータ

が収集された。分析の結果、図表 3-25 に示されるように、提唱された主要な仮説のうち、

共通資源をめぐる競争が顧客満足に及ぼす影響に関する仮説を除いて、すべて支持された。

したがって、デュアル・チャネル採用企業は、3 種類の競争に直面するということ、そして、

それらの競争は、流通業者の機会主義的行動を引き起こすものの、ある程度生じていること

によって、最終顧客の満足度は高まる可能性があるということが示唆されたと結論付けら

れた。 

 

図表 3-25 Sa Vinhas and Heide（2015）の主な分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上、デュアル・チャネルの管理に関する既存研究を概観した。既存研究は主として、統

合チャネルと独立チャネル間の対立に焦点を合わせて、その緩和施策や、その帰結たる成果

について検討してきた。しかしながら、こうした既存研究は、マーケティング・チャネル論

において最も豊富な知見を有する協調関係論との関連付けを行わないまま、研究を進展さ

せてきてしまったという問題を抱えている。具体的には、デュアル・チャネルの管理に関す

る研究は、取引関係の束に着目して、異なるチャネル間の対立に注視し過ぎるあまり、かえ

って、そうした束の中の個々の取引関係の管理局面を捨象してしまっている。こうした課題

については、次節において詳細に論じたい。 

 

4-5. 小括 

 本節においては、マーケティング・チャネルの管理に関する研究、すなわち、製造業者が

チャネル構造の選択を行った後に、独立した取引相手との関係を如何に管理するのかとい

う問題を取り扱った既存研究を概観した。パワー論の後に登場した協調関係論は、（1）協調

および取引の長期継続性によって表わされる協調関係の生成、および、（2）行動的成果およ

び財務成果によって表わされる企業間成果を促進・抑制する要因を探究してきた。その際に、

顧客満足 

同一顧客をめぐる競争 

共通資源をめぐる競争 

川下の顧客中心機能に 

対する製造業者の関与 

流通業者の 

機会主義 

（＋） 

（∩） 

（＋） 

（＋） 

（＋） 

（∩） 

ただし、実線は有意、破線は非有意を表す。 
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既存研究は、主要なアプローチとして、信頼・コミットメントアプローチ、パワー・依存アプ

ローチ、取引費用アプローチ、関係的規範アプローチ、および、それらを統合すると期待さ

れる資源ベースアプローチに依拠して、豊富な研究成果を蓄積している。他方、こうした既

存研究が個々の取引関係に焦点を合わせていたのに対して、マルチ・チャネルの管理に関す

る研究やデュアル・チャネルの管理に関する研究は、複数の取引関係の束に焦点を合わせて

いる。そこでは、複数種類のチャネル間の対立に焦点が合わせられ、その規定要因ないし緩

和施策や、その帰結たる成果について検討されてきた。 

 しかしながら、デュアル・チャネルの管理に関する既存研究は、取引関係の束に注視し過

ぎるあまり、個々の取引関係の管理局面を捨象しているという問題を抱えている。個々の取

引関係の管理問題は、伝統的に、マーケティング・チャネルの管理という研究領域において、

最も重要視されてきた問題であるため、デュアル・チャネルの管理に関する研究は、これを

考慮に入れることが重要な課題であると指摘しうるであろう。こうした課題については、次

節において詳細に論じたい。 

 

第 5 節 マーケティング・チャネル研究の課題 

 

 本章においては、マーケティング・チャネル研究の現状を把握するために、マーケティン

グ・チャネルの選択および管理という 2つの研究領域における主要な既存研究を概観してき

た。両研究領域において共通する傾向は、近年、現実世界において企業のマルチ・チャネル

化が進展するのに伴って、マルチ・チャネルに関する研究ないしデュアル・チャネルに関す

る研究が注目を集めているということである。とりわけ、デュアル・チャネルに関する研究

は、マーケティング・チャネル研究における最も古典的な問題である、チャネル段階数に関

する問題と深くかかわっており、かつ、チャネル選択問題に取り組むための最有力な分析枠

組の一つである取引費用理論の課題を克服する研究として位置づけられるため、今後、さら

なる研究が必要であると主張されている。それゆえ、マーケティング・チャネル研究の最優

先課題は、デュアル・チャネルに関する既存研究が残した課題を克服することによって、デ

ュアル・チャネル研究、ひいては、マーケティング・チャネル研究全体を前進させることであ

ると言えるだろう。 

デュアル・チャネルに関する既存研究は、その選択と管理という両研究領域において、そ

れぞれ課題を残していると指摘しうる。まず、デュアル・チャネルの選択という研究領域に

おいて、既存研究は、デュアル・チャネル選択要因を探究するために、取引費用理論やコン

フリクト論に依拠してきた（e.g., Dutta, et al., 1995; Sa Vinhas and Anderson, 2005; Kabadayi, 2011）。
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こうした既存研究は、デュアル・チャネルが選択される動機として、機会主義的行動に伴う

取引費用節約や、チャネル間対立の緩和費用節約など、費用を最小化したいということに着

目している。具体的には、取引費用理論に依拠した既存研究によると、例えば、デュアル・

チャネルを選択することによって、「いざとなれば、すべての独立チャネルを、統合チャネ

ルに置き換えることができる」というシグナルを発することができるため、製造業者は、独

立流通業者の機会主義的行動を抑制し、取引費用を節約しうるという。また、コンフリクト

論に依拠した既存研究によると、例えば、統合チャネルと独立チャネル間の対立が生じない

ならば、対立を緩和するための金銭的・時間的費用が掛からないため、デュアル・チャネルが

選択されるという。前者の焦点は取引費用であり、後者の焦点は対立の緩和費用であるとい

う違いこそあるものの、これらの研究は、デュアル・チャネルが選択される動機として、費

用最小化にのみ着目しているという点において共通している。 

しかしながら、デュアル・チャネルが選択される動機として、資源の活用によって便益を

最大化したいという動機も考えられるであろう。具体的には、流通業者が有する知識やスキ

ルを利用するために独立チャネルを用いる一方、製造業者が有する知識や資源を活かすた

めに統合チャネルを用いるべく、デュアル・チャネルを選択したいという動機も存在するで

あろう。既存研究によると、デュアル・チャネルの選択に関する理解を前進させるためには、

これまでとは異なる観点から、その選択動機を探究することが必要不可欠であるという

（Mols, 2000）。以上の議論より、費用最小化ではなく、資源活用による便益最大化という観点

からデュアル・チャネルの選択要因を探究するということが、第 1 の研究課題として据えら

れる。 

次に、デュアル・チャネルの管理に関する既存研究は主として、デュアル・チャネルを採用

している企業のみに焦点を合わせて、統合チャネルと独立チャネル間の対立の緩和施策な

いしその帰結たる成果について検討してきた。こうした既存研究は、製品差別化や二重報酬

整備のようなチャネル間対立の緩和施策を特定化し、チャネル間における多様な競争形態

をも特定化することに成功している。しかしながら、既存研究は、取引関係の束の管理問題

に注視し過ぎるあまり、かえって、従来の研究が重要視してきた問題を軽視してしまってい

る。その問題とは、個々の取引関係の管理問題、とりわけ、製造業者と流通業者の企業間成

果を如何にして高めるのかという問題である。こうした問題を克服して、デュアル・チャネ

ルの管理に関する研究を前進させるためには、企業間成果に対して、デュアル・チャネルと

いうチャネル構造が如何なる影響を及ぼすのかという課題を取り扱うことが必要であろう。 
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また、この課題に取り組むということは、チャネル構造の選択と取引関係の管理という 2

つの研究領域を横断する試みであるとも考えられる。両研究領域に跨るような研究は、マー

ケティング・チャネル論において、これまでほとんど行われてこなかった46（崔, 2010; 結城, 

2014）。したがって、こうした課題に取り組むことは、マーケティング・チャネル論全体の視

点から見ても、意義深いことであると言えるだろう。以上の議論より、デュアル・チャネル

が企業間成果に対して及ぼす影響を探究することが、第 2 の研究課題として据えられる。 

 本論は、上述した 2 つの研究課題に取り組むために、資源ベース理論（e.g., Barney, 1991; 

Peteraf, 1993）に依拠して、概念モデルの構築ならびに新仮説の提唱を行う。資源ベース理論

は、マーケティング論およびマーケティング・チャネル論において有用な分析枠組であると

見なされている（Kozlenkova, et al., 2014; Watson, et al., 2015）。実際、近年、マーケティング・チ

ャネル論においては、資源ベース理論に依拠した実証研究が増加する傾向にある。そこで、

次章においては、2 つの研究課題に取り組むのに先立って、資源ベース理論に関する既存研

究を概観したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
46 両領域横断的な希少な実証研究として、結城（2010, 2011, 2012b）が挙げられる。彼は、流通業者の盛衰や

参入・退出のような流通市場の変動性に対して、製造業者は、既に取引している流通業者との関係性を強

化する、あるいは、新たなチャネルを開拓することによって対応可能であると指摘した上で、いずれの

方策が採られるのかについて探究している。ここで採られうる方策のうち、前者は、取引関係の管理問

題、後者は、チャネル構造の選択問題と関連している。 
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 第 4 章 マーケティング・チャネル研究における 

資源ベース理論 
 

 

第 1 節 本章の目的 

 

 前章において提示された 2 つの研究課題、すなわち、第 1 に、便益最大化という観点か

らデュアル・チャネルの選択要因を探究するという課題、そして第 2 に、デュアル・チャネ

ルが企業間成果に及ぼす影響を探究するという課題に取り組むために、本論は、資源ベース

理論に依拠する47。資源ベース理論は、経営資源や組織能力に着目し、主として 2 種類の問

題を取り扱う。第 1 は、なぜ、企業（ないし企業間関係）ごとに「成果」が異なるのかという問題

であり、第 2 は、なぜ、企業ごとに「活動範囲」が異なるのかという問題である。前者の問題

を取り扱うのは、企業成果（ないし企業間成果）に関する資源ベース理論と呼ばれる一方、後者

の問題を取り扱うのは、企業境界に関する資源ベース理論と呼ばれる（e.g., Leiblein, 2003; 

Crook, Combs, Ketchen, and Aguinis, 2013）。 

資源ベース理論は、マーケティング戦略論や経営戦略論に対して大きな影響力を有して

おり、多様な「理論」を生み出す源流となっている。それゆえ、資源ベース理論を広く定義す

れば、そこには、知識ベース理論、コンピタンス理論、ケイパビリティ理論、あるいは、ダ

イナミック・ケイパビリティ理論のような、多様な「理論」が含まれるが、本論は主として、

企業成果の問題を取り扱った Barney（1991）や Peteraf（1993）、それを企業間成果の問題に拡

張した Dyer and Singh（1998）、および、企業境界の問題を取り扱った Conner（1991）、

Langlois and Robertson（1995）、Argyres（1996）、および、Barney（1999, 2002）を中心に概観

する。 

資源ベース理論は、戦略論のみならず、マーケティング・チャネル論の分野においても、

チャネルに関する諸問題に取り組むための有用な分析枠組の一つとして採用されている

（Watson, et al., 2015）。マーケティング・チャネル研究においては、研究領域ないし取り扱わ

                                                   
47 同語反復の問題や部分均衡の問題など、資源ベース“理論”には解決されるべき問題が多いため、それは、

理論ではなく見方や観点に過ぎないという意味を強調して、「資源ベースト・ビュー」という呼称を用い

る研究者もいる（e.g., Priem and Butler, 2001）。しかしながら、近年、資源ベースト・ビューではなく、資

源ベース理論と呼ぶ研究者が増加する傾向にある（Kozlenkova, et al. 2014）。本論は、こうした近年の傾向

に準じて、資源ベース理論という呼称を用いる。 
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れる問題に応じて、異なる種類の資源ベース理論が用いられている。一般的には、第 1 に、

マーケティング・チャネルの選択という研究領域においては、企業境界に関する資源ベース

理論が用いられている。なぜなら、チャネル段階数を決定するという問題は、資源ベース理

論の観点から見ると、垂直的な企業境界を決定するという問題として捉えられうるからで

ある。第 2 に、マーケティング・チャネルの管理という研究領域においては、企業間成果に

関する資源ベース理論が用いられている。なぜなら、売手と買手が協調して関係的成果を高

めるという問題は、資源ベース理論の観点から見ると、企業間資源を保有・活用することに

よって企業間成果を高めるという問題として捉えられうるからである。 

本論の 2 つの研究課題は、それぞれ、マーケティング・チャネルの選択に関する研究（とり

わけ、チャネル段階数に関する研究）、および、マーケティング・チャネルの管理に関する研究（と

りわけ、協調関係論）における課題に対応している。それゆえ、これらの 2 つの研究課題に取

り組むのに際して、企業境界に関する資源ベース理論および企業間成果に関する資源ベー

ス理論は、有用な分析枠組となるであろう。そこで、本章においては、本論の研究課題に取

り組むための分析枠組となりうる資源ベース理論について概観することを目的に設定する。 

この目的に照らして、本章は次のように構成される。まず、第 2 節において、企業成果に

関する資源ベース理論を概観する。次に、第 3 節において、企業成果に関する資源ベース理

論を拡張した、企業間成果に関する資源ベース理論を概観する。続く第 4 節において、企業

境界に関する資源ベース理論を概観する。そして最後に、第 5 節において、本章の締め括り

として、本章の議論を小括した上で、本論の 2 つの研究課題と資源ベース理論の対応関係

を提示する。 

 

第 2 節 企業成果に関する資源ベース理論 

 

 企業成果に関する問題は、マーケティング戦略論や経営戦略論の分野において盛んに議

論されてきた48。当該分野において、資源ベース理論が登場する以前は、Porter（1980）に代

表される産業構造分析が支配的な分析枠組であった。産業構造分析とは、産業の収益性を分

析することによって、高い収益性の産業を見つけ、自社を有利なポジションに位置づけるア

プローチである（久保, 2003c）。産業構造分析は、企業の収益が限界費用に一致してしまうた

め、いずれの企業も超過利潤（正常利潤を超えた利潤）を得られないような完全競争とは異なり、

参入障壁が存在する独占競争に基礎を置いて発展してきた。 

                                                   
48 企業成果を検討するための産業構造分析や資源ベース理論のような、マーケティング戦略論において用

いられる競争戦略の理論については、久保（2003c）を参照のこと。 
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資源ベース理論は、こうした産業構造分析とは異なり、企業特殊的な資源に着目するアプ

ローチである（e.g., Barney, 1991; Peteraf, 1993）。その代表的な研究である Barney（1991）によ

ると、産業構造分析は、第 1 に、ある産業内の企業（あるいは企業グループ）が統制できる資源

は同一であるということ、第 2 に、企業間で資源の異質性が生まれたとしても、その移動可

能性が高い（すなわち、生産要素の取引が容易にできる）ため、異質性はすぐに消失するというこ

とを仮定しているという。Barney（1991）は、これらの 2 つの仮定を緩めて、第 1 に、企業

が統制できる資源は異質的であるという仮定（資源異質性の仮定）、第 2 に、企業間において資

源を移転することは困難であるという仮定（移動困難性の仮定）を採用している。彼は、これら

の仮定の下で、企業が競争優位（競合他社を上回る経済的価値）、とりわけ持続的競争優位を獲得

するためには、如何なる特徴の資源を有する必要があるのかということについて、価値、希

少性、模倣困難性、および、非代替性という 4 つの資源属性を取り上げている。 

第 1 の価値について、資源は、それが効率的ないし効果的な戦略の策定・実行に役立つの

であれば、価値を有すると見なされる。Barney によると、資源の価値は、外生的に決定さ

れる、すなわち、企業が置かれている環境に応じて異なるという。第 2 の希少性について、

資源は、それを保持している現存の競合他社ないし潜在的な競合他社の数が少なければ、希

少性を有すると見なされる。Barney によると、資源の希少性がないならば、すなわち、競

合他社も同一の資源を有しているならば、その資源によって実行可能な戦略を、競合他社も

採用することができるため、企業は競争優位を獲得することができないという。第 3 の模

倣困難性について、資源は、競合他社がそれを獲得することが難しい（すなわち、それを獲得す

るには多大な費用が掛かる）のであれば、模倣困難性を有すると見なされる。Barney によると、

資源が模倣困難性を有するためには、次の 3 つの条件のうちのいずれかが必要であるとい

う。その 3 つの条件とはすなわち、（1）その資源が構築された背景には、企業に特異な歴史

が存在する（歴史的条件）、（2）その資源が構築された因果関係が不明である（因果曖昧性）、およ

び、（3）その資源の構築には、個人間ないし企業間の社会的な関係が存在する（社会的複雑性）、

である。第 4 の非代替性について、ある資源を用いることによって実行可能な戦略が、他の

資源を用いることによっては実行不可能であれば、その資源は、非代替性を有すると見なさ

れる。Barney によると、ある 2 つの資源が類似していても類似していなくても、それを用

いれば同じ戦略が実行可能であれば、それらは戦略的に等価であるという。そして、Barney

は、これらの 4 つの条件を満たす資源を、戦略的資源と呼んでいる。これらの 4 つの条件

は、それぞれの頭文字を取って、一般的に VRIN（Value：価値、Rareness：希少性、Inimitability：

模倣困難性、Nonsubstitutability：非代替性）と呼ばれる（Newbert, 2007）。 
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Barney は後に、第 4 の条件である非代替性について、当該資源を他の資源で代替できな

いというのは、他の資源で模倣できないということに含まれると指摘して、非代替性の条件

を、模倣困難性の条件に含めている（Barney, 1997）。そして、彼は、非代替性に代わる第 4 の

条件として、組織（organization）を挙げている。これは、企業が保有している資源の潜在的価

値を最大限に活用するための組織構造や企業政策・手続きを指している。VRIN のうち、非

代替性の代わりに組織の条件を入れた枠組は、それぞれの頭文字を取って、一般的に VRIO

の枠組と呼ばれている（Kozlenkova, et al., 2014）。以上に用いられたいくつかの用語は、資源

ベース理論における重要な術語であり、それらの定義は図表 4-1 に要約されるとおりであ

る。 

 

図表 4-1 資源ベース理論における用語の定義 

用語 定義 参考文献 

資源 
「戦略を策定・実行するために企業が用いる有形・無形

の資産」（p. 138） 
Barney and Arikan（2001） 

資源異質性 

の仮定 

「戦略的資源は、企業間で不均等に分散している」、あ

るいは、「異なる企業は、戦略的に関連する異なる資源

の束を有している」（p. 317） 

Peteraf and Barney（2003） 

資源移動困難性

の仮定 

企業間で資源を交換する困難性であり、それによって、

異質的な資源の便益が長期に亘って持続する 
Barney and Hesterly（2012） 

価値ある資源 

「企業の純費用を低める、および/または、企業の純収

益を高めるような戦略の策定・実行を可能にするよう

な」資源 

Barney and Arikan（2001） 

希少な資源 数少ない競合企業によって統制されている資源 Barney and Hesterly（2012） 

模倣困難な資源 
競合企業にとって、獲得・構築するのに莫大な費用が掛

かるような資源 
Barney and Hesterly（2012） 

非代替的な資源 
他の資源では実行不可能な戦略を実行することができ

るような資源 
Barney（1991） 

組織 
「資源やケイパビリティの競争的可能性を完全に活用

するために組織化された」（p. 94）企業の政策や手続き 
Barney and Hesterly（2012） 

競争優位 
「製品市場における限界的な（損益分岐点で操業する）競

合他社を上回る経済的価値」（p. 314）の創造 
Peteraf and Barney（2003） 

持続的競争優位 

「産業における限界的企業を上回る経済的価値を創造

し、かつ、他企業がその戦略による便益を模倣不可能

な時」（p. 52）、企業は持続的競争優位を得る 

Barney and Clark（2007） 

Kozlenkova, et al.（2014），p. 4 を加筆修正して本論著者作成。 

 

Peteraf（1993）は、古典的な経済学モデルを用いて、資源ベース理論の主張を次のように

整理している。図表 4-2 には、産業全体と、その産業内に存在する 2 種類の企業、すなわ

ち、高費用企業と低費用企業が示されている。まず、産業について、完全競争市場において

は、供給曲線 S と需要曲線 D が交差する点において、均衡価格 p *が決定される。さらに、

完全競争下にある企業は、利潤を最大化するために、その均衡価格 p *をプライス・テイカー
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として受け入れて、それが限界費用曲線 MC と一致する点において供給量を決定する。よ

って、高費用企業は、均衡価格 p *において供給量を q 1に決定する。こうした企業は、損益

分岐点において操業している企業として見なされる。他方、低費用企業は、優れた生産要素

（資源や能力）を有しているため、高費用企業と同じ生産物でも、それを低費用で生産するこ

とができる。それゆえ、低費用企業の費用曲線は、高費用企業のそれに比して、下方にシフ

トしている。低費用企業は、均衡価格 p *において供給量を q 2に決定する。すると、平均費

用を価格が上回り、図表 4-2 の網掛け部分だけ超過利潤（レント）が生じる。Peteraf（1993）に

よると、この超過利潤は、生産要素市場において優れた生産要素を獲得できているために生

じる利潤であり、一般的にリカードレントと呼ばれるという。 

 

図表 4-2 資源ベース理論とリカードレント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Peteraf（1993）は、こうした低費用企業が存在し、かつ、彼らがリカードレントを維持する

ためには、4 つの条件が必要であると指摘している。第 1 は、資源の異質性である。Peteraf

によると、異なる費用関数を有する企業が存在するためには、そもそも企業間で獲得可能な

生産要素が異なるという条件、すなわち、企業が有する資源が異なるという条件が必要であ

るという。第 2 は、競争に対する事後的制限である。ある資源要素を獲得した後に、その資

源をめぐって競争が生じてしまい、他企業も優れた生産要素を獲得してしまうと、リカード

レントは失われてしまう。Peteraf は、こうした競争を事後的に制限するためには、Barney

（1991）によって取り上げられている資源の模倣困難性や非代替性が必要であると指摘して

いる。第 3 は、移動の不完全性である。Peteraf によると、獲得された資源が、他社に容易

には移転されないという特性がなければ、それが他社に移転してしまうことによって、リカ

ードレントは失われてしまうという。第 4 は、競争に対する事前的制限である。Peteraf に

よると、生産要素市場において、優れた生産要素を獲得するための競争が激しいと、その獲

p* 

q1 q2 

S 

D 

MC 

AC 

AC 

MC 

産業 高費用企業 低費用企業 

Peteraf（1993），p. 181． 
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得のための費用が、優れた生産要素によって得られるリカードレントを相殺してしまうと

いう。 

Barney（1991）と Peteraf（1993）が取り上げた諸概念を整理すると、図表 4-3 のように示し

うるであろう。まず、資源ベース理論の仮定として、企業が有する資源が異質的であるとい

うこと、および、そうした資源を他社に移転するのは困難であるということが挙げられる。

ただし、前者の仮定には、（1）多様な資源の中には、生産物の便益を増大させるか、生産す

る費用を低下させるような価値ある資源が存在するということ、および、（2）そうした価値

ある資源を有している企業は数少ないということが含まれている。これらの仮定の下では、

生産費用関数が相対的に下方にシフトした企業、すなわち、生産物を効率的に生産すること

ができる低費用企業が存在しうる。こうした企業は、（1）価値があり、希少な資源を獲得す

るのにそれほど多大な費用は掛かっておらず（獲得の低費用性があり）、かつ、（2）その資源が模

倣困難性と組織の条件を満たすならば、競合他社が獲得している正常利潤を超えた超過利

潤、すなわち、競争優位を持続的に生み出すことができるであろう。 

 

図表 4-3 資源ベース理論の枠組 

 

 

 

 

 

 

 

  

 以上に概観された資源ベース理論に関する先駆的研究が、マーケティング戦略論や経営

戦略論において登場した後、これらの分野においては、資源ベース理論に依拠した多数の実

証研究が蓄積されており（cf. Kozlenkova, et al., 2014）、こうした実証研究の成果は、Newbert

（2007）および Crook, Ketchen, Combs, and Todd（2008）による体系的なレビューと分析によ

ってまとめられている。一方の Newbert（2007）は、資源ベース理論を援用した 53 本の実証

研究を収集し、それらの研究が導出している仮説の支持・不支持、用いられている説明変数

（資源・能力）や被説明変数（成果指標）、および、採用されている枠組（VRIN、VRIO、あるいは、ダ

イナミック・ケイパビリティの枠組）を調べた。他方の Crook, et al.（2008）は、125 本の実証研究

条件 

低費用企業 

の存在 

仮定 結果 

資源の異質性 

・価値（V） 

・希少性（R） 

資源の 

移動困難性 

事前条件 

（獲得の低費用性） 
持続的競争優位

の創出 
事後条件 

・模倣困難性（I） 

・組織（O） 

Barney（1991）および Peteraf（1993）の議論を参考に本論著者作成。 
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を収集し、資源ベース理論の主要な仮説について、メタ分析を実行した。Newbert（2007）お

よび Crook, et al.（2008）が見出した知見は、図表 4-4 に示されるとおりである。 

 

図表 4-4 Newbert（2007）および Crook, et al.（2008）の知見 

 Newbert（2007） Crook, et al.（2008） 

基本仮説 

・控えめな支持を得ている（53%のテストが支

持されている）。 

・53％という値は、他の経営戦略理論のレ

ビューにおける値と同程度である。 

・強固な支持を得ている（効果量は、統計的に

有意である）。 

資源の基準 

・価値、希少性、模倣困難性の基準を測定

し、それと成果の関係を扱った仮説は、支

持されやすい。 

・価値と模倣困難性の基準を満たす資源を

説明変数に設定した方が、効果量が大き

い。 

枠組 

・VRIN ではなく VRIO ないしダイナミッ

ク・ケイパビリティの枠組に依拠した仮

説は、支持されやすい。 

－ 

成果指標 
・専有可能性に影響を受けない成果指標を

設定した方が、仮説が支持されやすい。 

・専有可能性に影響を受けない成果指標を

設定した方が、効果量が大きい。 

Newbert（2007）および Crook, et al.（2008）の記述より本論著者作成。  

 

注目するべきことに、資源ベース理論に関する実証研究の成果をまとめるために両者が

用いた手法は異なるものの、互いに共通する 3 つの知見を見出している。第 1 に、資源ベ

ース理論の最も基本的な仮説である、戦略的資源が企業成果に正の影響を及ぼすという仮

説は、強固な経験的支持を得ている。第 2 に、戦略的資源の基準たる価値、希少性、およ

び、模倣困難性という概念を測定している場合、あるいは、価値と模倣困難性の基準49を満

たす資源を説明変数に設定している場合の方が、そうでない場合に比して、戦略的資源が企

業成果に正の影響を及ぼすという仮説は、経験的な支持を得やすい。第 3 に、被説明変数と

して用いられるのが、経済的価値を利害関係者（例えば、顧客、株主、従業員）間で分配した後の

成果指標、すなわち、専有可能性に影響を受ける成果指標である場合に比して、分配する前

の成果指標、すなわち、専有可能性に影響を受けない成果指標である場合の方が、戦略的資

源が企業成果に及ぼす仮説は、経験的な支持を得やすい50。また、Newbert（2007）は、これ

らの知見の他に、資源を保有するだけではなく、それを活用するための資源・能力・戦略・組

織構造などを考慮する枠組（VRIO ないしダイナミック・ケイパビリティの枠組）に依拠して導出さ

                                                   
49 実証研究において考慮されるべき資源の基準として、Newbert（2007）は、価値、希少性、および、模倣

困難性の 3 つを取り上げている一方、Crook, et al.（2008）は、価値および模倣困難性の 2 つしか取り上

げていない。この点について、Crook, et al.は、Hoopes, Madsen, and Walker（2003）に倣って、模倣困

難性の基準を満たす資源は、希少性の基準をも満たすため、事実上、価値と模倣困難性という 2 つの基

準を満たすことが重要であると主張している。 
50 経済的価値の専有に関する議論の詳細については、Barney（2001）および Peteraf and Barney（2003）を参

照のこと。 
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れた仮説の方が、そうでない仮説に比して、経験的な支持を得やすいということを見出した。

Newbert（2007）および Crook, et al.（2008）によると、以上に見出された知見は、資源ベース

理論の基本的な論理と整合しているものの、そうした論理を正確に踏まえた上で経験的テ

ストを行っている研究は多くないという。したがって、両者は、資源ベース理論の論理を正

確に踏まえた上で仮説の導出ならびに概念の測定を行うということが、今後の課題として

重要であると指摘している。 

Newbert（2007）および Crook, et al.（2008）によって見出されたように、資源ベース理論は、

その基本的な主張と論理が数多くの経験的テストによって支持されており、それゆえ、企業

成果を探究するための有用な分析枠組であると見なされている。注目するべきことに、こう

した古典的な資源ベース理論が説明対象として想定しているのは、個別企業単体の成果で

あるが、資源ベース理論は、企業成果だけではなく、企業「間」成果を探究する分析枠組とし

ても用いられている。そこで、次節においては、こうした企業間成果の探究のために拡張さ

れた資源ベース理論を概観したい。 

 

第 3 節 企業間成果に関する資源ベース理論 

 

前節において概観された資源ベース理論の分析単位は、個別単体の「企業」であった。それ

ゆえ、当該理論が焦点を合わせてきたのも、個別企業が有する資源であった。しかしながら、

そうした資源だけではなく、二社の企業間関係に埋め込まれた企業間資源も、成果を生み出

す源泉となりうるであろう。例として、製造業者と共同でプライベート・ブランドを開発す

ることによって成功を収めている小売業者の事例を取り上げたい。こうした事例において

は、膨大な消費者データの収集・分析に長けた小売業者の情報力に加えて、長年に亘って製

品の企画・製造に携わってきた製造業者の技術力が組み合わさることによって、はじめてプ

ライベート・ブランドが成功に至っていると考えられる（cf. 戸田, 2011）。したがって、こうし

た事例を分析するのに際しては、個別企業が有する資源（例えば、技術力や情報力）だけではな

く、それらを結合した資源（企業間資源）に焦点を合わせるのが有用であろう。 

こうした事例において観察されるような現象を検討するために、資源ベース理論の知見

を活かし、その分析単位を個別企業に留め置かず、企業間関係に拡張したのが、関係論

（relational view）である51。関係論を提唱した Dyer and Singh（1998）は、産業構造や企業単独

                                                   
51 資源ベース理論の分析単位が個別企業であるのに対して、関係論の分析単位は企業間関係であるため、

関係論を、資源ベース理論とは異なる分析枠組として捉える研究者も存在する（e.g., Lavie, 2006; Mesquita, 

Anand, and Brush, 2008）。しかし、いずれも経営資源や組織能力に着目しているという点において共通し

ているため、多くの研究者たちは、関係論を資源ベース理論に含まれる分析枠組として位置づけている
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の資源によって競争優位が達成されると主張した従来の分析枠組とは異なり、企業間関係

によってこそ競争優位が達成されると主張した。彼らによると、「企業単独では創造するこ

とができず、提携相手同士の特異的な貢献によってのみ創造されうる、取引関係における二

者が共同で生み出す超過利潤」（p. 662）と定義される関係レントを獲得するためには、図表 4-

5 に示されるような、関係特殊資産、知識共有ルーティン、補完的資源、および効果的統御

という 4 つの決定要因が重要であるという。 

 

図表 4-5 関係論の決定要因 

概念 定義 

関係特殊資産 
提携先の企業との取引関係に特定的で、他の取引に用いられると価値が 

低下してしまう資産 

知識共有ルーティン 
専門化した知識の移転、再結合、および、創造を可能にする企業間の

定期的な相互作用のパターン 

補完的資源 
合わせると、それぞれの企業の個々の資産の総和以上の利益を生み出す、 

提携先に特有の資源 

効果的統御 提携先の企業を効率的に管理する方法 

 

第 1の決定要因である関係特殊資産とは、取引費用理論（Coase, 1937; Williamson, 1975, 1985）

に基づく概念であり、提携先の企業との取引関係に特定的で、他の取引に用いられると価値

が低下してしまう資産のことである。Dyer and Singh によると、企業は、関係特殊資産に

投資を行うと、調整費用の低下、垂直的連鎖全体における費用の低下、製品の差別化、欠陥

品数の減少、および、製品開発の迅速化を実現することができるため、関係レントを獲得し

うるという。第 2 の決定要因である知識共有ルーティンとは、「専門化した知識の移転、再

結合、および、創造を可能にする企業間の定期的な相互作用のパターン」（p. 665）のことであ

る。Dyer and Singh によると、企業は、提携先企業と定期的に知識を共有すると、企業成

果を向上させるような新たなアイディアや情報を絶え間なく入手することができるため、

関係レントを獲得しうるという。第 3 の決定要因である補完的資源とは、「合わせると、そ

れぞれの企業の個々の資産の総和以上の利益を生み出す、提携先に特有の資源」（p. 666）のこ

とである。Dyer and Singh によると、企業は、自社と他社の補完的な資源を組み合わせる

と、相乗効果を生み出すことができるため、関係レントを獲得しうるという。第 4 の決定要

因である効果的統御とは、提携先の企業を首尾よく管理する方法のことである。Dyer and 

Singh によると、企業は、効果的統御を設計すると、取引費用を最小化することができるた

                                                   
（e.g., Molina, Dyer, and Singh, 1999; Kozlenkova, et al., 2014）。本論も、後者の研究者たちに倣って、関係論

を、資源ベース理論の応用的な分析枠組として位置づけている。 
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め、あるいは、関係特殊資産、知識共有ルーティン、補完的資源に対する投資のような価値

創造努力を促進することができるため、関係レントを獲得しうるという。 

関係論は、マーケティング・チャネルの管理に関する研究、とりわけ、協調関係論におい

て、有用な分析枠組の一つとして見なされている（e.g., Palmatier, et al., 2007）。なぜなら、協

調関係論の焦点は、製造業者と流通業者が共同して生み出す企業間成果であり、それはまさ

に、関係論によって取り扱われる説明対象であるからである。そのため、マーケティング・

チャネルの管理という研究領域においては、関係論に依拠した実証研究が盛んに行われて

おり、その結果、関係論における 4 つの決定要因が企業間成果を高めうるということが経

験的に見出されている（Jap, 1999; Corsten and Kumar, 2005）。他方、近年の研究は、こうした

実証研究が抱える課題の一つとして、関係論において取り上げられた 4 つの決定要因のう

ちのいずれかのみに着目され、それらが包括的に取り扱われていないということを指摘し

ている（e.g., Skarmeas, et al., 2016; Weber, Bauke, and Raibulet, 2016）。この点について、例えば、

Weber, et al.（2016）は、次のように述べている。 

 

「…我々の知りうる限り、関係論は、主として［4 つの決定要因のうちの］単一の要因の根拠

づけのために用いられるものの、関係論全体を用いた包括的な分析は、未だ抜け落ちてし

まっている。［そもそも］経験的証拠を通して関係論の理解を深化させることを企図した注

目に値する研究の数が少ない上に、［関係論の］枠組全体を取り扱った研究はほとんどない。」 

Weber, et al.（2016），p. 274f., 邦訳および角括弧内加筆は本論著者による。 

 

また、資源ベース理論に依拠したマーケティング研究を包括的に概観した Kozlenkova, 

et al.（2014）は、「交換への資源ベース理論の拡張」と称して、マーケティング研究における関

係論の適用について評価している。彼らによると、関係論は、古典的な資源ベース理論にお

ける 2 つの重要な仮定、すなわち、資源異質性と移動困難性の仮定を保持しているため、資

源ベース理論の拡張的な分析枠組として位置づけられるという。これを踏まえた上で、彼ら

は、古典的な資源ベース理論における VRIO の枠組を関係論に対して適用することによっ

て、企業間資源を活用する組織（O）の要因を特定化することが、今後取り組むべき重要な課

題であると指摘している。 

 以上、企業間成果に関する資源ベース理論、すなわち、関係論に関する研究を概観した。

関係論は、資源ベース理論の拡張的な分析枠組であり、具体的には、個別単体の企業ではな

く、企業間関係に焦点を合わせている。マーケティング・チャネル研究との関連について、
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関係論は、マーケティング・チャネルの管理に関する研究、とりわけ、協調関係論において

有用な分析枠組として採用されてきた。そして、関係論に依拠した既存研究の課題として、

（1）4 つの決定要因が包括的に取り扱われていないということ、および、（2）企業間資源を活

用する要因がほとんど特定化されていないということが指摘されている。 

これまでに概観された資源ベース理論はいずれも、経営資源や組織能力に着目している

だけでなく、その説明対象として企業の成果（企業成果ないし企業間成果）を取り扱っている。

しかしながら、資源ベース理論は、企業の成果のみならず、企業の境界をも説明対象として

取り扱うことができる。そこで、次節においては、こうした企業境界に関する資源ベース理

論を概観したい。 

 

第 4 節 企業境界に関する資源ベース理論 

 

企業成果や企業間成果に関する資源ベース理論とは異なり、企業境界に関する資源ベー

ス理論は、企業はどこまで拡大するのかという活動範囲の問題を取り扱っている。一般的に、

企業が水平的に拡大することは多角化と呼ばれる一方、企業が垂直的に拡大することは垂

直統合と呼ばれており、これらはマーケティング論や経営学における重要なトピックであ

る。とりわけ垂直統合とは、チャネル段階数の減少と同義であるため、垂直統合に関する資

源ベース理論は、マーケティング・チャネルの選択に関する問題の分析枠組として用いられ

ている。したがって、本節においては、企業境界に関する資源ベース理論の中でも、とりわ

け、垂直統合に関する資源ベース理論に焦点を合わせて概観したい。 

企業が垂直統合を行うということは、垂直的な価値連鎖において必要な活動のうち、企業

組織内で行う範囲を拡げて、市場で調達する範囲を狭めるということを意味する。例えば、

製造業者が垂直統合を行って、生産活動に加えて流通活動を行うということは、流通サービ

スの提供という垂直的な価値連鎖において誰でもよいが誰かが行わなければならない活動

を、流通業者（すなわち市場）から調達するのを辞めて、自社（すなわち企業組織）で内製するとい

うことを意味する52。 

こうした垂直統合の問題を取り扱った支配的な分析枠組は、取引費用理論（Coase, 1937; 

Williamson, 1975）である。しかしながら、数多くの研究者たちによって、取引費用理論は、

企業間の能力の差異を考慮してこなかったという点において、限界を抱えていると指摘さ

                                                   
52 このように、流通機能は、卸売業者や小売業者が専有権をもった機能ではなく、生産者や消費者が担う

ことも可能な機能である。流通機能のこうした特徴は、流通論において、流通機能の機関代替性と呼ば

れている（田村, 2001, p. 23）。 
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れている53（e.g., Barney, 1999; Madhok, 2002; 久保, 2003a, 2003b; 髙田, 2009, 2013）。Barney（1999）

は、この点について、次のように言及している。 

 

「［取引費用理論に関する］こうした議論全体において、当該企業と取引相手間の能力の差が

まったく問題にされてこなかったということには注意するべきである。企業境界に関する

伝統的な取引費用分析において、企業能力は、さほど大きな役割を担っていないのである。」 

Barney（1999），p. 140, 邦訳および角括弧内加筆は本論著者による。 

 

このように企業間の能力を同質であると見なす取引費用理論に対して、企業間の能力を

異質であると見なす資源ベース理論は、2 つの重要な仮定を置いている。その仮定とはすな

わち、第 1 は、資源の異質性という仮定であり54、第 2 は、資源の移動困難性という仮定で

ある（cf. Barney, 1991; Peteraf, 1993）。これらの 2 つの仮定は、説明対象が企業成果であるか企

業境界であるかにかかわらず、資源ベース理論が共通して置いている仮定であると言いう

るであろう。これらの 2 つの仮定を踏まえて、企業境界に関する資源ベース理論は、企業

を、企業特殊的な資源の束として捉える（Madhok, 2002）。そして、市場と企業組織を比較す

ると、企業組織は、複数の資源を束ねて、それらの価値をより高めうる一連のルーティン、

社会関係、あるいは、経営プロセスを備えていると見なされる（Crook, et al., 2013）。 

こうした企業観を持つ資源ベース理論において、垂直統合の問題は、新たな資源を獲得・

開発する問題として捉えられる。この問題を取り扱うのに際して、取引費用理論が、市場優

位アプローチを採用して、市場の効率性を重要視するのに対して、資源ベース理論は、企業

優位アプローチを採用して、企業組織の効率性を重要視する（Madhok, 2002）。すなわち、資

源ベース理論は、企業組織をデフォルトの選択肢であると見なして、企業組織で新たな資源

                                                   
53 取引費用理論は、規模の経済性という観点から見て、企業組織より市場の方が優れていると主張してい

る点において、企業の能力を考慮に入れていると見なすこともできる（Argyres, 1996）。しかしながら、資

源ベース論者たちが取引費用理論の限界点として指摘するのは、「能力の差異が規模の経済性ではなく、

規模とは独立した差異から生じる」（Argyres and Zenger, 2012, p. 1644）ということである。換言すれば、す

べての企業が同一の費用曲線を有しており、その費用曲線の下で生産する数量が異なるために生産費用

が異なるのではなく、そもそも企業ごとに費用曲線自体が異なるために生産費用が異なるという点を、

限界点として指摘しているのである（久保, 2003a, p. 120）。 
54 資源ベース理論と同様に、パワー論も、あるいは、その理論的な基礎たる資源依存理論も、企業間で資

源が異質的であるということを仮定している。しかしながら、資源ベース理論と、パワー論ないし資源

依存理論の相違点として、「パワー論は、製造業者と流通業者とが分離して取引を行う状況だけに限定し

た問題設定を行っており、取引がいかなる取引関係によって遂行されるかという、…［資源ベース理論の］

比較制度的視点を欠いている」（久保, 2003a, p. 117）ということが挙げられる。すなわち、パワー論や資源

依存理論は、所有権的に別々の主体間の取引関係における問題を取り扱うものの、企業境界に関する資

源ベース理論は、そもそもある活動を自社で遂行するのか、所有権的に分離した他社に委託するのかと

いう問題を取り扱っている。それゆえ、前者は、チャネルの管理という領域において用いられるものの、

後者は、チャネルの選択という研究領域において用いられる。 
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を獲得・開発することによって便益が得られない場合には、市場が選択されると主張する。

そして、如何なる場合に便益が得られるのかについて、Conner（1991）は、関連性という概念

の重要性を強調して、次のように述べている。 

 

「…［企業］の規模・範囲は、新たな事業活動が当該企業の有する既存の資産基盤に適合する

程度に決定的に依存している。再配置可能な新資源創造・再配置の便益を獲得する機会を提

供し、成長を達成するための機会を継続的に提供するのは、そのような『関連性』である。そ

れゆえ、統合を制限するのは、適合性の欠乏、経営管理に際しての規模と範囲の不経済性、

あるいは、外部から新たなアイディアや観点を獲得することによって得られうる［低水準の］

価値であろう。」 

Conner（1991），p. 140f., 邦訳および角括弧内加筆は本論著者による。 

 

彼女の主張は、次のように要約されるであろう。企業は、ある活動を内製するか外注する

かという意思決定を行う際に、「当該活動に必要な資源」と「自社の既存資源」の関連性に注

目する。そして、両者が関連性を有していれば、企業は、当該活動を統合することによって、

便益を獲得しうる。なぜなら、市場に比して、企業組織は、関連ある複数の資源を束ねるこ

とによって、それらの相乗効果を引き出し、より大きな便益を生み出すことができるからで

ある。逆に言えば、両者が関連性を有していないならば、内部化による便益を期待すること

ができないため、企業は、当該活動を統合せず、市場から調達する。この点において、関連

性は、企業の統合・拡大を駆動する要因である一方、統合・拡大を制限する要因でもあると言

える。 

Conner（1991）による議論の焦点を、「資源間の関連性」ではなく、「関連した資源を有して

いる程度」に移せば、垂直統合の意思決定は、関連資源を、売手と買手のいずれが有してい

るのかを考慮することによって行われると主張しうるであろう。とりわけ、資源ベース理論

は、関連資源の有無を検討する際に、その資源が、戦略的資源（Barney, 1991）であるか否かと

いうことも重要視する。戦略的資源とは、価値があり、希少で、模倣困難な資源のことを指

す。企業成果に関する資源ベース理論においては、こうした戦略的資源こそ、競争優位の源

泉であると主張されてきた（e.g., Newbert, 2007）。企業が垂直統合を行うことによって活動を

内部化するということは、新たな資源を束ねることによって、それに関連する資源を強化す

るということを意味する。それゆえ、関連資源が戦略的資源であれば、垂直統合を行って、

より大きな便益を獲得しうると判断されるものの、そうでなければ、垂直統合を行っても便
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益を獲得しにくいと判断される。したがって、資源が戦略的であるほど、あるいは、戦略的

資源を有するほど、垂直統合を行うと主張されるのである（e.g., Crook, et al., 2013）。 

また、関連資源ではなく、垂直統合の対象となる活動を遂行する能力、すなわち、有能性

の有無に着目する研究も存在する。例えば、Argyres（1996）は、垂直統合の意思決定に関し

て、経営者がしばしば、「我々は、それが得意ではないから、X という活動を行わないのだ」

（p. 130）と述べるように、有能性の有無が垂直統合の意思決定における重要な要因であると

指摘している。そして彼は、定性的なインタビュー調査を通して、製造業者は、供給業者に

比して、製品設計や部品製造を行う有能性を有しているほど、垂直統合（後方統合）を行って

当該活動を自社で行うものの、有能性を有していなければ、垂直統合せずに当該活動を外注

するということを見出した。 

以上のような議論は、当該活動の関連資源、あるいは、当該活動の遂行能力（有能性）を自

社が有していれば、企業は、当該活動を内部化することによって「便益が創出される」という

局面に着目していた。しかしながら、「費用が節約される」という局面に着目して、同様の主

張を展開している研究も存在する（e.g., Langlois and Robertson, 1995; Madhok, 1997）。代表的な

研究として挙げられるのは、Langlois and Robertson（1995）である。彼らは、企業間でケイ

パビリティが異なるという仮定の下で取引を困難化させる費用として、動的取引費用

（dynamic transaction cost）に着目している。動的取引費用とは、「外部サプライヤーにたいし

て、説得、交渉、コーディネーション、そして教示を行う費用」（Langlois and Robertson, 1995, 

p. 35, 邦訳 p. 62）、あるいは、「必要とするときに、必要なケイパビリティをもたないことに起

因する費用」（ibid, p. 35, 邦訳 p. 62）と定義される。Langlois and Robertson によると、企業は、

ある活動を遂行するのに際して、動的取引費用が低い場合には当該活動を外注し、動的取引

費用が高い場合には当該活動を内製するという。そして、彼らは、動的取引費用を高める要

因として、有能性と暗黙知性を取り上げている。一方の有能性について、市場の有能性が低

く、活動を遂行するために必要なケイパビリティが市場から得られない場合、動的取引費用

は高いであろう。なぜなら、企業は、その活動を外注するためには、未開発のケイパビリテ

ィを開発してもらうよう他社を説得しなければならないからである。それゆえ、市場の有能

性が低いほど、動的取引費用が高まるため、企業は活動を内部化する。他方の暗黙知性につ

いて、活動を遂行するために自社の暗黙的な知識を必要とする場合、動的取引費用は高いで

あろう。なぜなら、企業は、その活動を外注するためには、自社の暗黙的な知識を他社に教

育・教示しなければならないからである。それゆえ、知識の暗黙知性が高いほど、動的取引

費用が高まるため、企業は活動を内部化する。 
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以上に概観された Langlois and Robertson によるケイパビリティ理論は、マーケティン

グ・チャネルの選択に関する研究、とりわけ、チャネル段階数に関する研究において、有用

な分析枠組の一つとして採用されており、その主張は経験的なテストによって支持されて

きた（e.g., 久保, 2003b; 髙田, 2013）。 

こうした実証研究は、概念の操作化の問題や経験的テストに際しての測定の問題など、い

くつかの課題を抱えている（cf. Priem and Butler, 2001; 久保, 2011）が、その中でも注目するべ

き課題として、資源の垂直的異質性にのみ着目しているということが挙げられるだろう。始

原の垂直的異質性とはすなわち、垂直的取引相手間の能力差のことを指す。具体的には、例

えば、チャネル段階数に関する研究においては、市場の有能性という概念が取り上げられて

いるが、これは、垂直的な取引相手たる製造業者に比して、流通業者の能力が優れている程

度を指している（e.g., 久保, 2003b; 髙田, 2013）。しかしながら、資源の水平的異質性、すなわ

ち、水平的企業間の能力差も、垂直統合ないしチャネル段階数の意思決定に影響を及ぼすと

考えられる。実際、Barney（2002）は、次のように述べることによって、資源の水平的異質性

が重要であるということを示唆している。 

 

「…企業は自社が競争優位を有する機能群で垂直統合を行うことにより、その競争優位の源

泉が生み出すであろう経済レントを占有することができる。もしも経済レントが企業外部

の事業機能によって生み出される場合、その機能を果たす主体 ――それが個人であれ企業

であれ―― は、自身の行動が生み出す経済レントの幾分かを享受する権利があるはずであ

る。一方、企業が垂直統合によって、経済レントの源泉となる事業機能を自社内部で支配し

ている場合には、その企業は経済レントのはるかに大きな割合を占有することができる。」 

Barney（2002），p. 280, 邦訳 p. 32． 

 

Barney の主張は、次のように要約されるであろう。製造業者が、水平的競合他社に比して、

競争優位の源泉となるような優れた事業や、その事業を行う優れた資源を有している際に、

その事業に必要な調達活動ないし流通活動を外注してしまうと、取引相手にも便益を分け

与えなければならないため、獲得可能な便益を減じてしまう可能性がある。それゆえ、この

ような状況においては、自社で当該活動を遂行することが効果的である。彼の主張において

注目するべき点は、垂直的取引相手間の能力差だけではなく、水平的企業間の能力差も、垂

直統合の意思決定に影響を及ぼすと示唆しているという点である。換言すれば、企業は、資



第 4 章 マーケティング・チャネル研究における資源ベース理論 

86 

源の垂直的異質性のみならず、資源の水平的異質性をも考慮に入れることによって、垂直統

合の意思決定を行うということである。 

他方、マーケティング・チャネルに関する既存研究においても、製造業者が資源の水平的

異質性を考慮して、マーケティング・チャネルの選択を行うということが示唆されている。

例えば、Rosenbloom（2012）は、次のように述べている。 

 

「差別的優位性は、近年、持続的競争優位とも呼ばれているが、市場において企業が、競合

他社よりも優位な地位を獲得することを指す。その場所を確保することによって、企業は、

自社の強みを用いることができ、そして、長期的（持続的）に、競合他社よりも上手く顧客の

需要を満たすことができる。企業が利用可能な資源や主要な機能活動はすべて、差別的優

位性を生み出すことに貢献する。…チャネル選択は、差別的優位性を獲得するための一要

素ではあるが、非常に重要な要素である。」 

Rosenbloom（2012），p. 162, 邦訳は本論著者による。 

 

Rosenbloom は、企業は、競合他社に比べて優れた自社の強みを活用するために適切なチャ

ネル選択を行うことによって、競争優位を達成しうるということを示唆している。それゆえ、

垂直統合の意思決定を行う際に、資源の垂直的異質性のみならず、資源の水平的異質性をも

考慮に入れるという Barney（2002）の示唆は、マーケティング・チャネル選択の意思決定にお

いても適用されうるであろう。 

以上、企業成果ではなく、企業境界の問題を取り扱った資源ベース理論を概観した。その

中でも、垂直統合に関する資源ベース理論は、資源の垂直的異質性が、企業境界を決定する

重要な要因であると主張してきた。しかしながら、既存研究の課題として、資源の水平的異

質性を考慮に入れていないということが指摘された。次節においては、本章の締めくくりと

して、本論で概観された資源ベース理論の主張と課題を要約すると共に、本論の研究課題と

資源ベース理論の対応関係について提示したい。 

 

第 5 節 小括 

 

 本章においては、本論が分析枠組として依拠する資源ベース理論について概観した。資源

ベース理論は、マーケティング戦略論ないし経営戦略論において、それまでの主たるアプロ

ーチであった産業構造分析とは異なり、資源の異質性を仮定することによって、企業成果を

探究する分析枠組として登場した。企業成果に関する資源ベース理論は、いくつかの課題を
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抱えているものの、多数の実証研究によって強固な経験的支持を得ている。また、資源ベー

ス理論は、分析単位を企業から企業間関係に変更することによって、企業間成果に関する資

源ベース理論、すなわち、関係論として拡張されている。関係論の基本的な主張は、4 つの

決定要因たる企業間資源が、企業間成果を高めるということである。こうした主張は、マー

ケティング・チャネル論、とりわけ、協調関係論における実証研究によって経験的な支持を

得ている。しかしながら、既存研究は、（1）その大半が 4 つの決定要因を包括的に取り扱っ

ておらず、（2）企業間資源を活用する要因をほとんど特定化できていないという課題を残し

ている。 

 他方、資源ベース理論は、企業境界に関する問題を取り扱うための分析枠組としても用い

られている。その中でも、垂直統合の問題を取り扱う資源ベース理論は、マーケティング・

チャネルの選択問題と密に関連しているため、有用な分析枠組であると見なされている。マ

ーケティング・チャネル論において、資源ベース理論に依拠した既存研究は、製造業者と流

通業者の能力差、すなわち、資源の垂直的異質性が、垂直統合の意思決定に影響を及ぼすと

いうことを見出してきた。しかしながら、こうした既存研究は、資源の水平的異質性を考慮

に入れていないという課題を残している。 

本論は、以上のように要約される資源ベース理論を、前章において抽出された 2 つの研

究課題に取り組むための分析枠組として用いたい。図表 4-6 に示されるとおり、具体的に

は、第 1 の研究課題、すなわち、便益最大化という観点からデュアル・チャネル選択要因を

探究するという課題に対しては、企業境界に関する資源ベース理論が分析枠組として用い

られる一方、第 2 の研究課題、すなわち、デュアル・チャネルが企業間成果に及ぼす影響を

探究するという課題に対しては、企業間成果に関する資源ベース理論（関係論）が分析枠組と

して用いられる。両者とも、それぞれの研究課題の中で取り扱われる説明対象に適合した資

源ベース理論が、分析枠組として採用される。 

 

図表 4-6 本論の研究課題と資源ベース理論の対応関係 

 実証研究Ⅰ 実証研究Ⅱ 

研究課題 デュアル・チャネル選択要因の探究 
デュアル・チャネルが企業間成果に及ぼす

影響の探究 

分析枠組 
企業境界に関する資源ベース理論 

（垂直統合に関する資源ベース理論） 

企業間成果に関する資源ベース理論 

（関係論） 

資源ベース
理論の課題 

・水平的な異質性の考慮 
・企業間資源を活用する要因の特定化 

・4 つの決定要因の包括的な考慮 
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本章に続く第 5 章および第 6 章においては、それぞれ、実証研究Ⅰおよび実証研究Ⅱと

題して、資源ベース理論に依拠した概念モデルの構築ならびに新仮説の提唱、そして、その

経験的なテストが行われる。無論、実証研究Ⅰおよび実証研究Ⅱの主たる目的は、前章で抽

出されたマーケティング・チャネル研究における課題を克服することである。しかしながら、

本論は、その下位目的として、それぞれの実証研究に用いられる資源ベース理論が抱える課

題をも克服するということを設定している。こうした試みによって、本論は、マーケティン

グ・チャネル研究のみならず、資源ベース理論への貢献をも期待しうるであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 5 章 実証研究Ⅰ：デュアル・チャネル選択要因の探究 

89 

 

 第 5 章 実証研究Ⅰ： 

デュアル・チャネル選択要因の探究 
 

 

第 1 節 問題意識 

 

マーケティング・チャネルの選択に関する研究は、古くから、製造業者は統合チャネルと

独立チャネルのいずれを選択するのかという問題に取り組むことを重要視してきた。その

理由は、第 1 に、統制力や費用などの特徴が大きく異なる両チャネルのうち、製造業者はい

ずれを選択するのかという問題が、最も基本的かつ本質的な問題であると見なされてきた

伝統が存在するためである（e.g., Aspinwall, 1962; Miracle, 1965）。第 2 に、この問題が、取引費

用理論（Coase, 1937; Williamson, 1975）によって取り扱われる問題（すなわち、取引費用を節約する

ために、取引主体は市場と企業組織のいずれを選択するのかという問題）と非常に整合的であったため

である。これまで、この問題に取り組んだ研究は、経済学や心理学のような隣接諸分野の知

見を取り入れながら、豊富な知見を産出することに成功してきた（e.g., Bucklin, 1966; John and 

Weitz, 1988; Weiss, et al., 1999）。 

しかしながら、現実世界に目を向けると、数多くの製造業者が、統合チャネルと独立チャ

ネルのうちの一方ではなく双方を選択している。実際に、例えば米国においては、実に半数

以上の製造業者が、統合チャネルと独立チャネルの双方、すなわち、デュアル・チャネルを

選択しているということが報告されている（Sa Vinhas and Anderson, 2005）。それゆえ、製造業

者は統合チャネルと独立チャネルのいずれを選択するのかという従来の問題とは異なり、

製造業者はシングル・チャネル（統合チャネルのみ、あるいは、独立チャネルのみ）とデュアル・チャ

ネルのいずれを選択するのかという問題に取り組む研究が隆盛してきた（e.g., Dutta, et al., 

1995; Mols, 2000; Sa Vinhas and Anderson, 2005; Kabadayi, 2008, 2011）。 

 こうした既存研究は主として、デュアル・チャネルの選択要因を探究する際に、取引費用

理論（Coase, 1937; Williamson, 1975, 1985）やコンフリクト論に依拠してきた。取引費用理論に

依拠した既存研究は、例えば、資産特殊性が高い時に、製造業者はデュアル・チャネルを選

択すると主張している。なぜなら、独立チャネルだけを用いるのではなく、部分的に統合チ

ャネルを併せて用いることを通して、「いざとなれば、独立チャネルをすべて統合チャネル

に置換する」というシグナルを発することができ、製造業者は、そのシグナルによって流通
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業者から足元を見て交渉される（ホールドアップされる）のを防ぐことができるからである（e.g., 

Dutta, et al., 1995）。換言すれば、製造業者は、デュアル・チャネルを選択してシグナルを発信

することによって、流通業者の機会主義的行動（Williamson, 1975）に伴う取引費用を節約しう

るのである。他方、コンフリクト論に依拠した既存研究は、例えば、市場異質性が大きい時

に、製造業者は、デュアル・チャネルを選択すると主張している。なぜなら、企業規模やカ

スタマイズ・サービスへの要求水準が顧客間で異なれば、統合チャネルと独立チャネルは標

的にする顧客を異なるものにすることができるため、製造業者は、チャネル間対立に直面し

にくく、それゆえ、チャネル間対立の緩和費用を節約しうるからである（e.g., Sa Vinhas and 

Anderson, 2005）。 

このように既存研究は、デュアル・チャネルの選択に関する研究の前進に多大な貢献を成

していると考えられる一方、重要な課題を残していると指摘しうるであろう。それは、デュ

アル・チャネルが選択される動機として、機会主義的行動に伴う取引費用節約や、チャネル

間対立の緩和費用節約など、費用最小化にのみ着目してしまっているということである。し

かしながら、デュアル・チャネルが選択される動機としては、便益を最大化したいというこ

とも考えられるであろう。より具体的には、一方で流通業者の資源を利用するために独立チ

ャネルを用いて、他方で自社の資源を活用するために統合チャネルを用いるべく、デュア

ル・チャネルを選択したいという製造業者の動機も考えられる。既存研究によると、デュア

ル・チャネルの選択に関する理解を深化させるためには、これまでとは異なる観点から、そ

の選択動機を探究することが必要不可欠であるという（Mols, 2000）。それゆえ、資源活用に

よる便益最大化という観点から、デュアル・チャネルの選択要因を探究することは、極めて

重要な課題であると指摘しうるであろう。 

こうした既存研究の課題を克服するために注目されるのが、資源ベース理論である。資源

ベース理論は、企業が有する資源の異質性に基づいて、企業成果（e.g., Barney, 1991; Peteraf, 

1993）や企業境界（e.g., Langlois and Robertson, 1995; Argyres, 1996; Barney, 1999, 2002）を説明・予

測する理論である。資源ベース理論の特徴として、取引費用理論やコンフリクト論とは異な

り、費用の最小化ではなく、資源の保有・活用による便益最大化に着目しているということ

が挙げられる。したがって、資源ベース理論は、デュアル・チャネルが選択される動機とし

て便益の最大化を考慮できていないという既存研究の課題を克服しうる分析枠組であると

見なされるであろう。 

そこで実証研究Ⅰにおいては、資源ベース理論に依拠して、デュアル・チャネルの選択要

因を探究する。さらに、実証研究Ⅰの下位目的として、企業境界に関する資源ベース理論の
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課題を克服することを設定している。その課題とは、垂直統合の意思決定に際して、水平的

異質性の役割が考慮されていないということである。この課題を克服するために、実証研究

Ⅰにおいては、チャネル選択の意思決定が、製造業者と流通業者間の垂直的異質性のみなら

ず、製造業者と競合他社間の水平的異質性をも考慮することによって行われるということ

を、理論的・経験的に吟味する。したがって、実証研究Ⅰに取り組むことは、デュアル・チャ

ネルの選択に関する研究のみならず、資源ベース理論に関する研究の前進にも寄与しうる

と期待されるであろう。 

 

第 2 節 仮説提唱 

 

2-1. 概念モデルの構築 

企業境界に関する資源ベース理論によると、企業は、自社が優れた資源を保有していれば、

それを活用するために活動を内製し、そうでなければ活動を外注するという（e.g., Argyres, 

1996; Barney, 1999, 2002）。したがって、資源ベース理論に依拠したマーケティング・チャネル

研究は、自社資源とチャネル・メンバーが保有する資源に着目した上で、概して企業は、自

社が優れた資源を有していれば統合チャネルを選択し、他のチャネル・メンバーが優れた資

源を有していれば独立チャネルを選択するということを理論的・経験的に検討してきた（e.g., 

久保, 2003b; 髙田, 2013）。こうした既存研究は主として、チャネル選択の意思決定は、製造業

者と流通業者間の能力差、すなわち、垂直的異質性を考慮することによって行われると主張

してきたのである。 

 しかしながら、前章において議論されたように、企業は、垂直的異質性のみならず、水平

的異質性をも考慮することによって、チャネル選択の意思決定を行うであろう。換言すれば、

企業は、製造業者と流通業者の能力差だけではなく、製造業者と水平的競合他社の能力差を

も考慮することによって、適切なチャネルを選択しようとするであろう。なぜなら、マーケ

ティング・チャネルを選択する際に、競合他社に対する自社の強みを考慮することは、製造

業者にとって競合他社に対する優位性を確保する有用な手段になりうるからである

（Rosenbloom, 2012）。したがって、実証研究Ⅰにおいては、既存の資源ベース理論の分析枠組

を拡張して、垂直的異質性のみならず、水平的異質性をも考慮に入れた概念モデルを構築す

る。 

 ただし、注意するべきことに、実証研究Ⅰにおいて想定されるのは、垂直的異質性が考慮

された後に、水平的異質性が考慮されるような意思決定フローである。すなわち、製造業者

は、自社－流通業者の能力差を考慮した後に、自社－競合他社の能力差を考慮することによ
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って、適切なチャネルを選択しようとすると想定される。垂直的異質性が優先的に考慮され

る理由は、如何なる場合においても、製造業者が流通活動の専門家たる流通業者を度外視し

て、適切なチャネルを選択するということはできないからである。この点において、既存研

究が主として、水平的異質性ではなく、垂直的異質性に着目してきたのは妥当であると指摘

しうるであろう。以上のようなチャネル選択の意思決定フローは、図表 5-1 のように示すこ

とができる。このフローに従えば、製造業者は、次のようにチャネル選択を行うと解釈しう

るであろう。まず、製造業者は、垂直的異質性を考慮し、流通業者に比べて自社の方が優れ

た資源を保有しているならば、自ら流通活動を行うために統合チャネルを選択する。それに

対して、流通業者の方が優れた資源を保有しているケースにおいて、当該企業は、流通活動

を自社で行う特別な理由がないため、独立チャネルを選択する。ただし、このケースにおい

て、当該企業は、水平的異質性を考慮して、もし、競合他社に比べて自社の方が優れた資源

を保有しているならば、その自社資源を活用するために独立チャネルに加えて統合チャネ

ルを併用する、すなわち、デュアル・チャネルを選択する。 

 

図表 5-1 実証研究Ⅰにおいて想定されるチャネル選択の意思決定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上を踏まえて、実証研究Ⅰの概念モデルは、図表 5-2 のように構築される。この概念モ

デルにおいて、具体的な資源要因としては、まず、垂直的に異質な資源として、製造業者に

比しての流通業者の有能性を取り上げる。これは、チャネル選択において重要な役割を占め

るため、既存研究においてしばしば着目されてきた概念である（e.g., 久保, 2003b; 髙田, 2013）。

次に、水平的に異質な資源として、競合他社に比しての製造業者の情報資源および評判資源

を取り上げる。これら 2 つの資源要因はいずれも、市場ベース資産と呼ばれる種類の資源
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であり、資源ベース理論に依拠したマーケティング研究において重要視されてきた概念で

ある（e.g., Srivastava, Shervani, and Fahey, 1998; Kozlenkova, et al., 2014）。流通機能の中には、競

合他社や顧客の情報を収集する、あるいは、顧客に情報を発信して評判を構築するというこ

とが含まれうるため、それら 2 つの資源は、流通活動に関連した資源と見なされうる。図表

5-2 に示されるように、実証研究Ⅰの概念モデルは、流通業者の有能性と製造業者の情報資

源の交互効果、および、流通業者の有能性と製造業者の評判資源の交互効果が、デュアル・

チャネルの選択に影響を及ぼすということを表している。次項においては、これらの交互効

果仮説について検討したい。 

 

図表 5-2 実証研究Ⅰの概念モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2. 有能性と情報資源に関する仮説 

資源ベース理論に依拠すると、製造業者に比して、流通業者の方が、流通活動を遂行する

有能性が高いケースにおいては、製造業者にとって、流通活動を外部化して、流通業者に任

せる方が効率的であろう（e.g., Barney, 2002）。なぜなら、有能性が高い企業の方が、流通活動

を、より首尾よく、あるいは、より低コストで行うことができるからである（e.g., Argyres, 

1996）。 

しかしながら、このケースにおいて、競合他社に比べて情報資源の大きい製造業者は、独

立チャネルのみならず、統合チャネルを併用するだろう。ただし、情報資源とは、顧客や競

合他社に関する有用な情報のことを指す（e.g., Morgan, Vorhies, and Schlegelmilch, 2006）。情報

収集に際して、企業は、基盤となる情報が多くなるほど情報や知識の吸収能力が高くなり、

新たな情報を効率的かつ効果的に入手することができる（Cohen and Levinthal, 1990）。それゆ

え、競合他社に比べて情報資源の大きい製造業者にとって、統合チャネルを用いて顧客の需

要や行動に関する情報を直接収集することは、競合他社に比べて高い成果を獲得するため

の手段になりうる。一方、競合他社に比べて情報資源の小さい製造業者にとって、統合チャ

製造業者の情報資源 
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ネルを用いたとしても、首尾よく情報を収集することができないため、それは競合他社に比

べて高い成果を獲得するための手段にはなりにくい。以上の議論より、自社に比べて流通業

者の有能性が高いケースにおいて、競合他社に比べて自社の情報資源が大きいほど、製造業

者は、デュアル・チャネルを選択すると考えられるであろう。したがって、次の仮説を提唱

する。 

 

仮説 1 流通業者の有能性が大きい時に、製造業者の情報資源が大きいほど、製造業者は、

デュアル・チャネルを選択する。 

 

2-3. 有能性と評判資源に関する仮説 

前項において議論されたように、資源ベース理論によると、製造業者に比して、流通業者

の方が、流通活動を遂行する有能性が高いケースにおいては、製造業者にとって、流通活動

を外部化して、流通業者に任せる方が効率的であろう（e.g., Barney, 2002）。なぜなら、有能性

が高い企業の方が、流通活動を、より首尾よく、あるいは、より低コストで行うことができ

るからである（e.g., Argyres, 1996）。 

しかしながら、このケースにおいて、競合他社に比べて評判資源の大きい製造業者は、独

立チャネルのみならず、統合チャネルを併用するだろう。ただし、評判資源とは、顧客やチ

ャネル・メンバーが焦点の企業に対して有している好ましい評価のことを指す（Srivastava, et 

al., 1998）。競合他社に比べて評判資源の大きい製造業者にとって、自社製品を流通させる際

に、統合チャネルを用いて自社ないし自社製品の評判を維持することは、競合他社に比べて

高い成果を獲得するための手段になりうるであろう。他方、競合他社に比べて評判資源の小

さい製造業者にとって、統合チャネルを用いたとしても、維持すべき評判が形成されていな

いため、それは競合他社に比べて高い成果を獲得するための手段にはなりにくい。以上の議

論より、自社に比べて流通業者の有能性が高いケースにおいて、競合他社に比べて自社の評

判資源が大きいほど、製造業者は、デュアル・チャネルを選択すると考えられるであろう。

したがって、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 2 流通業者の有能性が大きい時に、製造業者の評判資源が大きいほど、製造業者

は、デュアル・チャネルを選択する。 
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第 3 節 調査方法 

 

3-1. 調査設計 

実証研究Ⅰは、特定の製造業者が生産している特定製品のチャネル構造に着目している。

これに関する意思決定は、企業単位あるいは事業部単位（戦略的事業単位）で行われるため、実

証研究Ⅰの分析単位は、企業ないし事業部である。焦点の変数（例えば、チャネル構造、情報資

源、評判資源）に関する企業ないし事業部ごとのデータを、2 次データによって収集すること

は困難である。それゆえ、仮説をテストするために、質問紙郵送による調査法を用いて、1

次データを収集した55。 

 

3-2. データの収集 

調査は、2016 年 9 月に行われた。調査対象は、生産財を取り扱っており、かつ、国内販

売を行っている日本の製造業者である。サンプリングフレームは、「日経 NEEDS」（日本経済

新聞社）に記載されている機械、電子機器、精密機器、化学、あるいは、非鉄金属・金属製品

の 5 つの業種に属する東証一部ないし二部上場企業全 677 社であった。この中から、（1）主

に生産財ではなく消費財を取り扱っている企業、（2）製造業ではなく卸売業や加工業を主力

とする企業、（3）取り扱っている製品の大半が海外販売（輸出）である企業、および、（4）買収、

合併、倒産などによって現存していない企業を除外した。除外されなかった企業については、

「D-VISION NET」（ダイヤモンド社）および各企業の Web サイトを参照しながら、調査対象部

門（典型的には営業部門やマーケティング部門）を選定した56。その際に、（1）事業部制ないしカン

パニー制を採用している企業については、事業部ないしカンパニーを送付先として選定し、

（2）持株会社（HD 企業）については、当該企業が完全所有している事業子会社を送付先として

選定した。以上の手続きを踏まえて、507 社 1,000 部門を調査対象として選定した。これら

の部門に、カバーレター、調査票、および、料金後納の返信用封筒を含む封筒を郵送した。

カバーレターと調査票には、次の 3 点が明記された。すなわち、（1）本調査の目的は学術研

究であり、回答内容は外部に漏洩しないということ、（2）各企業において流通・販売に従事し

                                                   
55 調査は、慶應義塾学事振興資金（旧大学院高度化推進費）の補助を受けて行われた。 
56 マーケティング・チャネルに関する意思決定には、様々な部門に属する人間がかかわっており、この意思

決定を主としていずれの部門が行っているのかは、企業ごとに異なっている（Rosenbloom, 2012）。例えば、

日本国内の消費財企業を対象に行われた調査では、チャネルに関する意思決定の約 50％を営業・販売部

門が、約 25％を広告・マーケティング部門が、残りの約 25％をその他の部門が担っていると報告されて

いる（山下・福冨・福地・上原・佐々木, 2012, p. 186）。本論は、生産財企業に対する事前インタビューに基づい

て、生産財企業においても、典型的には、営業・販売部門やマーケティング部門（ないし、同機能を有する企

画部門）が、チャネルに関する意思決定の大部分を担っているということを確認した。したがって、本調

査においては、こうした部門が送付先対象として選定された。 



第 5 章 実証研究Ⅰ：デュアル・チャネル選択要因の探究 

96 

た経験のある方に回答を依頼しているということ、および、（3）（本調査への協力を動機づけるた

めに）氏名と連絡先を記入した回答協力者には後に本調査の結果レポートを送付するという

こと、である。調査票を発送してから 2 週間後に、調査票の返送を促すための督促状を発送

した。また、調査票を紛失した回答候補者は、督促状に記載された URL から本調査専用の

Web サイトにアクセスして、本調査と同一の質問に回答するよう求められた。なお、実際

に用いられた調査票は、巻末の補録 A に記載されている。 

回収された調査票は 273 票であり57、回収率は 27.3％であった。27.3％という回収率は、

同様の調査を実施した研究（e.g., Wuyts and Geysken, 2005; Kabadayi, 2011）と比べて充分に高い

値である。273 票のうち、（1）回答拒否として返送された 4 票、（2）消費財について回答し

ている 3 票、（3）回答者が情報提供者の規準を満たしていない 9 票、および、（4）欠損値を

含む 18 票の合計 34 票は、分析に用いることができないと判断された。これらを除いた有

効票は 239 票（有効回答率は 23.9％）であった。回答に際して念頭に置くよう求められた主力

製品のカテゴリーに基づくと、これら 239 部門が属する業種は、機械が 85 部門（35.6％）、

化学が 72 部門（30.1％）、電気機器が 48 部門（20.1％）、金属製品が 34 部門（14.2％）であった。

また、主力製品の販売について、統合チャネルと独立チャネルによる売上比率は、これら

239 部門ごとに大きく異なっていた。実証研究Ⅰにおける 239 のサンプルの特徴は、図表

5-3 に要約されるとおりである。 

 

図表 5-3 サンプルの特徴（実証研究Ⅰ） 

業種 企業規模（十億円）※ 統合チャネルの売上比率（％） 

機械 35.6％ ～  24 20.5％ 100 ～ 91 22.6％ 

化学 30.1％ 25 ～  49 16.3％ 90 ～ 71 19.7％ 

電気機器 20.1％ 50 ～ 100 14.2％ 70 ～ 51 13.4％ 

金属 14.2％ 100 ～ 499 21.3％ 50 ～ 31 9.2％ 

   500 ～ 999 14.2％ 30 ～ 11 13.8％ 

  1000～ 13.4％ 10 ～  0 21.3％ 

企業勤続年数（年）※ 部門勤続年数（年） 肩書※ 

   ～  9 12.2％ ～  3 12.7％ 社長、常務、本部長 11.4％ 

10 ～ 19 20.3％ 4 ～  9 29.7％ 部長 34.7％ 

20 ～ 24 16.5％ 10 ～ 14 16.1％ 次長、課長 38.6％ 

25 ～ 29 20.3％ 15 ～ 19 11.0％ 係長、主任 11.0％ 

30 ～ 40 19.4％ 20 ～ 25 11.4％ その他 4.2％ 

40 ～ 11.4％ 25 ～ 19.1％   

※…端数処理によって、構成比の合計値が 100％になっていない項目を表す。      

 

                                                   
57 なお、273 票のうちの 2 票は、督促状が発送された後、本調査専用の Web サイトを通して収集された。 
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3-3. 情報提供者の確認 

実証研究Ⅰは、製品の流通・販売に関する意思決定に焦点を合わせているため、前述した

とおり、自社製品の流通・販売に従事した経験のある者に本調査の回答を依頼した（cf. Camp-

bell, 1955）。さらに、実際の回答協力者が適切な情報提供者としての資質を有しているか否

かの確認（キーインフォーマントチェック）を事後的に行うために、調査票において、製品の流通・

販売に関する回答協力者の知識・経験水準を測定する質問項目を 2 つ設定しておいた。これ

らの質問項目には、意味差判別法（セマンティック・ディフェレンシャル法）を用いて、各質問に対

して 7 段階のうちから 1 つを選択するよう求めた（7：よく知っている～1：よく知らない、および、

7：携わった経験がある～1：携わった経験がない）。同様の調査を実施した既存研究（e.g., Kumar, 

Heide, and Wathne, 2011）に倣って、これらの質問項目に対して 4 未満の値を付けた 9 人は、

サンプルから除外した。 

除外されなかった回答協力者について、知識水準の平均値は 5.95（標準偏差は 1.08）、経験

水準の平均値は 5.92（標準偏差は 1.29）であった。また、企業における勤続年数の平均値は 23.4

年（標準偏差は 9.8）、事業部（部門）における勤続年数の平均値は 13.5年（標準偏差は 10.2）であり、

大半の回答協力者が常務、部長、次長、あるいは、課長などの上級職に就いていた。こうし

た情報提供者の知識・経験水準は、既存研究における情報提供者の知識・経験水準と比べて

充分に高い値を示している58（e.g., Kabadayi, et al. 2007; Fürst, Leimbach, and Prigge, 2017）。以

上より、本調査の回答協力者は、自社の流通・販売に関する知識と経験を充分に有している

ため、適切な情報提供者としての資質を具えていると判断しうるであろう。 

 

3-4. 無回答バイアスとコモンメソッドバイアスの検定 

 無回答バイアスについて、2 つの方法を用いて検定を行った。まず、Armstrong and Over-

ton（1977）の方法に準じて、調査票の発送から回収までに要した日数に応じてサンプルを 2

つのグループに分類した上で、両グループの回答の平均値を比較した。第 1 のグループ、す

なわち、早期回答者グループは、督促状が発送される以前に調査票を返却した回答協力者の

グループ（N = 169）であり、第 2 のグループ、すなわち、後期回答者グループは、督促状が発

送された以後に調査票を返却した回答者のグループ（N = 100）であった。Armstrong and 

                                                   
58 ただし、本調査の情報提供者について、既存研究と比較すると、（1）知識・経験水準に関する質問項目の

平均値は若干低い傾向にある一方、（2）企業・事業部における勤続年数は高い傾向にある。（1）について、

他国に比べて日本人は、調査における質問に回答する際に、極端な値（例えば、7 点法における 7 や 1）を避

けて中間的な値（例えば、7 点法における 4）を回答する傾向にある（Chen, Lee, and Stevenson, 1995）。それゆ

え、充分な知識・経験を有していたとしても、極端な値を避ける回答者が多かったのではないかと推察す

ることができる。他方、（2）について、日本企業の雇用慣行の一つとして、終身雇用制（ないし長期的雇用

制）を採用する企業が多いということが原因であると考えられる。 
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Overton（1977）によると、後期回答者は、無回答者と似たような特徴を有しているため、無

回答バイアスが生じているならば、早期回答者グループと後期回答者グループの間に差が

見出されるという。分析のために設定された被説明変数、説明変数、および統制変数につい

て、多変量分散分析（MANOVA）を用いて両グループの平均値を比較した（cf. Frazier and Lassar, 

1966; Mols, et al., 2012; Richey, Tokman, and Dalela, 2010）。その結果、両グループ間に有意な差

は確認されなかった（Wilks’ Lambda = 0.98, Pillai’s Trace = 0.02, Hotelling-Lawley Trace = 0.02, Roy’s 

Greatest Root = 0.02, いずれにおいても p = 0.77）。 

 次に、調査票が発送された 1,000 部門のうち、調査票を返却した部門のグループ（N = 273）

の年間売上高と、返却しなかった部門のグループ（N = 727）の年間売上高を比較した（cf. Sa 

Vinhas, Heide, and Jap, 2012）。t 検定の結果、両者の間に有意な差は確認されなかった（t = 0.58, 

p = 0.56）。以上の分析結果は、本調査において、無回答バイアスが重大な問題ではないとい

うことを示唆している。 

コモンメソッドバイアスについても、2 つの方法を用いて検定を行った。まず、Harman

の単一因子検定を行うために、回転なしの探索的因子分析を行った。分析の結果、固有値が

1 以上の因子が 5 つ抽出され、第 1 因子によって説明できる分散は、20.4％という低い値に

留まった。次に、Lindell and Whitney（2001）の MV（marker-variable）法による検定を行った。

具体的には、用いられた変数群の中で他の変数と最も相関が低い変数を MV に設定した上

で、MV を統制した偏相関係数と、統制していない相関係数を比較した。その結果、両者の

間で係数や有意性はほとんど変わらなかった。以上の分析結果は、本論において、コモンメ

ソッドバイアスが重大な問題ではないということを示唆している。 

 

3-5. 測定方法 

コモンメソッドバイアスを軽減する事前対策として、回答者が質問項目に適切に回答で

きるように、調査票を設計する段階において、実務家からもらった指摘を反映した質問項目

を使用するという方法を採用した。コメントの協力者は、電気機器、化学、機械などの製造

業に従事する合計 8 名の実務家であった。これらの実務家には、実際に調査票のすべての

質問に回答してもらいながら、回答することが困難な質問項目を指摘してもらった。そして、

そうした指摘を参考にして、修正された質問項目を本調査において使用した。 

質問に回答する際には、各企業ないし事業部の主力製品を 1 つ想定してもらった上で、

その製品の販売経路（ないし商流）について回答してもらった。実証研究Ⅰにおいて用いられ
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る被説明変数、説明変数、および統制変数の具体的な質問項目は図表 5-4 に、記述統計量お

よび相関係数は図表 5-5 に示されるとおりであった。 

 

被説明変数 

被説明変数として用いられたのは、「デュアル・チャネルダミー」である。この変数は、次

のように作成された。まず、回答協力者には、統合チャネルと独立チャネルによる主力製品

の売上比率を回答してもらった。ただし、統合チャネルとは、自社営業部隊ないし半数以上

の資本（株式）を有する系列子会社と定義され、独立チャネルとは、独立した商社ないし販売 

 

図表 5-4 構成概念と質問項目（実証研究Ⅰ） 

構成概念と質問項目 FL / VIF 

流通業者の有能性（cf. 髙田, 2013） 

＜7：数多く存在する～1：ほとんど存在しない＞［α = 0.90, CR = 0.90, AVE = 0.74, HSV = 0.06］ 
 

a. 国内には、貴社（系列）に比べて、より多くの販売経験や販売スキルを持つ代理店・商社が… 0.89 

b. 国内には、貴社（系列）に比べて、営業部隊の管理に力を入れている代理店・商社が… 0.86 

c. 国内には、貴社（系列）に比べて、最終顧客に対する販売について、専門的なノウハウを持つ

代理店・商社が… 
0.84 

製造業者の情報資源（cf. Morgan, et al., 2006） 

＜7：非常にそう思う～1：全くそう思わない＞［α = 0.80, CR = 0.79, AVE = 0.65, HSV = 0.45］ 
 

a. 貴社（系列）は、競合メーカーに比べて、最終顧客のニーズや行動についての有用な情報を多

く持つ。 
0.93 

b. 貴社（系列）は、競合メーカーに比べて、競合他社の戦略や行動についての有用な情報を多く

持つ。 
0.73 

製造業者の評判資源（cf. Weiss, et al., 1999） 

＜7：非常にそう思う～1：全くそう思わない＞［α = 0.79, CR = 0.82, AVE = 0.69, HSV = 0.45］ 
 

a. 貴社（系列）は、競合メーカーに比べて、提供する製品やサービスの品質について、顧客から

高い評判を得ている。 
0.79 

b. 貴社（系列）は、競合メーカーに比べて、良いブランド・イメージを獲得することに成功してい

る。 
0.83 

最終顧客の多様性（cf. Sa Vinhas and Anderson, 2005）※形成的尺度  

貴社は、主力製品を、複数の最終顧客に販売していると考えられますが、その最終顧客同士

は、以下の点それぞれで、どの程度似ていますか。 

＜7：非常に多様である～1：非常に似ている＞ 

 

a. 顧客の企業規模 2.42 

b. 取引額（ビジネスボリューム） 2.41 

c. 主力製品を販売する際に求められるカスタマイズの程度 1.84 

d. 主力製品を販売する際に求められる技術的サポートの必要性 2.14 

e. 主力製品やそれに伴うサポートに対する価格感 1.50 

f.  最終顧客の業界、あるいは、主力製品が適用される完成品（アプリケーション） 1.60 

g. 契約に至るまでの交渉プロセス 1.56 

製品の知覚標準性（cf. Sa Vinhas and Anderson, 2005） 

＜7：非常にそう思う～1：全くそう思わない＞［α = 0.64, CR = 0.66, AVE = 0.40, HSV = 0.06］ 
 

a. 顧客からみると、貴社の主力製品は、競合製品と特徴が似ている。 0.68 

b. 顧客からみると、貴社の主力製品は、当業界では標準的なものである。 0.75 

c. 顧客からみると、貴社の主力製品は、競合製品と容易に比較検討できる。 0.42 

ただし、最右列には、当該変数が反映的尺度であれば因子負荷量（FL: Factor Loadings）を、 

形成的尺度であれば分散拡大係数（VIF: Variance Inflation Factor）の最大値を記載している。 
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図表 5-5 記述統計量と相関係数（実証研究Ⅰ） 

 DD COM INF REP SIZ VAR STA 

デュアル・チャネルダミー（DD） －       

流通業者の有能性（COM） 0.22** －      

製造業者の情報資源（INF） -0.01 -0.12 －     

製造業者の評判資源（REP） -0.01 0.76** -0.12 －    

企業規模（SIZ）（log） -0.07 0.03 0.05 -0.10 －   

最終顧客の多様性（VRI） 0.24** -0.19** -0.12 0.18** -0.02 －  

製品の標準性（STN） -0.05 -0.23** -0.28** 0.19** -0.08 -0.02 － 

平均値 0.66 5.26 3.57 4.38 18.57 4.26 4.61 

標準偏差 0.48 1.02 1.46 1.10 1.78 1.26 1.21 

最大値 1.00 7.00 7.00 7.00 22.46 7.00 7.00 

最小値 0.00 1.00 1.00 1.00 12.65 1.00 1.00 

ただし、**は 1％水準で有意。  

 

代理店と定義された。そして、統合チャネルと独立チャネルによる主力製品の売上比率に関

する回答に基づいて、統合チャネルと独立チャネルのうち、一方のチャネルによる売上比率

が 6～94％（例えば、統合チャネルが 60％、独立チャネルが 40％）の企業は、デュアル・チャネル企

業として 1 をとり、そうでない（例えば、統合チャネルが 5％、独立チャネルが 95％）企業は、シン

グル・チャネル企業として 0 をとるダミー変数を作成した。なお、各企業を、デュアル・チャ

ネル企業とシングル・チャネル企業に分けるために本研究で採用された 6％という基準値は、

Sa Vinhas and Anderson（2005）に準じている。ただし、これについて、次節において詳述さ

れるように、他の基準値（具体的には、11％および 15％）を用いても一貫した分析結果が得られ

るか否かという頑健性の確認を行った。 

 

説明変数 

「流通業者の有能性」は、「自社に比べて流通活動を遂行するのに優れた流通業者が存在す

る程度」と操作的に定義された。この概念を測定するために、髙田（2013）を参考にして質問

項目を作成した。この質問項目には、7 点セマンティック・ディフェレンシャル尺度（7：数多

く存在する～1：ほとんど存在しない）を採用した。「製造業者の情報資源」は、「競合他社に比べて

最終顧客の需要や競合他社の行動についてよく知っている程度」と操作的に定義された。こ

の概念を測定するために、Morgan, et al.（2006）を参考にして質問項目を作成した。この質

問項目には、7 点リカート尺度（7：非常にそう思う～1：全くそう思わない）を採用した。「製造業

者の評判資源」は、「競合他社に比べて自社や自社製品・サービスが市場においてより高く評

価されている程度」と操作的に定義された。この概念を測定するために、Weiss, et al.（1999）
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を参考にして質問項目を作成した。この質問項目にも、7 点リカート尺度（7：非常にそう思う

～1：全くそう思わない）を採用した。 

 

統制変数 

被説明変数に影響を及ぼしうる他の要因も、統制変数として考慮した。第 1 に、企業規模

を統制するために、「企業の年間売上高」を統制変数として設定した。なお、分散を最小化す

るために、自然対数をとった。第 2 に、最終顧客の業種、購買行動、あるいは、求める流通

機能などが多様である程度を統制するために、「最終顧客の多様性」を統制変数として設定

した（cf. Sa Vinhas and Anderson, 2005）。第 3 に、当該カテゴリーにおいて焦点の主力製品が

標準的であるか否かを統制するために、「製品の知覚標準性」を統制変数として設定した（cf. 

Sa Vinhas and Anderson, 2005）。第 4 に、業種間格差を統制するために、業種ダミーを統制変

数として設定した。なお、分析に用いられる 239 のサンプルが属する業種は、4 種類（機械、

化学、金属、および、電気機器）であったため、電気機器を基準として 3 つのダミー変数を作成

した。 

 

3-6. 測定方法の妥当性 

前述のとおり、流通業者の有能性、製造業者の情報資源、製造業者の評判資源、製品の知

覚標準性、および、最終顧客の多様性という 5 つの概念を、複数の質問項目を用いて測定し

た。ただし、前者の 4 つの概念は、反映的尺度（reflective scale）として測定された一方、最終

顧客の多様性という概念は、形成的尺度（formative scale）として測定された。反映的尺度と形

成的尺度は、尺度を作成する際の基礎となる論理がまったく異なるため、尺度の妥当性を確

認する方法も異なる（e.g., Diamantopoulos and Winklhofer, 2001; Diamantopoulos, Riefler, and Roth, 

2008）。そこで、両尺度それぞれ別々に、測定方法の妥当性を確認した。 

 

反映的尺度 

反映的尺度として測定された流通業者の有能性、製造業者の情報資源、製造業者の評判資

源、および、製品の知覚標準性について、信頼性、収束妥当性、および、弁別妥当性を確認

した。まず、測定尺度の信頼性を確認するために、α係数と CR（composite reliability）を算出

した。α 係数の値は、0.64～0.90 であり、知覚標準性のみ、推奨される 0.70 以上という値

を下回った（Nunnally, 1978）。一方、CR の値は、0.66～0.79 であり、すべての構成概念が、

推奨される 0.60 以上の値を示した（Fornell and Larcker, 1981）。以上より、概ね、測定尺度の

信頼性は確保されていると言いうるであろう。 
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次に、収束妥当性を確認するために、探索的因子分析と確認的因子分析を行った。4 つの

構成概念の質問項目をすべて含んだ探索的因子分析の結果、測定尺度の単一次元性が確認

された。続いて、最尤法を用いた確認的因子分析を行った結果、モデルの全体的な適合度は、

満足いく値を示した（χ2 = 34.91 [d.f.＝29、p > 0.10]、χ2 / d.f. = 1.20、GFI = 0.97、CFI = 0.99、RMSEA 

= 0.03、TLI = 0.99）。また、因子負荷量の値は 0.42～0.93 であり、かつ、すべての質問項目

は意図した変数に対して 1％水準で有意に負荷していた。以上より、測定尺度の収束妥当性

は確保されていると言いうるであろう。 

最後に、弁別妥当性を確認するために、HSV（highest shared variance）と AVE の値を比較

した。その結果、すべての測定尺度について、AVE が HSV を上回った。したがって、測定

尺度の弁別妥当性は確保されていると言いうるであろう。 

 

形成的尺度 

 形成的尺度は、構成概念の全側面を包括的に測定する指標であるため、複数の質問項目に

よって一部の側面を重複して測定してしまうと妥当性を損なってしまう（Diamantopulps and 

Winklhofer, 2001）。それゆえ、質問項目間に共線性が見られるか否かを確認する必要がある。

そこで、Noordhoff, Kyriakopoulos, Moorman, Pauwels, and Dellaert（2011）に倣って、最

終顧客の多様性を測定する質問項目のうちの 1 つを被説明変数に設定し、残りをすべて説

明変数に設定した回帰モデルを最小二乗法（OLS）によって推計した。ただし、質問項目が 8

つ設定されているため、被説明変数を入れ替えながら、回帰分析を 8 回行った。分析の結

果、分散拡大係数（VIF）の最大値は 2.42 という値を示し、10.00 以下という既存研究におい

て推奨される範囲内に収まった（e.g., Mason and Perreault, 1991）。したがって、測定尺度の質

問項目間の共線性は重大な問題ではないということが示唆された。 

 

第 4 節 分析結果 

 

4-1. モデルの特定化 

前章において提唱された仮説の経験的妥当性をテストするために、次のモデルを推計し

た。 

 

DD = β0 + β1 (COM) + β2 (INF) + β3 (REP) + β4 (COM × INF) + β5 (COM × REP)  

+ β6 (SIZ) + β7 (VRI) + β8 (STN) + β9～β11 (ID) 

 



第 5 章 実証研究Ⅰ：デュアル・チャネル選択要因の探究 

103 

ただし、DD は企業がデュアル・チャネルを用いている場合は 1 をとり、用いていない場合

は 0 をとる「デュアル・チャネルダミー」、COM は「流通業者の有能性」、INF は「製造業者の

情報資源」、REP は「製造業者の評判資源」、SIZ は「企業規模」、VRI は「最終顧客の多様性」、

STN は「製品の知覚標準性」、ID は「業種ダミー」である。モデルの推計に際しては、被説明

変数が二値変数であるため、二項ロジスティック回帰分析を行った。なお、上式には、連続

変数同士の交差項が含まれているため、多重共線性の問題が発生してしまう。これを防ぐた

めに、変数を中心化した上で、交差項を投入した（Aiken and West, 1991）。 

 

4-2. 仮説のテスト 

分析結果は、図表 5-6 に示されるとおりであった。Model 1 は、統制変数のみを投入した

モデルである。Model 2 は、統制変数に加えて、交差項を除くすべての変数を投入したモデ

ルである。そして、Model 3 は、交差項を含むすべての変数を投入したフルモデルである。

これらの Model 1～3 の分散拡大係数について、それぞれの最大値は、Model 1 において

1.80、Model 2 において 2.57、Model 3 において 2.99 であり、10.00 という既存研究（e.g., 

Mason and Perreault, 1991）が推奨する範囲内に収まったため、多重共線性は重大な問題では

ないということが示唆された。 

 

図表 5-6 二項ロジスティック回帰分析の結果 

係数：説明変数 Model 1 Model 2  Model 3 

β1 ：流通業者の有能性（COM）  0.31***（0.11） 0.37***（0.12） 

β2 ：製造業者の情報資源（INF）  0.15***（0.21） 0.20***（0.22） 

β3 ：製造業者の評判資源（REP）  0.04***（0.29） 0.01***（0.29） 

β4 ：COM × INF    ［H1（＋）］   0.36***（0.15） 

β5 ：COM × REP    ［H2（＋）］   -0.40***（0.22） 

β6 ：企業規模（log） -0.10***（0.08） -0.07***（0.08） -0.08***（0.09） 

β7 ：最終顧客の多様性 0.44***（0.12） 0.42***（0.13） 0.42***（0.13） 

β8 ：製品の知覚標準性 0.12***（0.16） 0.09***（0.17） 0.11***（0.17） 

β9 ：業種ダミー（機械） -0.21***（0.40） -0.03***（0.41） 0.01***（0.42） 

β10：業種ダミー（化学） 0.35***（0.42） 0.44***（0.43） 0.50***（0.44） 

β11：業種ダミー（金属） -0.61***（0.48） -0.61***（0.49） -0.64***（0.50） 

β0 ：定数項 0.73***（1.64） 0.26***（1.66） 0.32***（1.68） 

疑似決定係数（Nagelkerke） 0.12*** 0.16*** 0.19*** 

疑似決定係数（Nagelkerke）の増分 *** ∆0.04*** ∆0.03*** 

N 239*** 239*** 239*** 

ただし、各セル内の左列は非標準回帰係数、右列（括弧内）は標準誤差を示す。 
***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意（仮説は片側検定、他は両側検定）。 
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Nagelkerke の疑似決定係数に着目すると、モデル全体の説明力は、Model 1 に比べて

Model 2の方が大きく（それぞれ 0.12、0.16）、その増分は統計的に有意であった（∆0.04, p < 0.05）。

また、モデル全体の説明力は、Model 2 に比べて Model 3 の方が大きく（それぞれ 0.16、0.19）、

その増分は統計的に有意であった（∆0.03, p < 0.10）。したがって、説明変数たる有能性、情報

資源、および、評判資源や、それらの交互効果は、モデルの説明力を高めることに寄与して

いるということが示された。 

Model 3 において、有能性と情報資源の交差項に着目すると、その係数は正かつ有意であ

った（β4 = 0.36, p < 0.01）。さらに、交互効果の下位検定として、Aiken and West（1991）の推奨

方法に準じて、焦点の変数の平均±標準偏差の値を用いて単純傾斜分析を行った。その結果

は、図表 5-7 の左側のグラフに示されるとおりであった。分析の結果、流通業者の有能性が

高い時に、製造業者の情報資源がデュアル・チャネルの選択確率に及ぼす影響は正かつ有意

であった（β = 0.70, p < 0.05）。したがって、仮説 1 を支持する結果が見出されたと結論付けら

れるであろう。 

他方、Model 3 において、有能性と評判資源の交差項に着目すると、その係数は負かつ有

意であった（β5 = -0.40, p < 0.05）。さらに、仮説 1 のテストと同様に、下位検定として単純傾

斜分析を行った。その結果は、図表 5-7 の右側のグラフに示されるとおりであった。分析の

結果、流通業者の有能性が高い時に、評判資源がデュアル・チャネルの選択確率に及ぼす影

響は負かつ非有意であった（β = -0.55, p > 0.10）。したがって、仮説 2 を支持する結果は見出さ

れなかったと結論付けられるであろう。 

 

図表 5-7 単純傾斜分析の結果 
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4-3. 頑健性の確認 

 前項において示された分析結果の頑健性を確認するために、被説明変数たるデュアル・チ

ャネルダミーの基準値を変えて分析を行った。具体的には、まず、統合チャネルと独立チャ

ネルのうち一方の売上比率が 6～94％の企業をデュアル・チャネル企業と見なす「6％基準」

ではなく、一方の売上比率が 11～89％の企業をデュアル・チャネル企業と見なす「11％基準」、

および、一方の売上比率が 15～85％の企業をデュアル・チャネル企業と見なす「15％基準」

を用いて、ダミー変数を作成した。次に、これらのダミー変数を被説明変数に設定して、二

項ロジスティック回帰分析を行った。分析の結果は、図表 5-8 に示されるとおりであった。

なお、Model 3 は、6％の基準値を用いたモデルであり、図表 5-6 と同一の結果が示されて

いる。Model 4 と Model 5 は、それぞれ 11%と 15％の基準値を用いた新しいモデルである。 

 

図表 5-8 二項ロジスティック回帰分析の結果（頑健性の確認） 

係数：説明変数 
Model 3  

[ 6％基準] 

Model 4 

[11％基準] 

Model 5 

[15％基準] 

β1 ：流通業者の有能性（COM） 0.37***（0.12） 0.29***（0.11） 0.31***（0.11） 

β2 ：製造業者の情報資源（INF） 0.20***（0.22） 0.16***（0.20） 0.21***（0.20） 

β3 ：製造業者の評判資源（REP） 0.01***（0.29） -0.02***（0.27） 0.12***（0.27） 

β4 ：COM × INF    ［H1（＋）］ 0.36***（0.15） 0.28***（0.14） 0.28***（0.15） 

β5 ：COM × REP    ［H2（＋）］ -0.40***（0.22） -0.38***（0.21） -0.41***（0.21） 

β6 ：企業規模（log） -0.08***（0.09） -0.05***（0.08） -0.07***（0.08） 

β7 ：最終顧客の多様性 0.42***（0.13） 0.27***（0.11） 0.25***（0.11） 

β8 ：製品の知覚標準性 0.11***（0.17） 0.17***（0.16） 0.12***（0.16） 

β9 ：業種ダミー（機械） 0.01***（0.42） 0.05***（0.39） -0.16***（0.39） 

β10：業種ダミー（化学） 0.50***（0.44） 0.38***（0.40） 0.52***（0.40） 

β11：業種ダミー（金属） -0.64***（0.50） -0.40***（0.48） -0.19***（0.48） 

β0 ：定数項 0.32***（1.68） -0.46***（1.57） -0.03***（1.57） 

疑似決定係数（Nagelkerke） 0.19*** 0.12*** 0.12*** 

N 239*** 239*** 239*** 

ただし、各セル内の左列は非標準回帰係数、右列（括弧内）は標準誤差を示す。 
***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意（仮説は片側検定、他は両側検定）。 

 

    

 まず、仮説 1 にかかわる有能性と情報資源の交差項は、Model 4 および Model 5 におい

て、正かつ有意であった（いずれも、β4 = 0.28, p < 0.05）。すなわち、Model 4 および Model 5 に

おいて、Model 3 の結果と一貫した分析結果が見出された。そして次に、仮説 2 にかかわる

有能性と評判資源の交差項は、Model 4 および Model 5 において、負かつ有意であった（そ

れぞれ、β5 = -0.38, p < 0.05; β5 = -0.41, p < 0.05）。すなわち、Model 4 および Model 5 において、

Model 3 の結果と一貫した分析結果が見出された。さらに、これら以外の変数についても、
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Model 3、Model 4、および、Model 5 の間で、係数の符号や有意性は一貫していた。以上

の分析結果より、デュアル・チャネルダミーを作成する基準値に関して、前項の分析結果は

頑健であると結論付けられるであろう。 

 

4-4. 追加分析 

 分析結果についてより豊かな考察を行うために、「チャネル構造」という変数を新たに作

成して追加分析を行った。具体的には、統合チャネルと独立チャネルのうち一方の売上比率

が 6～94％の企業を 1（デュアル・チャネル企業）、統合チャネルの売上比率が 95％～100％の企

業を 2（統合チャネル企業）、そして、独立チャネルの売上比率が 95％～100％の企業を 3（独立

チャネル企業）とコード化した変数を被説明変数に設定して、多項ロジスティック回帰分析を

行った。なお、分析に際しては、3 つのチャネル構造のうちのデュアル・チャネルを基準と

して用いた。分析結果は、図表 5-9 に示されるとおりであった。Model 6 は、デュアル・チ

ャネルと統合チャネルを比較したモデルであり、Model 7 は、デュアル・チャネルと独立チ

ャネルを比較したモデルである。いずれにおいても、正/負の係数は、デュアル・チャネルの

選択確率に対して正/負の影響を及ぼすということを示している。 

 

図表 5-9 多項ロジスティック回帰分析の結果 

係数：説明変数 
Model 6 

[vs. 統合チャネル] 

Model 7 

[vs. 独立チャネル] 

β1 ：流通業者の有能性（COM） 0.78***（0.17） -0.23***（0.19） 

β2 ：製造業者の情報資源（INF） 0.05***（0.32） 0.22***（0.37） 

β3 ：製造業者の評判資源（REP） 0.38***（0.41） -0.07***（0.48） 

β4 ：COM × INF    ［H1（＋）］ 0.22***（0.22） 0.37***（0.26） 

β5 ：COM × REP    ［H2（＋）］ -0.08***（0.29） -0.74***（0.35） 

β6 ：企業規模（log） -0.29***（0.11） 0.37***（0.15） 

β7 ：最終顧客の多様性 0.68***（0.17） 0.12***（0.18） 

β8 ：製品の知覚標準性 0.19***（0.22） 0.12***（0.25） 

β9 ：業種ダミー（機械） -0.32***（0.53） -0.54***（0.69） 

β10：業種ダミー（化学） 1.45***（0.60） -1.02***（0.72） 

β11：業種ダミー（金属） -0.64***（0.61） -0.95***（0.82） 

β0 ：定数項 3.75***（2.23） -4.62***（2.62） 

疑似決定係数（Nagelkerke） 0.40 

N 239 

ただし、各セル内の左列は非標準回帰係数、右列（括弧内）は標準誤差を示す。 
***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意（仮説は片側検定、他は両側検定）。 

 

まず、Model 6 において、有能性と情報資源の交差項、および、有能性と評判資源の交差

項は、非有意であった（β4 = 0.22, p > 0.10; β5 = -0.08, p > 0.10）。他方、Model 7 において、これ
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ら 2 つの交差項は、有意であった（β4 = 0.37, p < 0.10; β5 = -0.74, p < 0.05）。また、Model 7 にお

ける係数の符号は、二項ロジスティック回帰分析の結果と一貫していた。したがって、デュ

アル・チャネルと独立チャネルを比較した Model 7 において、二項ロジスティック分析の結

果と整合的な分析結果が得られたと結論付けられるであろう。なお、これら以外の変数につ

いて、Model 6 および Model 7 の両者において、企業規模の係数が有意であった（それぞれ、

β6 = -0.29, p < 0.05; β6 = 0.37, p < 0.05）。この分析結果は、企業の財務資源が大きければ統合チ

ャネルが選択され、それが小さければ独立チャネルが選択されるということを示している。 

 

4-5. 考察 

実証研究Ⅰの分析結果は、次の 3 点の知見を提供しているだろう。第 1 に、分析の結果、

流通業者の有能性が大きい時に、製造業者の情報資源がデュアル・チャネルの選択に正の影

響を及ぼすということが示された。したがって、有能な流通業者が存在するケースにおいて、

競合他社に比しての情報資源が大きい時、製造業者は、有能な流通業者を利用するために独

立チャネルを用いるのに加えて、情報資源という自社資源を活用するために統合チャネル

を併用するということが示唆された。 

第 2 に、分析の結果、流通業者の有能性が大きい時に、製造業者の評判資源がデュアル・

チャネルの選択に負の影響を及ぼすということが示された。すなわち、有能な流通業者が存

在するケースにおいて、評判資源の大きい製造業者ではなく、評判資源の小さい製造業者こ

そが、独立チャネルに加えて統合チャネルを併用するということが示唆された。この分析結

果は、評判資源の大きい製造業者が、自身の評判を「維持」するために統合チャネルを併用す

るではなく、評判資源の小さい製造業者が、自身の評判を「構築」するために統合チャネルを

併用するということを含意しているだろう。後者の観点は、自社資源の保有・活用に焦点を

合わせる古典的な資源ベース理論というよりも、自社資源の構築に焦点を合わせるダイナ

ミック・ケイパビリティ論や企業家精神論の主張と整合的であると指摘しうるであろう。 

第 3 に、分析の結果、流通業者の有能性は、統合チャネルとデュアル・チャネルのいずれ

が選択されるのかという選択問題に影響を及ぼす一方、それと製造業者の情報資源・評判資

源の交互効果は、独立チャネルとデュアル・チャネルのいずれが選択されるのかという選択

問題に影響を及ぼすということが示された。この分析結果は、図表 5-1 の意思決定フローの

とおりに、チャネル選択が行われているということを示唆している。すなわち、企業がチャ

ネルを選択する際に、まず、垂直的異質性を考慮することによって、統合チャネルを選択す

るか否かという意思決定が行われ、その後、垂直的異質性に加えて水平的異質性をも考慮す
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ることによって、独立チャネルを選択するかデュアル・チャネルを選択するかという意思決

定が行われるということを含意しているであろう。 
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 第 6 章 実証研究Ⅱ： 

デュアル・チャネルが企業間成果に及ぼす影響 
 

 

第 1 節 問題意識 

 

マーケティング・チャネルの管理に関する研究は、チャネル構造を選択した後に製造業者

が直面する問題、すなわち、所有権的に独立した流通業者を如何にして管理するのかという

問題を取り扱ってきた（e.g., Coughlan, et al., 2006; Rosenbloom, 2012）。とりわけ、1980 年代以

降、既存研究は、信頼、依存、規範、あるいは、企業間資源といった多様な概念を用いるこ

とによって、製造業者と流通業者の協調関係や企業間成果について検討してきた（e.g., Ander-

son and Weitz, 1989; Heide and John, 1990; Heide, 1994; Corsten and Kumar, 2005; Ono and Kubo, 

2009）。現在、マーケティング・チャネル論においては、こうした協調関係に着目する研究が

最も盛んに行われるに至っている（Watson, et al., 2015）。 

協調関係に関する既存研究が製造業者と流通業者間の個々の取引関係の管理問題に焦点

を合わせてきたのに対して、デュアル・チャネルの管理に関する既存研究は、より広い取引

関係の束の管理問題に焦点を合わせて、統合チャネルと独立チャネル間対立の緩和施策や

その帰結たる成果について検討してきた（Sa Vinhas and Anderson, 2005; Sa Vinhas and Heide, 

2015）。換言すれば、こうした既存研究は、デュアル・チャネル採用企業のみに着目し、彼ら

が直面するチャネル間対立の問題に取り組んできたのである。こうした取り組みによって、

例えば、製品差別化や二重報酬整備のような緩和施策が特定化されており、さらに、そうし

た緩和施策が対立を緩和しうるということも見出されている。 

デュアル・チャネルの管理に関する既存研究は、それまでの研究が個々の取引関係に焦点

を合わせてきたのに対して、より広い取引関係の束に焦点を合わせることによって、新たな

知見を産出することに成功していると指摘しうるであろう。しかしながら、こうした既存研

究は、取引関係の束の管理問題に注視するあまり、かえって、従来の研究が重要視してきた

問題を軽視してしまっている。その問題とは、個々の取引関係の管理問題、とりわけ、如何

にして企業間成果を高めるのかという問題である。デュアル・チャネルの管理に関する研究

を前進させるためには、こうした従来の研究が重要視してきた問題に対応し、企業間成果に
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対してデュアル・チャネルが如何なる影響を及ぼすのかという課題を取り扱うことが必要

不可欠であろう。 

また、この課題に取り組むことは、マーケティング・チャネル論全体の視点から見ても、

意義深いと指摘しうる。というのも、この課題に取り組むというのは、チャネル構造の選択

と取引関係の管理という 2つの研究領域を横断する試みとして位置づけられるからである。

両領域に跨るような研究は、マーケティング・チャネル論において、これまでほとんど行わ

れてこなかった（cf. 崔, 2010; 結城, 2014）。例えば、崔（2010）は、両領域の問題を同時に考慮す

る重要性を強調して、「…これまで全く意識されていなかったとはいえないが、構造選択問

題と管理問題が統合的なフレームワークの中で議論されることは稀であった。チャネルに

おける構造選択の問題と管理問題は必ずしも明確に分離して議論しうる性格のものではな

い。」（p. 96）と述べている。したがって、上述した課題に取り組むことは、マーケティング・

チャネル論全体の進展にも寄与しうるであろう。 

そこで実証研究Ⅱにおいては、デュアル・チャネルが企業間成果に及ぼす影響を探究する。

より具体的には、企業間成果に関する資源ベース理論、すなわち、関係論（Dyer and Singh, 

1998）に依拠して、企業間資源が企業間成果に及ぼす影響を、デュアル・チャネルというチャ

ネル構造が調整するということを理論的・経験的に吟味する。また、実証研究Ⅱの下位目的

として、前章において議論された、関係論が抱える 2 つの課題を克服するということを設

定している。その課題とは、第 1 に、関係論の 4 つの決定要因が包括的に取り扱われてい

ないということ、第 2 に、企業間資源を活用する要因が特定化されていないということで

ある。それゆえ、実証研究Ⅱに取り組むことは、マーケティング・チャネルに関する研究の

みならず、関係論に関する研究の前進にも寄与しうると期待されるであろう。 

 

第 2 節 仮説提唱 

 

2-1. 概念モデルの構築 

 関係論によると、企業は、取引関係の成果、すなわち、企業間成果を高めるためには、関

係特殊資産、知識共有ルーティン、補完的資源、および、効果的統御の 4 つの決定要因たる

企業間資源が重要であるという（Dyer and Singh, 1998）。したがって、関係論に依拠したマー

ケティング・チャネル研究は、焦点の製造業者と取引相手たる流通業者間に構築されている

これらの 4 つの企業間資源に着目して、それが企業間成果を高めるということを主張して

きた（e.g., Jap, 1999; Corsten and Kumar, 2005; Skarmeas, et al., 2016）。 
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 しかしながら、第 4 章において議論されたように、関係論に依拠した実証研究の課題と

して、（1）4 つの決定要因が包括的に取り扱われていないということ、および、（2）企業間資

源を活用する要因（VRIO の枠組における「O」）が特定化されていないということが指摘されて

いる（Kozlenkova, et al., 2014; Skarmeas, et al., 2016）。それゆえ、実証研究Ⅱにおいては、既存

の関係論の枠組を拡張して、これらの課題を克服した概念モデルを構築する。 

 

図表 6-1 実証研究Ⅱの概念モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 概念モデルの構築に際して、まず、基礎になるのは前述した 4 つの企業間資源が企業間

成果に正の影響を及ぼすという「基本モデル」である。しかしながら、実証研究Ⅱは、それら

4 つの企業間資源が企業間成果に正の影響を及ぼすという基本モデルに修正を加えて、4 つ

の企業間資源のうちの効果的統御は、他の 3 つの企業間資源を通して企業間成果を高める

という調整効果の役割を有する要因として位置づけたい。なぜなら、関係論を提唱した Dyer 

and Singh（1998）は、「…［第 4 の要因である］統御は、単純に取引費用を低下させることに

よって、関係レントを生み出すかもしれないけれど、統御の問題は、他のレント創出源それ

ぞれの範囲にまで広く及んでいる（例えば、どんな関係特定的投資が行われるのか、どんな知識が共

有されるのかなど）…」（p. 662, 角括弧内加筆は本論著者）と述べているからである。彼らは、第 4 の

要因として取り上げられた効果的統御は、企業間成果の創造に直接的に影響を及ぼす要因

というよりは、他の 3 つの要因を通して間接的に影響を及ぼす要因として位置づけられる

ということを示唆している。それゆえ、関係論の「修正基本モデル」は、関係特殊資産、知識

共有ルーティン、および、補完的資源という 3 つの要因が企業間成果に直接的な正の影響

を及ぼし、さらに、効果的統御が、そうした正の影響を促進することによって、間接的に正

企業間資源 

関係特殊資産 

知識共有ルーティン 

補完的資源 

企業間成果 

H1 

（＋） 

効果的統御 

（コミットメント） 

デュアル・チャネル 

（v.s. 独立チャネル） 

H2 

（＋） 
H3 

（＋） 
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の影響を及ぼすということを描写したモデルである。修正基本モデルにおいて、効果的統御

は、企業間資源を活用する要因（VRIO の枠組における「O」）としての役割を担っていると言いう

るであろう。この修正基本モデルに依拠して、実証研究Ⅱにおいては、デュアル・チャネル

というチャネル構造を、関係特殊資産、知識共有ルーティン、および、補完的資源という 3

つの要因を通して企業間成果を高める役割を有する要因として位置づけたい。すなわち、効

果的統御のみならず、デュアル・チャネルというチャネル構造も、企業間資源を活用する要

因として位置づけられうると主張する。以上の議論を踏まえて、図表 6-1 に示されるような

概念モデルが構築される。なお、効果的統御について、既存研究においては多様な統御形態

が取り上げられてきたが、本研究は、その中でもとりわけ重要視されているコミットメント

に着目している。次項においては、関係特殊資産、知識共有ルーティン、および、補完的資

源という 3 つの要因と、デュアル・チャネルというチャネル構造の交互効果に関する仮説を

提唱する。 

 

2-2. 関係特殊資産に関する仮説 

関係論によると、企業間成果を高めるためには、関係特殊資産が重要であるという。関係

特殊資産とは、提携先の企業との取引関係に特定的で、他の取引に用いられると価値が低下

してしまう資産のことである（Williamson, 1985）。Dyer and Singh（1998）によると、企業は、

関係特殊資産に投資を行うと、調整費用の低下、垂直的連鎖全体における費用の低下、製品

の差別化、欠陥品数の減少、および、製品開発の迅速化を実現することができるため、関係

レントを獲得しうるという。また、関係論に依拠した実証研究によって、関係特殊資産が企

業間成果に正の影響を及ぼすという因果関係が経験的に見出されている（e.g., Jap, 1999; Cor-

sten and Kumar, 2005）。 

こうした因果関係は、デュアル・チャネルというチャネル構造の存在によって、より強化

されうるだろう。デュアル・チャネルに関する既存研究は、独立チャネルに加えて統合チャ

ネルを併用することによって、外部の流通業者の行動・成果を正しく評価するための知識を、

統合チャネルから得ることができるということを示唆してきた（e.g., Dutta, et al., 1995; Ka-

badayi, 2011）。こうした知識とは、例えば、流通活動に関する利益構造や、顧客のニーズ、

あるいは、顧客に対する効果的な販売方法など、流通活動を通じてのみ得ることのできる知

識である（e.g., Frazier, Maltz, Antia, and Rindfleisch, 2009; Liu, Li, and Xue, 2010）。そうした高水

準の知識を有している製造業者は、自社製品を販売する際に必要な情報やノウハウを、外部

の流通業者に対して正確かつ迅速に伝達することができると考えられる。したがって、製造

業者は、独立チャネルではなく、デュアル・チャネルというチャネル構造を有していれば、
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自社製品の販売に関する知識を、相対的に効率よく外部の流通業者に対して伝達すること

ができるため、関係特殊資産が企業間成果に及ぼす正の影響がより大きいであろう。以上の

議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 1 デュアル・チャネルは、関係特殊資産が企業間成果に及ぼす正の影響を促進する。 

 

2-3. 知識共有ルーティンに関する仮説 

 関係論によると、企業間成果を高めるためには、知識共有ルーティンが重要であるという。

知識共有ルーティンとは、「専門化した知識の移転、再結合、および、創造を可能にする企

業間の定期的な相互作用のパターン」（Dyer and Singh, 1998, p. 665）のことである。Dyer and 

Singh（1998）によると、企業は、提携先企業と定期的に知識を共有すると、企業成果を向上

させるような新たなアイディアや情報を絶え間なく入手することができるため、関係レン

トを獲得しうるという。また、関係論に依拠した既存研究によって、知識共有ルーティンが

企業間成果に正の影響を及ぼすという因果関係が経験的に見出されている（e.g., Skarmeas, et 

al., 2016）。 

こうした因果関係は、デュアル・チャネルというチャネル構造の存在によって、より強化

されうるだろう。前項において議論されたように、デュアル・チャネルというチャネル構造

を有している製造業者は、流通活動を通じてのみ得ることのできる知識を有している。そう

した知識は、外部の流通業者と知識共有を行うのに際して、事前知識としての役割を果たし

うるであろう。既存研究によると、高水準な事前知識を有しているほど、当該企業は、それ

に関連した新たな知識を効率よく吸収しうるという（Cohen and Levinthal, 1990）。したがって、

製造業者は、デュアル・チャネルというチャネル構造を有していれば、知識共有のための事

前知識を獲得することができ、相対的に効率よく知識を吸収可能なため、知識共有ルーティ

ンが企業間成果に及ぼす正の影響がより大きいであろう。以上の議論より、次の仮説を提唱

する。 

 

仮説 2 デュアル・チャネルは、知識共有ルーティンが企業間成果に及ぼす正の影響を促

進する。 

 

2-4. 補完的資源に関する仮説 

関係論によると、企業間成果を高めるためには、補完的資源が重要であるという。補完的

資源は、「合わせると、それぞれの企業の個々の資産の総和以上の利益を生み出す、提携先
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に特有の資源」（Dyer and Singh, 1998, p. 666）のことである。Dyer and Singh（1998）によると、

企業は、自社と他社の補完的な資源を組み合わせると、相乗効果を生み出すことができるた

め、関係レントを獲得しうるという。また、関係論に依拠した既存研究によって、補完的資

源が企業間成果に正の影響を及ぼすという因果関係が経験的に見出されている（e.g., Jap, 

1999; Skarmeas, et al., 2016）。 

こうした因果関係は、デュアル・チャネルというチャネル構造の存在によって、より強化

されうるだろう。前々項において議論されたように、デュアル・チャネルというチャネル構

造を有している製造業者は、流通活動を通じてのみ得ることのできる知識を有している。そ

うした高水準の知識を有している製造業者は、自社の如何なる資源と外部の流通業者の如

何なる資源を結合すれば、相乗効果が発揮されうるのかを見極める能力が高いと考えられ

る。関係論によると、結合した資源が生み出す潜在的な価値を認識し、そうした資源を提携

先の企業の中に見付ける能力が高いほど、企業が補完的資源を通して企業間成果を創造す

ることのできる可能性は高いという（Dyer and Singh, 1998）。したがって、製造業者は、デュ

アル・チャネルというチャネル構造を有していれば、流通業者が有する資源の潜在的な結合

価値を正確に認識したり、あるいは、そうした資源を流通業者の中に素早く見出したりする

能力が高いため、補完的資源が企業間成果に及ぼす正の影響がより大きいであろう。以上の

議論より、次の仮説を提唱する。 

 

仮説 3 デュアル・チャネルは、補完的資源が企業間成果に及ぼす正の影響を促進する。 

 

第 3 節 調査方法 

 

3-1. 調査設計 

実証研究Ⅱは、特定の製造業者が生産している特定製品のチャネル構造や、それを取り扱

う流通業者との関係性に着目している。これに関する意思決定は、企業単位あるいは事業部

単位（戦略的事業単位）で行われるため、実証研究Ⅱの分析単位は、企業ないし事業部である。

焦点の変数（例えば、チャネル構造、関係特殊資産）に関するデータを、2 次データによって収集

することは困難である。それゆえ、仮説をテストするために、質問紙による調査法を用いて、

1 次データを収集した。 
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3-2. データの収集 

調査は、2013 年 11 月に行われた。調査対象は、国内販売を行っている日本の製造業者で

ある。サンプリングフレームは、「組織図・系統図便覧 2011［全上場会社版］」（ダイヤモンド社）に

記載されている多様な業種に属する東証一部上場企業全 726 社であった。これらの企業に

ついて、「組織図・系統図便覧 2011［全上場会社版］」および各企業の Web サイトを参照しなが

ら、調査対象部門を選定した59。その際、（1）事業部制ないしカンパニー制を採用している

企業については、各事業部ないしカンパニーを送付先として選定し、（2）持株会社（HD 企業）

については、調査対象から除外した。以上の手続きを踏まえて、516 社 1,115 部門を調査対

象として選定した。これらの部門に、カバーレター、調査票、および、料金後納の返信用封

筒を含む封筒を郵送した。カバーレターと調査票には、次の 3 点が明記された。すなわち、

（1）本調査の目的は学術研究であり、回答内容は外部に漏洩しないということ、（2）流通・販

売に従事した経験のある方に回答を依頼しているということ、および、（3）（本調査への協力を

動機づけるために）氏名と連絡先を記入した回答協力者には後に本調査の結果レポートを送付

するということ、である。調査票を発送してから 3 週間後に、調査票の返送を促すための督

促状を発送した。また、調査票を紛失した回答候補者は、督促状に記載された URL から、

本調査専用の Web サイトにアクセスして、本調査と同一の質問に回答するよう求められた。

なお、実際に用いられた調査票は、巻末の補録 B に記載されている。 

回収された調査票は 204 票であり、回収率は 18.3％であった60。18.3％という回収率は、

日本国内において同様の企業調査を実施した研究（e.g., Takata, 2016）と比べて満足いく値で

ある。204 票のうち、（1）回答拒否として返送された 12 票、（2）消費財について回答してい

る 32 票、および、（3）欠損値を含む 22 票の合計 66 票は、分析に用いることができないと

判断された。これを除いた有効票は 138 票（有効回答率は 12.4％）であった。調査票の回答に際

して念頭に置かれた主力製品のカテゴリーに関する回答内容に基づくと、これら 138 部門

が属する業種は、機械が37部門（26.8％）、電気機器が 34部門（24.6％）、化学が26部門（18.8％）、

金属製品が 22 部門（15.9％）、その他（ゴム、ガラス、あるいは、繊維など）が 19 部門（13.8％）であ

った。また、主力製品の販売について、統合チャネルと独立チャネルによる売上比率は、こ

れら 138 部門ごとに大きく異っていた。実証研究Ⅱにおける 138 のサンプルの特徴は、図

表 6-2 に要約されるとおりである。なお、実証研究Ⅱは、デュアル・チャネル企業と独立チ

ャネル企業の比較に焦点を合わせている。それゆえ、注意するべきことに、後に詳述される

                                                   
59 実証研究Ⅰにおける調査と同様に、典型的には、営業・販売部門やマーケティング部門（ないし、同機能を

有する企画部門）を送付先対象として選定した。 
60 なお、204 票のうちの 14 票は、督促状が発送された後、本調査専用の Web サイトを通して収集された。 
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デュアル・チャネルダミー作成の基準値に基づいて、統合チャネル企業と判断された企業は、

分析には用いられない。すなわち、実際の分析に用いられるサンプル数は、設定されるダミ

ー変数の基準値に依存して、138 より少なくなっている。 

 

図表 6-2 サンプルの特徴（実証研究Ⅱ） 

業種※ 事業部従業員数（人） 統合チャネルの売上比率（％） 

機械 26.8％ ～  49 14.5％ 100 ～ 91 23.9％ 

電気機器 24.6％ 50 ～  99 12.3％ 90 ～ 71 9.4％ 

化学 18.8％ 100 ～ 249 19.6％ 70 ～ 51 12.3％ 

金属 15.9％ 250 ～ 499 21.0％ 50 ～ 31 8.0％ 

その他 13.8％ 500 ～ 999 20.3％ 30 ～ 11 22.5％ 

  1000～ 12.3％ 10 ～  0 23.9％ 

企業勤続年数（年） 部門勤続年数（年） 肩書※ 

   ～  9 16.7％ ～  3 23.4％ 社長、常務、本部長 6.5％ 

10 ～ 19 18.1％ 4 ～  9 27.0％ 部長 34.8％ 

20 ～ 24 24.6％ 10 ～ 14 8.8％ 次長、課長 38.4％ 

25 ～ 29 19.6％ 15 ～ 19 13.1％ 係長、主任 13.0％ 

30 ～ 40 15.2％ 20 ～ 25 15.3％ その他 7.2％ 

40 ～ 5.8％ 25 ～ 12.4％   

※…端数処理によって、構成比の合計値が 100％になっていない項目を表す。     

 

3-3. 情報提供者の確認 

実証研究Ⅱは、製品の流通・販売に関する意思決定に焦点を合わせているため、前述した

とおり、自社製品の流通・販売に従事した経験のある者に本調査の回答を依頼した（Campbell, 

1955）。さらに、実際の回答協力者が適切な情報提供者としての資質を有しているか否かの

確認（キーインフォーマントチェック）を事後的に行うために、調査票において、製品の流通・販

売に関する回答協力者の知識・経験水準を尋ねる質問項目を 2 つ設定しておいた。具体的に

は、「製品の流通・販売について、よく知っていると思う」、および、「製品の流通・販売に、

携わっていた経験がある」という質問項目を設定しておいた。これらには、リカート法を用

いて、回答協力者には、各質問に対して 7 段階のうちから 1 つを選択するよう求めた（7：非

常にそう思う～1：全くそう思わない）。 

回答協力者について、知識水準の平均値は 5.21（標準偏差は 1.14）、経験水準の平均値は 5.13

（標準偏差は 1.72）であった。また、企業における勤続年数の平均値は 21.0 年（標準偏差は 9.6）、

事業部（部門）における勤続年数の平均値は 12.2 年（標準偏差は 9.8）であり、大半の回答協力者

が常務、部長、次長、あるいは、課長などの上級職に就いていた。こうした情報提供者の知
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識・経験水準は、既存研究と比べて満足いく値を示している61（e.g., Kabadayi, et al. 2007; Fürst, 

et al., 2017）。以上より、本調査の回答協力者は、自社の流通・販売に関する知識と経験を充

分有しているため、適切な情報提供者としての資質を具えていると判断しうるであろう。 

 

3-4. 無回答バイアスとコモンメソッドバイアスの検定 

 無回答バイアスを検定するために、Armstrong and Overton（1977）の手続きに準じて、調

査票の発送から回収までに要した日数に応じてサンプルを 2つのグループに分類した上で、

両グループの回答の平均値を比較した。第 1 のグループ、すなわち、早期回答者グループ

は、督促状が発送される以前に調査票を返却した回答協力者のグループ（N = 89）であり、第

2 のグループ、すなわち、後期回答者グループは、督促状が発送された以後に調査票を返却

した回答者のグループ（N = 49）であった。Armstrong and Overton（1977）によると、後期回

答者は、無回答者と似たような特徴を有しているため、無回答バイアスが生じているならば、

早期回答者グループと後期回答者グループの間に差が見出されるという。分析のために設

定された被説明変数、説明変数、および統制変数について、多変量分散分析（MANOVA）を用

いて両グループの平均値を比較した（cf. Frazier and Lassar, 1966; Mols, et al., 2012; Richey, et al., 

2010）。その結果、両グループ間に有意な差は確認されなかった（Wilks’ Lambda = 0.93, Pillai’s 

Trace = 0.07, Hotelling-Lawley Trace = 0.07, Roy’s Greatest Root = 0.07, いずれにおいても p = 0.50）。

以上の分析結果は、本調査において、無回答バイアスが重大な問題ではないということを示

唆している。 

コモンメソッドバイアスについては、2 つの方法を用いて検定を行った。まず、Harman

の単一因子検定を行うために、回転なしの探索的因子分析を行った。分析の結果、固有値が

1 以上の因子が 5 つ抽出され、第 1 因子によって説明できる分散は、22.5％という低い値に

留まった。次に、Lindell and Whitney（2001）の MV（marker-variable）法を用いた。具体的に

は、用いられた変数群の中で他の変数と最も相関が低い変数を MV に設定した上で、MV を

統制した偏相関係数と、統制していない相関係数を比較した。その結果、両者の間で係数や

有意性はほとんど変わらなかった。以上の結果は、本論において、コモンメソッドバイアス

が重大な問題ではないということを示唆している。 

 

                                                   
61 ただし、情報提供者について、既存研究と比較すると、実証研究Ⅰの調査と同様に、（1）知識・経験水準

の平均値は若干低い傾向にある一方、（2）企業・事業部における勤続年数は高い傾向にある。 
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3-5. 測定方法 

コモンメソッドバイアスを軽減する事前対策として、回答者が質問項目に適切に回答で

きるように、調査票を設計する段階において、実務家からもらった指摘を反映した質問項目

を使用するという方法を採用した。コメントの協力者は、電気機器、化学、機械などの製造

業に従事する合計 10 名の実務家であった。これらの実務家には、実際に調査票のすべての

質問に回答してもらいながら、回答することが困難な質問項目を指摘してもらった。そして、

そうした指摘を参考にして、修正された質問項目を本調査において使用した。また、

Podsakoff, et al.（2003）の手引きに準じて、説明変数と被説明変数に関する質問項目を、調

査票内の異なるセクションに配置した。さらに、被説明変数と説明変数で異なる尺度を採用

した。具体的には、被説明変数には 5 点リカート尺度、説明変数には 7 点リカート尺度な

いし百分率を用いた。 

質問に回答する際には、各企業ないし事業部の主力製品を 1 つ想定してもらった上で、

その製品の販売経路（ないし商流）や、その主力製品を取り扱う主要な卸売業者 1 社との関係

性について回答してもらった。実証研究Ⅱにおいて用いられる被説明変数、説明変数、およ

び統制変数の具体的な質問項目は図表 6-3 に、記述統計量および相関係数は図表 6-4 に示

されるとおりであった。 

 

被説明変数 

被説明変数である「企業間成果」は、「焦点の製造業者と卸売業者の協調関係によって生み

出される競争優位の程度」と操作的に定義された。この概念を測定するために、Jap（1999）を

参考にして質問項目を作成した。この質問項目には、5 点リカート尺度（5：非常にそう思う～

1：全くそう思わない）を採用した。 

 

説明変数 

「関係特殊資産」は、「製品を販売するのに独自のスキル・知識が必要である程度」と操作的

に定義された。この概念を測定するために、髙田（2013）を参考にして質問項目を作成した。

「知識共有ルーティン」は、「自社製品、最終顧客のニーズ、および、競合他社の動向に関す

る知識・情報を定期的に交換している程度」と操作的に定義された。この概念を測定するた

めに、Dyer and Singh（1998）による知識共有ルーティンの定義を参考にして質問項目を作

成した。「補完的資源」は、「企業間で、互いの機能を補完するような経営資源や組織能力を

互いに有している程度」と操作的に定義された。この概念を測定するために、Jap（1999）を参 
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図表 6-3 構成概念と質問項目（実証研究Ⅱ） 

構成概念と質問項目 FL 

企業間成果（cf. Jap, 1999） 

＜5：非常にそう思う～1：全くそう思わない＞［α = 0.70, CR = 0.73, AVE = 0.42, HSV = 0.27］ 
 

a. 貴社と卸売業者の、競合他社に対する戦略的な優位性は高い。 0.56 

b. 貴社と卸売業者の関係からは、戦略的な優位性は、生まれにくい。（r）  0.55 

c. 貴社と卸売業者の関係は、市場で有利に競争するための強みである。 0.56 

d. 貴社と卸売業者の関係から、戦略的に重要な結果は、生じにくい。（r） 0.86 

関係特殊資産（cf. 髙田, 2013） 

＜7：非常にそう思う～1：全くそう思わない＞［α = 0.78, CR = 0.82, AVE = 0.62, HSV = 0.09］ 
 

a. 貴社は、販売員に高度なトレーニングを提供している。 0.89 

b. 貴社は、販売員のトレーニングや教育に多くの時間を費やしている。 0.91 

c. 主力製品の販売には、十分な販売経験が必要である。 0.49 

知識共有ルーティン（cf. Dyer and Singh, 1998） 

＜7：非常にそう思う～1：全くそう思わない＞［α = 0.87, CR = 0.86, AVE = 0.61, HSV = 0.23］ 
 

a. 貴社と卸売業者は、それぞれの専門的な知識を、頻繁に交換し合っている。 0.75 

b. 貴社と卸売業者で、情報を交換し合う場が、定期的に設けられている。 0.82 

c. 貴社と卸売業者は、定期的に、相手の利益となるような情報を報告し合っている。 0.81 

d. 貴社と卸売業者は、定期的な情報の交換に、多くの時間を費やしている。 0.75 

補完的資源（cf. Jap, 1999）  

＜7：非常にそう思う～1：全くそう思わない＞［α = 0.84, CR = 0.85, AVE = 0.59, HSV = 0.23］  

a. 貴社と卸売業者は、製品を販売するために、異なる組織能力を発揮している。 0.74 

b. 貴社と卸売業者は、両社に役立つような、補完的な強みをもっている。 0.87 

c. 貴社と卸売業者は、異なる組織能力を組み合わせることによって、単独では達成できないよ

うな目標を達成している。 
0.77 

d. 貴社と卸売業者は、相互にとって有益な、経営資源をもっている。 0.68 

コミットメント（cf. Kim and Frazier, 1997） 

＜7：非常にそう思う～1：全くそう思わない＞［α = 0.91, CR = 0.88, AVE = 0.65, HSV = 0.27］ 
 

a. 貴社と卸売業者の関係性は、両社にとって重要である。 0.88 

b. 貴社と卸売業者は、関係性を、ずっと持続したいと考えている。 0.93 

ただし、最右列には、因子負荷量（FL: Factor Loadings）を記載している。  

 

図表 6-4 記述統計量と相関係数（実証研究Ⅱ） 

 DD PEF RSI KSH CPR CMT SIZ TRM 

デュアル・チャネルダミー（DD） －        

企業間成果（PEF） -0.08 －       

関係特殊資産（RSI） -0.05 0.31** －      

知識共有ルーティン（KSH） 0.01 0.43** 0.33** －     

補完的資源（CPR） -0.13 0.47** 0.08 0.54** －    

コミットメント（CMT） -0.16 0.59** 0.17 0.49** 0.50** －   

企業規模（SIZ）（log） -0.02 0.08 0.23** 0.37** 0.19 0.07 －  

取引期間（TRM）（log） -0.17 0.15 0.20** 0.17 0.15 0.08 0.32** － 

平均値 0.76 3.24 4.61 5.10 4.90 5.92 5.51 3.30 

標準偏差 0.43 0.66 1.18 1.06 1.04 0.86 1.54 0.78 

最大値 1.00 4.50 7.00 7.00 7.00 7.00 10.85 6.46 

最小値 0.00 1.50 1.00 2.00 2.00 2.00 1.39 1.10 

ただし、**は 1％水準、*は 5％水準で有意。  
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考にして質問項目を作成した。これらの 3 つの概念を測定する質問項目には、7 点リカート

尺度（7：非常にそう思う～1：全くそう思わない）を採用した。 

調整変数として用いられる効果的統御たる「コミットメント」は、「取引関係が自社にとっ

て重要で、それを継続したいと知覚している程度」と操作的に定義された。この概念を測定

するために、Kim and Frazier（1997）を参考にして質問項目を作成した。この質問項目には、

7 点リカート尺度（7：非常にそう思う～1：全くそう思わない）を採用した。同じく調整変数として

用いられる「デュアル・チャネルダミー」は、実証研究Ⅰと同様に、次のように作成された。

まず、回答協力者には、統合チャネルと独立チャネルによる主力製品の売上比率を回答して

もらった。ただし、統合チャネルとは、自社営業部隊ないし半数以上の資本（株式）を有する

系列子会社と定義され、独立チャネルとは、独立した商社ないし販売代理店と定義された。

そして、統合チャネルと独立チャネルによる主力製品の売上比率に関する回答に基づいて、

統合チャネルと独立チャネルのうち、一方のチャネルによる売上比率が 6～94％（例えば、統

合チャネルが 60％、独立チャネルが 40％）の企業は、デュアル・チャネル企業として 1 をとり、そ

うでない（例えば、統合チャネルが 5％、独立チャネルが 95％）企業は、シングル・チャネル企業と

して 0 をとるダミー変数を作成した。なお、各企業を、デュアル・チャネル企業とシングル・

チャネル企業に分けるために本研究で採用された 6％という基準値は、Sa Vinhas and An-

derson（2005）に準じている。ただし、これについて、次節において詳述されるように、他の

基準値（具体的には、11％および 15％）を用いても一貫した分析結果が得られるか否かという頑

健性の確認を行った。 

 

統制変数 

被説明変数に影響を及ぼしうる他の要因も、統制変数として考慮した。第 1 に、企業規模

を統制するために、事業部の「従業員数」を統制変数として設定した。第 2 に、製造業者と流

通業者の取引期間を統制するために、製造業者と流通業者の「取引年数」を統制変数として

設定した。なお、分散を最小化するために、従業員数と取引年数については自然対数をとっ

た。第 3 に、製造業者によるデュアル・チャネルの採用を統制するために、「デュアル・チャ

ネルダミー」を単項で統制変数として設定した。第 4 に、業種間格差を統制するために、業

種ダミーを統制変数として設定した。なお、分析に用いるサンプルが属する業種は、5 種類

（機械、電気機器、化学、金属、および、その他）であったため、その他を基準として 4 つのダミー

変数を作成した。 
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3-6. 測定方法の妥当性 

前述のとおり、企業間成果、関係特殊資産、知識共有ルーティン、補完的資源、および、

コミットメントという 5 つの概念は、複数の質問項目を用いて測定された。反映的尺度で

あるこれらの 5 つの概念について、信頼性、収束妥当性、および、弁別妥当性を確認した。

まず、測定尺度の信頼性を確認するために、α係数と CR（composite reliability）を算出した。

α 係数の値は、0.70～0.91 であり、すべての構成概念が、推奨される 0.70 以上の値を示し

た（Nunnally, 1978）。また、CR の値は、0.73～0.88 であり、すべての構成概念が、推奨され

る 0.60 以上の値を示した（Fornell and Larcker, 1981）。以上より、測定尺度の信頼性は確保さ

れていると言いうるであろう。 

次に、収束妥当性を確認するために、探索的因子分析と確認的因子分析を行った。5 つの

構成概念の質問項目をすべて含んだ探索的因子分析の結果、測定尺度の単一次元性が確認

された。続いて、最尤法を用いた確認的因子分析を行った結果、モデルの全体的な適合度は、

若干低い値を示した（χ2 = 234.49 [d.f.＝109、p < 0.01]、χ2 / d.f. = 2.15、GFI = 0.81、CFI = 0.87、

RMSEA = 0.10、TLI = 0.84）。一方、因子負荷量の値は 0.49～0.93 であり、かつ、すべての質

問項目は意図した変数に対して 1％水準で有意に負荷していた。以上より、概ね、測定尺度

の収束妥当性は確保されていると言いうるであろう。 

最後に、弁別妥当性を確認するために、HSV（highest shared variance）と AVE の値を比較

した。その結果、すべての測定尺度について、AVE が HSV を上回った。以上より、測定尺

度の弁別妥当性は確保されていると言いうるであろう。 

 

第 4 節 分析結果 

 

4-1. モデルの特定化 

前章において提唱された仮説の経験的妥当性をテストするために、次のモデルを推計し

た。 

 

(1) PEF = β0 + β1 (RSI) + β2 (KSH) + β3 (CPR) + β4 (CMT) + β5 (RSI × CMT)  

+ β6 (KSH × CMT) + β7 (CPR × CMT) + β11 (DD) + β12 (SIZ) + β13 (TRM)  

+ β14～β17 (ID) 

 

(2) PEF = β0 + β1 (RSI) + β2 (KSH) + β3 (CPR) + β4 (CMT) + β8 (RSI × DD)  

+ β9 (KSH × DD) + β10 (CPR × DD) + β11 (DD) + β12 (SIZ) + β13 (TRM) 

+ β14～β17 (ID) 
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ただし、上式（1）は、効果的統御を資源の活用要因として位置づけた関係論の修正基本モデ

ルであり、上式（2）は、デュアル・チャネルを資源の活用要因として位置づけたモデルであ

る。また、PEF は、「企業間成果」、RSI は「関係特殊資産」、KSH は「知識共有ルーティン」、

CPR は「補完的資源」、CMT は「コミットメント」、DD は「デュアル・チャネルダミー」、ID

は、「業種ダミー」である。横断面データを用いた線形回帰モデルの推計に際しては、均一分

散の仮定が保たれることが重要である。そこで、Brush-Pegan 検定を行ったところ、すべ

てのモデルについて、不均一分散の帰無仮説は棄却され、均一分散の仮定が保たれていると

いうことが示唆された。そこで、モデルの推計に際しては、最小二乗法（OLS）を用いた。 

 

4-2. 仮説のテスト 

分析結果は、図表 6-5 に示されるとおりであった。Model 1 は、統制変数のみを投入した

モデルである。Model 2 は、統制変数に加えて、関係論の 4 つの決定要因を投入したモデル

である。Model 3 は、4 つの決定要因のうち、効果的統御たるコミットメントと、他の要因

との交差項を投入したモデルである。そして最後に、Model 4 は、コミットメントの代わり

に、デュアル・チャネルダミーを投入したモデルである。これらの Model 1～Model 4 の分

散拡大係数について、それぞれの最大値は、Model 1において 2.87、Model 2において 3.12、

Model 3 において 3.25、Model 4 において 3.18 であり、10.00 という既存研究（e.g., Mason 

and Perreault, 1991）が推奨する範囲内に収まったため、多重共線性は重大な問題ではないと

いうことが示唆された。 

自由度調整済決定係数に着目すると、モデル全体の説明力は、Model 1 に比べて Model 2

の方が大きく（それぞれ 0.03、0.42）、その増分は統計的に有意であった（∆0.39, p < 0.01）。した

がって、関係論の 4 つの決定要因が、モデル全体の説明力を高めることに寄与していると

いうことが示唆された。続いて、モデル全体の説明力は、Model 2 に比して Model 3 の方

が大きく（それぞれ 0.42、0.44）、その増分は統計的に有意であった（∆0.02, p < 0.10）。したがっ

て、関係論の 4 つの決定要因のうち、効果的統御を他の 3 つの要因を活用する要因として

位置づけることが妥当であるということが示唆された。そして最後に、モデル全体の説明力

は、Model 2 に比して Model 4 の方が大きく（それぞれ 0.42、0.49）、その増分は統計的に有意

であった（∆0.07, p < 0.01）。したがって、デュアル・チャネルというチャネル構造も、企業間

資源を活用する要因として位置づけることが妥当であるということが示唆された。 
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図表 6-5 OLS の分析結果 

係数：説明変数 Model 1 Model 2  Model 3 Model 4 

β1 ：関係特殊資産（RSI）  0.19***（0.08） 0.14***（0.08） 0.20***（0.08） 

β2 ：知識共有ルーティン（KSH）  0.07***（0.11） 0.06***（0.11） 0.00***（0.10） 

β3 ：補完的資源（CPR）  0.22***（0.10） 0.15***（0.10） 0.19***（0.09） 

β4 ：コミットメント（CMT）  0.41***（0.10） 0.37***（0.11） 0.45***（0.09） 

β5 ：RSI × CMT   0.21***（0.09）  

β6 ：KSH × CMT   -0.06***（0.09）  

β7 ：CPR × CMT   -0.15***（0.11）  

β8 ：RSI × DD    ［H1（＋）］    0.19***（0.08） 

β9 ：KSH × DD   ［H2（＋）］    -0.32***（0.09） 

β10：CPR × DD   ［H3（＋）］    0.16***（0.09） 

β11 ：デュアル・チャネルダミー（DD） -0.10***（0.10） 0.00***（0.08） -0.01***（0.08） -0.03***（0.08） 

β12：企業規模（log） 0.07***（0.11） -0.09***（0.09） -0.09***（0.09） -0.11***（0.09） 

β13：取引期間（log） 0.16***（0.11） 0.10***（0.08） 0.12***（0.08） 0.10***（0.08） 

β14：業種ダミー（機械） 0.39***（0.16） 0.15***（0.13） 0.19***（0.13） 0.09***（0.12） 

β15：業種ダミー（電気機器） 0.14***（0.15） -0.05***（0.12） -0.05***（0.12） -0.04***（0.12） 

β16：業種ダミー（化学） 0.18***（0.15） -0.04***（0.12） -0.01***（0.12） -0.04***（0.11） 

β17：業種ダミー（金属） 0.15***（0.14） -0.04***（0.11） -0.05***（0.11） -0.08***（0.11） 

β0 ：定数項 0.00***（0.10） 0.00***（0.07） 0.07***（0.08） 0.03***（0.07） 

決定係数（R2） 0.10*** 0.48*** 0.51*** 0.56*** 

自由度調整済決定係数（Adj R2） 0.03*** 0.42*** 0.44*** 0.49*** 

Adj R2の増分 －* ** ∆0.39*** ∆0.02*** ∆0.07*** 

N 111*** 111*** 111*** 111*** 

ただし、各セル内の左列は標準回帰係数、右列（括弧内）は標準誤差を示す。 
***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意（仮説は片側検定、他は両側検定）。 

 

仮説の検定をするために個々の係数に着目すると、Model 4 において、関係特殊資産とデ

ュアル・チャネルダミーの交差項の係数は、正かつ有意であった（β8 = 0.19, p < 0.05）。したが

って、仮説 1 を支持する結果が見出されたと結論付けられるであろう。また、補完的資源と

デュアル・チャネルダミーの交差項の係数も、正かつ有意であった（β10 = 0.16, p < 0.05）。した

がって、仮説 3 を支持する結果が見出されたと結論付けられるであろう。一方、知識共有ル

ーティンとデュアル・チャネルダミーの交差項の係数は、負かつ有意であった（β9 = -0.32, p < 

0.01）。したがって、仮説 2 を支持する結果は見出されなかったと結論付けられるであろう。 

 

4-3. 頑健性の確認 

前項において示された分析結果の頑健性を確認するために、被説明変数たるデュアル・チ

ャネルダミーの基準値を変えて分析を行った。具体的には、まず、統合チャネルと独立チャ

ネルにのうち一方の売上比率が 6～94％の企業をデュアル・チャネル企業と見なす「6％基準」

ではなく、一方の売上比率が 11～89％の企業をデュアル・チャネル企業と見なす「11％基準」、
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および、一方の売上比率が 15～85％の企業をデュアル・チャネル企業と見なす「15％基準」

を用いて、ダミー変数を作成した。次に、これらのダミー変数を被説明変数に設定して、OLS

推計を行った。分析の結果は、図表 6-6 に示されるとおりであった。ただし、11％基準と

15％基準では、サンプル内の各企業がデュアル・チャネル企業とシングル・チャネル企業の

いずれに分類されるのかが変化しなかったため、いずれの基準値を用いても分析結果は変

わらなかった。したがって、Model 4 は、6％の基準値を用いたモデルである一方、Model 

5 は、11％ないし 15％の基準値を用いたモデルである。 

 

図表 6-6 OLS の分析結果（頑健性の確認） 

係数：説明変数 
Model 4 

[6％基準] 

Model 5  

[11・15％基準] 

β1 ：関係特殊資産（RSI） 0.20***（0.08） 0.17***（0.08） 

β2 ：知識共有ルーティン（KSH） 0.00***（0.10） 0.07***（0.10） 

β3 ：補完的資源（CPR） 0.19***（0.09） 0.14***（0.10） 

β4 ：コミットメント（CMT） 0.45***（0.09） 0.44***（0.10） 

β5 ：デュアル・チャネルダミー（DD） -0.03***（0.08） -0.07***（0.08） 

β6 ：RSI × CMT   

β7 ：KSH × CMT   

β8 ：CPR × CMT   

β9 ：RSI × DD      ［H1（＋）］ 0.19***（0.08） 0.20***（0.08） 

β10：KSH × DD     ［H2（＋）］ -0.32***（0.09） -0.32***（0.09） 

β11：CPR × DD     ［H3（＋）］ 0.16***（0.09） 0.17***（0.09） 

β12：企業規模（log） -0.11***（0.09） -0.06***（0.09） 

β13：取引期間（log） 0.10***（0.08） 0.10***（0.08） 

β14：業種ダミー（機械） 0.09***（0.12） -0.14***（0.12） 

β15：業種ダミー（電気機器） -0.04***（0.12） -0.02***（0.12） 

β16：業種ダミー（化学） -0.04***（0.11） -0.02***（0.12） 

β17：業種ダミー（金属） -0.08***（0.11） -0.05***（0.11） 

β0 ：定数項 0.03***（0.07） 0.04***（0.08） 

決定係数（R2） 0.56*** 0.60*** 

自由度調整済決定係数（Adj R2） 0.49*** 0.53*** 

N 111*** 91*** 

ただし、各セル内の左列は標準回帰係数、右列（括弧内）は標準誤差を示す。         
***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意（仮説は片側検定、他は両側検定）。         

 

まず、仮説 1 にかかわる関係特殊資産とデュアル・チャネルダミーの交差項は、Model 5

において、正かつ有意であった（β8 = 0.20, p < 0.05）。すなわち、Model 5 において、Model 4

の結果と一貫した分析結果が見出された。次に、仮説 3 にかかわる補完的資源とデュアル・

チャネルダミーの交差項は、Model 5 において、正かつ有意であった（β10 = 0.17, p < 0.05）。す

なわち、Model 5 において、Model 4 の結果と一貫した分析結果が見出された。最後に、仮
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説 2 にかかわる知識共有ルーティンとデュアル・チャネルダミーの交差項は、Model 5 にお

いて、負かつ有意であった（β9 = -0.32, p < 0.01）。すなわち、Model 5 において、Model 4 の結

果と一貫した分析結果が見出された。また、その他の変数について、補完的資源の係数が、

Model 4 においては有意であったものの、Model 5 においては非有意であったということを

除いては、Model 4 と Model 5 の間で、係数の符号や有意性は一貫していた。以上の分析

結果より、デュアル・チャネルダミーを作成する基準値に関して、前項の分析結果は概ね頑

健であると結論付けられるであろう。 

 

4-4. 考察 

実証研究Ⅱの分析結果は、次の 3 点の知見を提供しているだろう。第 1 に、分析の結果、

デュアル・チャネルは、関係特殊資産ないし補完的資源が企業間成果に及ぼす正の影響を促

進するということが示された。すなわち、製造業者は、独立チャネルではなく、デュアル・

チャネルというチャネル構造を有していれば、関係特殊資産に対する投資や補完的資源の

活用を、より効果的に行うことができるため、より大きな企業間成果を創造しうるというこ

とが示唆された。また、この分析結果は、デュアル・チャネルというチャネル構造が、企業

間資源を活用するための要因（VRIO の枠組における「O」）として位置づけられうるということ

も含意している。 

第 2 に、分析の結果、デュアル・チャネルは、知識共有ルーティンが企業間成果に及ぼす

正の影響を抑制するということが示された。仮説 2 においてその正の影響は促進されると

主張したものの、分析においてこうした結果が得られた理由として、製造業者と流通業者の

知識の冗長性（knowledge redundancy）による影響が考えられるであろう。知識の冗長性とは、

ある二者の知識が似ている程度のことである（Rindfleisch and Moorman, 2001）。デュアル・チ

ャネルを有している製造業者が流通活動を通して得ることのできる知識は、外部の流通業

者が有する知識と似ているため、両者間の知識の冗長性は大きいであろう。よって、デュア

ル・チャネルを有している製造業者と外部の流通業者が知識を交換したとしても、互いに新

奇な知識を得ることができる可能性は小さい。一方、独立チャネルのみを有している製造業

者は、外部の流通業者と似たような知識を有していないため、両者間の知識の冗長性は小さ

いであろう。よって、独立チャネルのみを有している製造業者と外部の流通業者が知識を交

換すれば、互いに新奇な知識を得ることができる可能性は大きい。以上の理由により、仮説

2 を支持する結果が得られなかったのではないかと考えられるであろう。 

第 3 に、分析の結果、関係論の 4 つの決定要因の主効果のみを組み込んだモデルに比し

て、効果的統御（コミットメント）を他の 3 つの要因の調整効果として位置づけたモデルの方
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が、モデル全体の説明力は高いということが示された。これは、4 つの決定要因が企業間成

果に直接的な正の影響を及ぼすという従来の基本モデルに比して、Dyer and Singh（1998）

の主張に基づいて効果的統御を企業間資源の活用要因として位置づけた修正基本モデルの

方が、経験的に妥当であるということを示唆している。 
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 第 7 章 おわりに 

 

第 1 節 本論の要約と貢献 

 

1-1. 実証研究Ⅰの要約と貢献 

 実証研究Ⅰは、デュアル・チャネルの選択に関する問題を取り扱った。デュアル・チャネル

の選択に関する既存研究は、取引費用理論やコンフリクト論に依拠し、デュアル・チャネル

が選択される動機として、機会主義的行動に伴う取引費用節約や、チャネル間対立の緩和費

用節約など、費用の最小化に着目してきた（e.g., Dutta, et al., 1995; Sa Vinhas and Anderson, 2005; 

Kabadayi, 2008, 2011）。しかしながら、デュアル・チャネルが選択される動機としては、資源

活用によって便益を最大化したいという動機も考えられうる。そこで、実証研究Ⅰは、企業

境界に関する資源ベース理論に依拠して、既存研究とは異なる観点からデュアル・チャネル

の新たな選択要因を探究した。また、その際、企業境界に関する資源ベース理論の課題を克

服するために、製造業者と流通業者の能力差、すなわち、垂直的異質性のみならず、製造業

者と競合他社の能力差、すなわち、水平的異質性をも考慮することによって、チャネル選択

が行われるということを描写した概念モデルを構築した。 

実証分析に際しては、生産財を取り扱う日本国内の製造業者 239 部門からデータが収集

された。分析の結果、製造業者に比して、流通業者の方が流通活動を遂行する有能性が高い

ケースにおいて、競合他社に比しての製造業者の情報資源が大きいほど、あるいは、競合他

社に比しての製造業者の評判資源が小さいほど、デュアル・チャネルが選択されるというこ

とが見出された。実証研究Ⅰの分析結果は、製造業者が、有能な流通業者を利用しつつ、自

社の情報資源を維持する、あるいは、自社の評判資源を構築するために、デュアル・チャネ

ルを選択するということを示唆している。 

 実証研究Ⅰの学術的貢献は、次の 2 点に要約されるであろう。第 1 に、実証研究Ⅰは、取

引費用理論やコンフリクト論に依拠した既存研究とは異なり、資源ベース理論に依拠する

ことによって、デュアル・チャネルの選択に影響を及ぼす新たな要因を特定化することに成

功した。具体的には、デュアル・チャネルの選択要因として、製造業者に比しての流通業者

の有能性と、競合他社に比しての製造業者の情報資源・評判資源という資源要因を特定化し

た。既存研究とは異なる理論的枠組に依拠して仮説を導出しつつ、それを経験的にテストす

ることが、デュアル・チャネルの選択に関する研究の進展には必要不可欠であるという既存
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研究（Mols, 2000）の要請に応えて、これまでの研究とは異なる観点からデュアル・チャネルの

新たな選択要因を探究したという点において、実証研究Ⅰは、デュアル・チャネルの選択に

関する研究の前進に貢献したと言いうるであろう。 

 第 2 に、実証研究Ⅰは、企業境界に関する資源ベース理論の分析枠組を拡張し、それをデ

ュアル・チャネルの選択問題に援用することに成功した。企業境界に関する資源ベース理論

の課題として、垂直的異質性のみに着目し、水平的異質性を考慮に入れていないということ

が指摘されていた。そこで、実証研究Ⅰは、垂直的異質性のみならず、水平的異質性をも考

慮することによって、チャネル選択（ないし企業境界）の意思決定が行われるということを描写

した概念モデルを構築し、そこから導出される仮説を経験的にテストした。企業境界に関す

る資源ベース理論の課題に対応したという点において、実証研究Ⅰは、企業境界に関する資

源ベース理論の精緻化に貢献したと言いうるであろう。 

 実証研究Ⅰの実務的貢献は、次のように要約されるであろう。実証研究Ⅰは、製造業者に

対して、適切なチャネル選択を行うための一つの手引きを提供しうる。その基本的な主張は、

企業は、自社・他社の強みを考慮に入れることによって、チャネル選択を行うべきであると

いうことである。具体的には、まず、自社と流通業者の流通活動を遂行する有能性を比較し

て、自社の方が優れていれば統合チャネルを選択するべきである。そうでないケース、すな

わち、流通業者の方が優れているケースにおいては、デュアル・チャネルないし独立チャネ

ルを選択するべきであろう。デュアル・チャネルを選択するか、あるいは、独立チャネルを

選択するかという意思決定については、競合他社に比して、自社の情報資源や評判資源が優

れているか劣っているかということを考慮するべきである。一方で、競合他社に比して自社

の情報資源が優れている場合には、その資源を活かすために、独立チャネルだけではなく部

分的に統合チャネルを併用する、すなわち、デュアル・チャネルを選択するべきである。他

方で、競合他社に比して自社の評判資源が劣っている場合にも、自社の評判を構築するため

に、独立チャネルだけではなく統合チャネルを部分的に併用する、すなわち、デュアル・チ

ャネルを選択するべきである。 

 

1-2. 実証研究Ⅱの要約と貢献 

実証研究Ⅱは、デュアル・チャネルの管理に関する問題を取り扱った。デュアル・チャネル

の管理に関する既存研究は、複数の取引関係に焦点を合わせて、統合チャネルと独立チャネ

ル間の対立に着目し、その緩和施策や帰結たる成果について検討してきた（Sa Vinhas and An-

derson, 2005; Sa Vinhas and Heide, 2015）。しかしながら、こうした既存研究は、複数の取引関

係の管理問題に注視し過ぎるあまり、協調関係論が重要視してきた問題を軽視してしまっ
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ている。その問題とは、個々の取引関係の管理問題、とりわけ、製造業者と流通業者の企業

間成果を如何にして高めるのかという問題である（e.g., Jap, 1999; Corsten and Kumar, 2005）。

こうした既存研究の課題を克服するためには、企業間成果に焦点を合わせた上で、それに対

してデュアル・チャネルというチャネル構造が如何なる影響を及ぼすのかということを検

討することが必要である。そこで、実証研究Ⅱは、企業間成果を探究するための有用な分析

枠組である関係論に依拠して、デュアル・チャネルが企業間成果に対して及ぼす影響を探究

した。また、その際、関係論に依拠した既存研究の課題を克服するために、（1）4 つの決定

要因たる企業間資源を包括的に考慮し、（2）効果的統御およびデュアル・チャネルというチ

ャネル構造を企業間資源の活用要因として位置づけた概念モデルを構築した。 

実証分析に際しては、生産財を取り扱う日本国内の製造業者 138 部門からデータが収集

された。分析の結果、デュアル・チャネルというチャネル構造は、関係特殊資産や補完的資

源が企業間成果に及ぼす影響を促進する一方、知識共有ルーティンが企業間成果に及ぼす

影響を抑制するということが示された。この分析結果は、独立チャネルに加えて統合チャネ

ルを併用することを通して得られた製造業者の知識が、関係特殊資産や補完的資源の効果

を高める一方、そうした知識は流通業者の知識と冗長的であるため、知識共有ルーティンの

効果を低めてしまうということを示唆している。 

実証研究Ⅱの学術的貢献は、次の 3 点に要約されるであろう。第 1 に、実証研究Ⅱは、デ

ュアル・チャネルの管理に関する既存研究とは異なり、統合チャネルと独立チャネル間の対

立ではなく、製造業者と流通業者の企業間成果に着目することによって、デュアル・チャネ

ルが企業間成果に影響を及ぼすということを新たに見出した。具体的には、デュアル・チャ

ネルというチャネル構造は、企業間資源が企業間成果に及ぼす因果関係を促進・抑制する調

整効果の役割を有するということを見出した。デュアル・チャネルというチャネル構造が個

別の取引関係の管理に対して及ぼす影響を検討したという点において、実証研究Ⅱは、デュ

アル・チャネルの管理に関する研究の前進に貢献したと言いうるであろう。 

第 2 に、実証研究Ⅱは、チャネル構造の選択と取引関係の管理という両領域を横断する

研究として位置づけられると、マーケティング・チャネル論全体の進歩にも貢献していると

言いうるであろう。既存研究において、マーケティング・チャネル論の 2 つの研究領域に跨

った研究は数少なく、両領域における問題を横断的に探究する必要性が説かれてきた（e.g., 

崔, 2010）。チャネル構造が取引関係の管理に対して及ぼす影響を検討したという点において、

実証研究Ⅱは、マーケティング・チャネル研究の進展に貢献したと言いうるであろう。 



第 7 章 おわりに 

130 

第 3 に、実証研究Ⅱは、関係論（企業間成果に関する資源ベース理論）の分析枠組を拡張するこ

とに成功した。関係論に依拠した既存研究の課題として、（1）4 つの企業間資源が包括的に

考慮されていないということ、および、（2）企業間資源を活用する要因が特定化されていな

いということが指摘されていた（e.g., Kozlenkova, et al., 2014; Skarmeas, et al., 2016）。そこで、

実証研究Ⅱは、（1）4 つの企業間資源を包括的に考慮し、いずれもが企業間成果を高める重

要な要因であるということを見出し、（2）デュアル・チャネルというチャネル構造、および、

4 つの企業間資源のうちの効果的統御が、他の 3 つの企業間資源の効果を促進（ないし抑制）

するということを見出した。関係論に関する既存研究の課題に対応したという点において、

実証研究Ⅱは、関係論の精緻化に貢献したと言いうるであろう。 

 実証研究Ⅱの実務的貢献は、次の 2 点に要約されるであろう。第 1 に、実証研究Ⅱは、デ

ュアル・チャネル戦略を採用していない製造業者に対して、マーケティング・チャネル戦略

に関する含意を提供しうるであろう。デュアル・チャネルを採用しておらず、独立チャネル

のみを用いている製造業者は、デュアル・チャネルを採用することによって、次のようなメ

リットを享受しうる。すなわち、製造業者は、自社組織による流通活動を通して、流通活動

に関する利益構造や、顧客のニーズ、あるいは、顧客に対する効果的な販売方法などの知識

を得ることができる。そして、製造業者は、こうした知識を利用し、外部流通業者の販売員

に対する訓練や外部流通業者との資源の結合を行うことによって、企業間成果を高めるこ

とができるであろう。 

第 2 に、既にデュアル・チャネル戦略を採用している製造業者に対しても、マーケティン

グ・チャネル戦略に関する含意を提供することができる。既にデュアル・チャネル戦略を採

用している製造業者は、流通業者との知識共有に際して注意を必要とするであろう。実証研

究Ⅱの分析結果より、デュアル・チャネルを採用している製造業者は、そうでない製造業者

に比して、外部の流通業者と定期的に知識共有を行ったとしても、企業間成果が生まれにく

いということが示唆されている。それは、デュアル・チャネルを有している製造業者が、外

部流通業者と知識を共有する以前から、彼らと似たような知識を有しているためであると

考えられる。したがって、既にデュアル・チャネルを有している製造業者は、外部の流通業

者との知識共有を通してさらなる知識を獲得するのではなく、外部流通業者の販売員に対

する訓練や外部流通業者との資源の結合などの活動を通して、既に有している知識を活用

することに注力するべきであろう。 
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第 2 節 本論の限界と課題 

 

2-1. 実証研究Ⅰの限界と課題 

 実証研究Ⅰは、次のような限界を抱えているため、今後の研究に課題を残している。第 1

に、実証研究Ⅰは、取引費用要因を考慮していなかった。資源ベース理論に依拠してデュア

ル・チャネルの選択要因を探究した研究は、著者の知りうる限り皆無である。それゆえ、実

証研究Ⅰでは、資源要因のみに注目して、仮説の提唱と経験的テストを行った。しかしなが

ら、デュアル・チャネルの選択に関する既存研究が着目してきた取引費用要因（e.g., 資産特殊

性、不確実性）をもモデルに組み込むことによって、取引費用理論と資源ベース理論の比較検

討を行うことは有意義であろう。そうした試みは、シングル・チャネルの選択に関する研究

においては実施されているものの（e.g., 久保, 2003b; Gulbrandsen, Sandvik, and Haugland, 2009; 

髙田, 2013）、デュアル・チャネルの選択に関する研究においては行われていない。今後の研究

には、資源要因と取引費用要因の両者を考慮した包括的な研究に取り組むことが望まれる

であろう。 

第 2 に、実証研究Ⅰは、他の資源要因を考慮していなかった。実証研究Ⅰで着目された資

源要因は、有能性、情報資源、および、評判資源である。これらはいずれも、既存研究にお

いて重要視されてきた概念であるため（e.g., Srivastava, et al., 1998; 久保, 2003b; 髙田, 2013）、こ

れらの概念を優先的に取り扱ったのは、妥当であったと言いうるであろう。しかしながら、

既存研究においては、例えば、暗黙知性、関連性、知識共有、あるいは、信頼といった概念

も取り扱われてきた（e,g., Gulbrandsen, et al., 2009; Gillis, et al., 2013）。それゆえ、今後の研究

においては、これらの概念を用いることによって、デュアル・チャネルの選択に影響を及ぼ

す資源要因間の比較検討をすることが望まれるであろう。 

第 3 に、実証研究Ⅰは、デュアル・チャネルの選択が企業成果に及ぼす影響を検討してい

なかった。資源ベース理論や取引費用理論に依拠した大半の既存研究は、モデルで予測され

るチャネル構造を、実際に企業が用いることによって、便益最大化ないし（取引）費用最小化

が達成されるということを暗黙的に仮定している。一方、一部の既存研究は、企業成果を測

定することによって、こうした暗黙的な仮定を経験的にテストするという試みを行ってい

る（e.g., Kabadayi, 2011）。それゆえ、今後の研究には、デュアル・チャネルの選択と企業成果

の関係を探究することが望まれるであろう。 
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2-2. 実証研究Ⅱの限界と課題 

 実証研究Ⅱは、次のような限界を抱えているため、今後の研究に課題を残している。第 1

に、実証研究Ⅱは、企業間成果の指標として、実際の売上高や市場シェア率などの客観的な

指標ではなく、企業間成果に関する回答協力者の認識という主観的な指標を用いた。企業間

成果を客観的な指標によって測定するということは困難であるし、既存研究において、主観

的な指標は客観的な指標と整合的であると主張されていることから（e.g., Dess and Robinson, 

1984）、主観的な指標を用いる妥当性は認められうる。しかしながら、今後の研究には、様々

な 2 次データを利用しつつ、客観的な指標を開発することが望まれるであろう。 

第 2 に、実証研究Ⅱは、仮説を経験的にテストするために横断面データを用いた。調査法

を用いて長期的なパネルデータを収集することは、時間的・金銭的に困難であるため、横断

面データを用いることも認められている（e.g., Rindfleisch, Malter, Ganesan, and Moorman, 2008）。

しかしながら、被説明変数が成果である場合には、時間的な経過を考慮することが可能なパ

ネルデータを用いることが望ましいであろう。今後の研究には、パネルデータを収集して、

デュアル・チャネルの採用と企業間成果の関係を探究することが望まれるであろう。 

第 3 に、実証研究Ⅱは、製造業者と流通業者が共同して便益を生み出すという局面、すな

わち、企業間成果の「創造」という局面に焦点を合わせていた。しかしながら、個々の企業が

自社の便益を獲得するためには、便益が「創造」された後に、その便益が二社間で「分配」され

なければならない（e.g., Ghosh and John, 1999; Jap, 2001）。したがって、今後の研究には、製造

業者と流通業者が企業間成果を創造した後に、その成果が如何にして分配されるのかとい

う局面に焦点を合わせた上で、デュアル・チャネルに関する研究を進めることが望まれるで

あろう。 

 

第 3 節 今後の研究課題 

 

 本論は、マーケティング・チャネル研究の前進を図るために、これまで無視される傾向に

あったデュアル・チャネルを明示的に取り扱い、デュアル・チャネルの選択と管理という 2つ

の研究領域において、既存研究が残した課題を克服するということを試みた。本論の取り組

みは、デュアル・チャネルに関する研究の前進、ひいては、マーケティング・チャネルに関す

る研究の前進に貢献していると考えられる。しかしながら、今後の研究は、次の 3 つの課題

に取り組むことによって、デュアル・チャネルに関する研究のさらなる進展を期待しうるで

あろう。 
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 第 1 は、デュアル・チャネルの選択要因を探究するのに際して、統合チャネルに独立チャ

ネルを併用するというケースを考慮するということである。既存研究、とりわけ取引費用理

論に依拠した研究は、デュアル・チャネルの選択要因を探究するのに際して、「独立チャネル

に加えて統合チャネルを併用する」というケースを想定してきた（e.g., Dutta, et al., 1995; Ka-

badayi, 2008, 2011）。しかしながら、企業は、デュアル・チャネルを選択するのに際して、「統

合チャネルに加えて独立チャネルを併用する」というケースも存在しうると考えられる。し

たがって、今後の研究には、こうしたケースを想定して、デュアル・チャネル選択の新たな

要因を検討することが求められるであろう。 

 第 2 は、海外市場におけるデュアル・チャネル選択要因を探究するということである。デ

ュアル・チャネルの選択に関する既存研究は、専ら、国内市場におけるチャネル選択問題を

取り扱ってきた。しかしながら、マーケティング・チャネル論においては、国内市場と同様

に、海外市場におけるチャネル選択問題も重要視されている（e.g, Anderson and Coughlan, 

1987; 髙田, 2008）。というのも、国内市場とは異なり、海外市場においては、製品や流通活動

の暗黙知性や市場不確実性という要因がより大きな役割を果たすからである。海外市場に

おけるチャネル選択問題に関する既存研究は、経験的なテストに際して、現地子会社と現地

代理店の双方を使用するようなデュアル・チャネル企業が存在するということを観察して

いる（Klein, et al., 1990; He, et al., 2013）。しかしながら、こうした既存研究は、海外市場にお

けるデュアル・チャネルの選択を理論的に検討するという試みを行っていないため、そうし

た試みが必要であると主張している（e.g., Aulakh and Kotabe, 1997）。こうした要請に応えるた

めに、今後の研究には、海外市場におけるデュアル・チャネルの選択要因を探究することが

求められるであろう。 

 第 3 は、統合チャネルと独立チャネル間の対立における事前知識の役割を検討するとい

うことである。デュアル・チャネルの管理に関する既存研究は、統合チャネルと独立チャネ

ル間の対立に着目して、その緩和施策や帰結たる成果を検討してきた。既存研究の知見とし

て、顧客獲得ルールの設定や二重報酬の整備によって、チャネル間対立を緩和しうるという

ことが見出されている（e.g., Sa Vinhas and Anderson, 2005; Sa Vinhas and Heide, 2015）。しかし

ながら、既存研究は、そうした緩和施策を実行するための事前知識の役割を等閑視している

という課題を残している。適切な緩和施策を実行するためには、チャネル間対立の現状を把

握すると共に、過去にどのようなチャネル間対立が生じていて、どのような対応策を採った

のかに関する事前知識が必要であろう（cf. Chang and Gotcher, 2010）。したがって、今後の研究
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には、緩和施策を実行するための事前知識が、チャネル間対立の緩和や企業成果に及ぼす影

響を探究することが求められるであろう。 
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補録 A：企業調査票（実証研究Ⅰ） 

 

生産財（BtoB）製造企業の流通・販売に関する調査 

 

ご挨拶 

  

 

ご回答にあたってのお願い 

 

私は、現在、慶應義塾大学大学院高度化推進プロジェクトとして、慶應義塾学事振

興資金の援助を受けて、「生産財（BtoB）製造企業の流通・販売チャネル」に関する研究

を進めております。本調査は、その一環として生産財（BtoB）製造企業の流通・販売チ

ャネル戦略を成功へと導く要因を調査するものであり、製造企業の皆様に、経営実態

をお伺いしております。この論文には、日本を代表する製造企業様のアンケートの回

答がどうしても必要です。つきましては、ご多忙中大変恐縮ではございますが、ご協

力のほど、何卒よろしくお願い申し上げます。 

 お伺いさせて頂きましたご回答は、学術研究への利用のみを目的としており、統計

処理上の数値として集計いたしますので、貴社名・製品名を含め、貴社の企業情報や

ご回答者様の情報が流出することは絶対にございません。お忙しいところ大変恐縮で

はございますが、本調査にご協力頂きますよう、心よりお願い申し上げます。 

1. 国内向けの流通・販売に詳しく、従事した経験のある方に、ご回答願います。 

2. 測定精度を高めるために、類似した質問を複数設けております。何度もお答え頂き

恐縮ですが、主観で結構ですので、すべての質問にご回答願います。 

3. 本調査の集計結果をご希望の方は、アンケート最末尾にご芳名・ご連絡先をご記入

くださいましたら、研究終了後に集計結果レポートを送付させて頂きます。 

4. お手数ですが、本アンケート用紙を同封の返信用封筒に入れて、概ね 9月14日(水)

までにご投函ください。もし期日を過ぎてしまってもご投函して頂けますと幸いです。 

5. 調査についてご質問やご不明点がございましたら、下記までお問い合わせください。 

慶應義塾大学 商学研究科 前期博士課程 石井隆太 

Tel: 070-5016-5045 / E-mail: ryuta.ishii@keio.jp 

Website: http://user.keio.ac.jp/~ua126620 

送付先: 〒108-8790 東京都港区三田 2-15-45 

慶應義塾大学 小野晃典研究室 
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本アンケートでは、一貫して貴事業部の主力製品を
1 つ想定して、ご回答をお願いします。はじめに、
これについて、お伺いします。 

ご回答 

a. その主力製品のカテゴリー名を 1 つご記入くださ

い。 

（例: 半導体集積回路、記録計、合成樹脂、医療用

精密機器、光ケーブル） 

 

b. 日本国内におけるその主力製品の流

通・販売についての貴方自身の知識と

経験についてお尋ねします。最もよく当

てはまる番号に○印をお付けください。 

 

 

 

 

【ご説明】2 種類の販路（統合チャネルと独立チャネル）の違い 

（1）統合チャネル （2）独立チャネル 

[貴社営業部隊]や、貴社が半数以上の資本（株

式）をもつ[子会社・販社・系列商社]による販売 

 

 

 

※カタログ、インターネット販売を除く 

 

[独立した代理店・商社]を通した販売 
 

 

 

 

※カタログ、インターネット販売を除く 

 

問. 以下の設問にお答えください。 ご回答 

a. 主力製品の最終顧客（エンドユーザー）は、誰です

か。最も近いと思われる番号 1 つに○印をお付け

ください。 

1：民間企業   2：公的機関 

3：その他

（            ） b. 【ご説明】を参考に、国内における主力製品の販

路について、統合チャネルの売上比率と独立チャ

ネルの売上比率を、両者の合計が 100%となるよ

うに、概算でご記入ください。 

（注：カタログ、インターネット販売は除く） 

（1）統合チャネル 

           % 

（2）独立チャネル 

           %  

 

 

問. 最終顧客に対する販売力の高い代理店・商社が国内に存在する

程度について 

 

a. 国内には、貴社（系列）に比べて、より多くの販売経験や販売スキ

ルを持つ代理店・商社が… 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

b. 国内には、貴社（系列）に比べて、営業部隊の管理に力を入れてい

る代理店・商社が… 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

c. 国内には、貴社（系列）に比べて、最終顧客に対する販売につい

て、専門的なノウハウを持つ代理店・商社が… 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

 

はじめに 

第 1 部／国内における主力製品の販路(販売チャネル)について 

第 2 部／当業界における代理店・商社（販売代理店・独立系商社）について 

 
営業部隊(直取引) 

子会社/販社/系列商社  貴社  最終顧客 

よく 

知らない 

よく知っ

ている 

携わった 

経験がない 

携わった 

経験がある 
1 2 3 4 5 6 7 

1 2 3 4 5 6 7 

 
販売代理店 

独立系商社  貴社  最終顧客 

ほとんど 

存在しない 

数多く 

存在する 
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問. 貴社は、主力製品を、複数の最終顧客に販売していると考えられま

すが、その最終顧客同士は、以下の点それぞれで、どの程度似て

いますか？ 

 

a. 顧客の企業規模 1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

b. 取引額（ビジネスボリューム） 1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

c. 主力製品を販売する際に求められるカスタマイズの程度 1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

d. 主力製品を販売する際に求められる技術的サポートの必要性 1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

e. 主力製品やそれに伴うサポートに対する価格感 1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

f. 最終顧客の業界、あるいは、主力製品が適用される完成品（アプリ

ケーション） 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

g. 契約に至るまでの交渉プロセス 1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

 

問. 競合製品と比べて、貴社の主力製品は、最終顧客からどのよう

に知覚されているのか、について 

 

a. 顧客からみると、貴社の主力製品は、競合製品と特徴が似ている。 1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

b. 顧客からみると、貴社の主力製品は、当業界では標準的なものであ

る。 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

c. 顧客からみると、貴社の主力製品は、競合製品と容易に比較検討で

きる。 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

 

 

問. 国内の最終顧客からみた、貴社（系列）の評判やイメージについて 
 

a. 貴社（系列）は、競合メーカーに比べて、提供する製品やサービス

の品質について、顧客から高い評判を得ている。 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

b. 貴社（系列）は、競合メーカーに比べて、良いブランド・イメージ

を獲得することに成功している。 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

 

問. 国内における貴社（系列）の情報収集能力について 
 

a. 貴社（系列）は、競合メーカーに比べて、最終顧客のニーズや行動

についての有用な情報を多く持つ。 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

b. 貴社（系列）は、競合メーカーに比べて、競合他社の戦略や行動に

ついての有用な情報を多く持つ。 
1 － 2 － 3 － 4 － 5 － 6 － 7 

第 3 部／国内における主力製品の最終顧客(エンドユーザー)について 

第 4 部／国内における貴社（系列）の強み・弱みについて 

全くそう 

思わない 

非常に 

そう思う 

全くそう 

思わない 

非常に 

そう思う 

非常に 

似ている 

非常に 

多様だ 

全くそう 

思わない 

非常に 

そう思う 
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問. 以下の設問にお答えください。 ご回答 

a. 貴方様のご役職に当てはまる（あるいは

最も近い）番号 1 つに○印をお付けくだ

さい。 

1 専務  2 常務  3 本部長  4 部長 

5 次長  6 課長  7 係長   8 主任 

9 その他（          ） 

b. 貴方様の現在の会社における勤続年数

を、概算でご記入ください。 年    ヶ月   

c. 貴方様の現在の事業部における勤続年

数を、概算でご記入ください。 年    ヶ月   

 

●最後に、本調査の集計結果レポートをお求めの方は、ご芳名とメールアドレスをご

記入ください（名刺を同封してくださっても問題ございません）。 

 

ご芳名  

メールアドレス※  

※代わりに、ご住所を記入していただいても結構です。その場合、郵送にてご連絡させていただきます。 

 

ご質問は以上でございます。ご記入に漏れがないかどうか、今一度ご確認頂き、概ね 9

月 14 日(水)までにご投函ください。もし期日を過ぎてしまっても、ご投函して頂けますと

幸いです。 

お忙しいところ大変貴重なご意見を頂きまして、誠にありがとうございました。心よ

り、御礼申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 部／あなた自身について 
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補録 B：企業調査票（実証研究Ⅱ） 

 

製造業者の流通チャネル戦略に関する調査 

 

ご挨拶 

  

 

ご回答にあたって 

 

 

 

 

 

 

私は、現在、学術雑誌投稿用論文として、製造業者の流通チャネル戦略に関する研究を進

めております。本調査は、その一環として製造業者の流通チャネル戦略を成功へと導く要因

を調査するものであり、製造業者の皆様に、経営実態をお伺いしております。この論文に

は、日本を代表する製造業者様のアンケートの回答がどうしても必要です。つきましては、

ご多忙中大変恐縮ではございますが、ご協力の程、よろしくお願い申し上げます。 

 お伺いさせて頂きましたご回答は、学術的な目的のもと、統計処理上の数値として集計い

たしますので、貴社およびご回答者様の情報が流出することは一切ございません。お忙し

いところ大変恐縮ではございますが、本調査にご協力頂きますよう、何卒よろしくお願い申

し上げます。 

 

●国内向けの製品の流通・販売に従事している(いた)方に、ご回答を願います。 

●測定精度を高めるために、類似した質問を複数設けております。何度もお答え頂き恐縮で

すが、主観で結構ですので、すべての質問にご回答くださいますようお願い申し上げま

す。 

●ご芳名・ご連絡先をお教えくださいましたら、研究終了後に本調査の集計結果をご報告

させて頂きます。 

●お手数ですが、本調査票を同封の返信用封筒に入れ、概ね 12 月 4 日(水)までにご投函頂

けますと幸いです。もし期日を過ぎてしまってもご投函して頂いて構いません。 
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Part 1 貴社事業部の主力製品について、お尋ねします。 

※以下 Part 1 と Part 2の質問には、主力製品を 1 つ想定して、ご回答ください。 
 

その主力製品のカテゴリー名を 1 つご記入ください。 

（例：照明機器、有線通信装置、ゴムタイヤ、水産加工食品） 
 

貴事業部の全社員数をご記入ください。 

※派遣社員を含む。 

 

            人 
 

直接販売と間接販売の違い 

 最終顧客（エンドユーザー）

が、法人である場合 

最終顧客（エンドユーザー）

が、一般消費者である場合 

直接販売 

貴社―――――――→最終顧客 

※系列商社を含む。 

    ※インターネット販売を含む。 

貴社―――――――→小売業者 

※系列商社を含む。 

    ※インターネット販売を含む。 

間接販売 

貴社―→卸売業者―→最終顧客 

（商社、専門問屋など） 

※系列商社を除く。 

※インターネット販売を含む。 

貴社―→卸売業者―→小売業者 

（商社、専門問屋など） 

※系列商社を除く。 

※インターネット販売を含む。 

 

Part1-1 

上記の表を参考にして、以下の設問に、お答えください。 

a 

その主力製品の最終顧客（エンドユーザー）は、誰で

すか。最も近いと思われる番号 1 つに○印をお付け

ください。 

1  法人 

2   一般消費者 

b 

主力製品の流通において、自社による直接販売の売上

比率と卸売業者を経由する間接販売の売上比率を概算

でご記入ください。 

直接販売 

％ 

間接販売 

％ 

 

Part 2 貴社事業部の主力製品の流通・販売について、お尋ねします。 

 

Part2-1 

流通段階の販売員のトレーニングや教育への投資の程

度について、各項目で、最も近いと思われる番号 1 つに

○印をお付けください。 

 

 

全くそう 

思わない 

 

 

非常に 

そう思う 

a 
貴社は、販売員に高度なトレーニングを提供してい

る。 
1－2－3－4－5－6－7 

b 
貴社は、販売員のトレーニングや教育に多くの時間

を費やしている。 
1－2－3－4－5－6－7 

c 
主力製品の販売には、十分な販売経験が必要であ

る。 
1－2－3－4－5－6－7 
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※Part1-1 bで、直接販売が 100％と回答された方は、Part 3を飛ばして、Part 4へお進みください。 

 

Part 3  貴社事業部と、貴社事業部の主力製品を取り扱っている 

主要な卸売業者との取引関係について、お尋ねします。 

※以下 Part 3 の質問には、主要な卸売業者を 1 社想定して、ご回答ください。 

その卸売業者と取引をしている年数を、概算でご記入ください。 年 

 

Part3-1 

自社製品、最終顧客のニーズ、競合他社の動向などの 

知識・情報の卸売業者とのやり取りについて、各項目

で、最も近いと思われる番号 1 つに○印をお付けください。 

 

 

全くそう 

思わない 

 

 

非常に 

そう思う 

a 
貴社と卸売業者は、それぞれの専門的な知識を、頻

繁に交換し合っている。 
1－2－3－4－5－6－7 

b 
貴社と卸売業者で、情報を交換し合う場が、定期的

に設けられている。 
1－2－3－4－5－6－7 

c 
貴社と卸売業者は、定期的に、相手の利益となるよ

うな情報を報告し合っている。 
1－2－3－4－5－6－7 

d 
貴社と卸売業者は、定期的な情報の交換に、多くの

時間を費やしている。 
1－2－3－4－5－6－7 

 

Part3-2 

貴社と卸売業者の関係性について、各項目で、最も近

いと思われる番号 1 つに○印をお付けください。 

 

全くそう 

思わない 

 

非常に 

そう思う 

a 
貴社と卸売業者の関係性は、両社にとって重要であ

る。 
1－2－3－4－5－6－7 

b 
貴社と卸売業者は、関係性を、ずっと持続したいと

考えている。 
1－2－3－4－5－6－7 

 

Part3-3 

貴社と卸売業者との機能を補完するような組織の能

力・資源について、各項目で最も近いと思われる番号 1 つ

に○印をお付けください。 

 

 

全くそう 

思わない 

 

 

非常に 

そう思う 

a 
貴社と卸売業者は、製品を販売するために、異なる

組織能力を発揮している。 
1－2－3－4－5－6－7 

b 
貴社と卸売業者は、両社に役立つような、補完的な

強みをもっている。 
1－2－3－4－5－6－7 

c 
貴社と卸売業者は、異なる組織能力を組み合わせる

ことによって、単独では達成できないような目標を

達成している。 

1－2－3－4－5－6－7 

d 
貴社と卸売業者は、相互にとって有益な、経営資源

をもっている。 
1－2－3－4－5－6－7 
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Part3-4 

最終顧客市場（エンドユーザー市場）における戦略的

な優位性について、各項目で、最も近いと思われる番号

1 つに○印をお付けください。 

 

 

全くそう 

思わない 

 

 

非常に 

そう思う 

a 
貴社と卸売業者の、競合他社に対する戦略的な優位

性は高い。 
1－ 2－ 3－ 4－ 5  

b 
貴社と卸売業者の関係からは、戦略的な優位性は、

生まれにくい。 
1－ 2－ 3－ 4－ 5  

c 
貴社と卸売業者の関係は、市場で有利に競争するた

めの強みである。 
1－ 2－ 3－ 4－ 5  

d 
貴社と卸売業者の関係から、戦略的に重要な結果

は、生じにくい。 
1－ 2－ 3－ 4－ 5  

 

Part 4  最後に、貴方自身について、お尋ねします。 

●貴方様のご役職に当てはまる（あるいは最も近い）番号 1 つに○印をお付けください。 

1  専務   2  常務   3  本部長    4  部長   5  次長 

6  課長   7  係長   8  主任    9  その他（            ） 

 

●貴方様の現在の会社における勤続年数を、概算で 

ご記入ください。 

 

●貴方様の現在の事業部における勤続年数を、概算で 

ご記入ください。 

 

●貴方様の製品の流通・販売に関する知識と経験につい

て、最も近いと思われる番号 1 つに○印をお付けくだ

さい。 

 

全くそう 

思わない 

 

非常に 

そう思う 

a 製品の流通・販売について、よく知っていると思う。 1－2－3－4－5－6－7 

b 製品の流通・販売に、携わっていた経験がある。 1－2－3－4－5－6－7 

 

●最後に、本調査の集計結果をお求めの方は、ご芳名・ご連絡先（ご住所または E メール

アドレス）をご記入ください。無記名でも構いません。 

ご芳名： 

ご連絡先： 

 

ご質問は以上でございます。ご記入に漏れがないかどうか、今一度ご確認頂き、概ね 

12 月 4 日(水)までにご投函頂けますと、幸いです。もし期日を過ぎてしまってもご投函し

て頂いて構いません。 

お忙しいところ大変貴重なご意見を頂きまして、誠にありがとうございました。 

年    ケ月  

年    ケ月  
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あとがき 

 

 本論は、修士課程 2 年間の研究成果をまとめた修士論文である。著者の力量不足が原因

で、本論には至らぬ点が多々存在するが、研究者という道に憧れて大学院進学を決意した著

者にとって、本論を完成させることができたのは、大きな前進である。本論の執筆過程にお

いては、多くの方々に様々な局面でご支援を賜り、こうした方々のお力添えがなければ、本

論を執筆することはできなかった。この場を借りて、感謝を申し上げたい。 

 指導教授である小野晃典先生には、研究内容に対するご指導はもちろんのこと、研究に対

する姿勢や心構えの多くを教えていただいた。学部時代に、著者が先生のゼミの門戸を叩き、

先生と出会うことができなかったら、著者が大学院に進学することも、本論を執筆すること

も叶わなかったであろう。先生は、学部時代から昼夜を問わず著者の原稿を何度も添削して

くださり、常に一歩二歩先を見据えたアドバイスをしてくださった。そうした日々のご指導

一つ一つから、本当に沢山のことを学ばせていただいた。ここに謹んで、心からの感謝を申

し上げたい。 

 大学院の授業では、慶應義塾大学商学部の髙橋郁夫先生、濱岡豊先生、白井美由里先生、

谷口和弘先生、里村卓也先生、藪友良先生、髙田英亮先生、目白大学の井上綾野先生にもご

指導を賜った。特に、髙橋郁夫先生、髙田英亮先生、ならびに、井上綾野先生には、本論の

執筆過程において、全体の構成や個別の実証研究に対して、数多くの有益なご助言を賜った。

先生方の温かいご指導は、本論執筆の大きな励みでもあった。先生方の親身なご指導に、心

より御礼申し上げたい。そして、まだまだ未熟な著者に対して、今後もご教導いただけるよ

う宜しくお願い申し上げたい。 

 学会活動を通してご指導くださった先生方にも、深謝の意を表したい。特に、著者がはじ

めての企業調査に臨んだ際には、中央大学の久保知一先生に手厚いご指導を賜った。また、

中央大学の結城祥先生には、日本商業学会関東部会にて、二度に亘って著者の稚拙な報告内

容に対して、懇切丁寧なコメントと建設的なアドバイスを賜った。著者が学会報告を行った

際には、京都大学の成生達彦先生、神戸大学の髙嶋克義先生、横浜国立大学の谷地弘安先生、

北海道大学の坂川祐司先生から、貴重なご助言を賜った。先生方から頂戴したアドバイスは、

著者にとって非常に有益であり、研究内容を高質化させることができた。先生方の学恩に深

く感謝申し上げると共に、至らぬ点が多い著者に対して、今後も変わらぬご指導を宜しくお

願い申し上げたい。 
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また、同門の大学院ゼミの方々にも感謝の意を述べたい。関西大学の千葉貴宏先生、鳥取

大学の白石秀壽先生、東洋大学の菊盛真衣先生、慶應義塾大学大学院の竹内亮介氏、中村世

名氏、王皓莹氏、廖舒忻氏、川村澄明氏には、研究内容に対するご助言に加えて、幾度とな

く激励の言葉を頂戴し、精神的な面で大いに支えて頂いた。著者が学部生であった頃に、既

に大学院に進学されていた先輩方から受けた影響は非常に大きく、大学院に進学するきっ

かけをつくっていただき、研究テーマの選定にもご助力くださった。また、大学院進学後は、

同門の先輩や研究仲間の存在があったからこそ、多くの苦難を乗り越えることができたし、

間違いなく、自身の研究生活がより楽しく充実したものになった。ここに記して、心より御

礼申し上げたい。 

 実証分析のための企業調査を行った際にも、多くの方々にお世話になった。特に、石黒泰

様（ADLINK ジャパン株式会社）、古座野敦様（キヤノン株式会社）、田中寛人様（日本電気株式会社）、

野田泰弘様（三井化学株式会社）、服部秀隆様（三井・デュポン ポリケミカル株式会社）、山下隆様（日

本精工株式会社）、吉川慧様（オリンパス株式会社）は、聞き取り調査の申出を快く引き受けてくだ

さり、お忙しいところ、貴重なお話を聞かせてくださった。企業研究を行う著者にとって、

実際に現場で働かれている方々の見解は非常に有益であり、本論の執筆に際して大変参考

になった。調査票発送作業に際しては、慶應義塾大学商学部小野晃典研究会第 13 期の川村

澄明氏、長妻泰成氏、矢野瑞喜氏、福嶋啓悟氏、小黒祐貴氏には、大変助けられた。彼らの

惜しみない助力がなければ、迅速かつ正確に作業を完了し、高質なデータを収集することは

できなかった。そして、ご多用中、調査に実際にご協力してくださった回答協力者の方々に

も、心より御礼申し上げたい。なお、本論の実証研究Ⅰで用いた企業調査データの収集には、

慶應義塾学事振興資金（旧大学院高度化推進費）の援助を賜った。 

 最後に、大学院進学の決断を後押ししてくれ、そして、遠方からいつも支えてくれている

両親、姉、弟に対して、心から感謝申し上げたい。 

 

2017 年 1 月 

石井 隆太 

 

 

 


